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■エグゼクティブ・サマリー 

本調査では、我が国の個人金融資産において預貯金が偏在している状況を是正し、個人投資家によ

る証券投資の促進を図るため、全国の個人投資家 2,200 人(有効回収は 1,050 人)を対象とした郵送調

査を行った。ここでは、以下の８つの調査項目の要約を記した。 

1.1.1.1. 金融商品の保有状況と投資に対する考え方金融商品の保有状況と投資に対する考え方金融商品の保有状況と投資に対する考え方金融商品の保有状況と投資に対する考え方    

2.2.2.2. 上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する税率上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する税率上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する税率上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する税率 10101010％の優遇措置に対する考え方％の優遇措置に対する考え方％の優遇措置に対する考え方％の優遇措置に対する考え方    

3.3.3.3. 少額投資非課税制度少額投資非課税制度少額投資非課税制度少額投資非課税制度((((日本版ＩＳＡ日本版ＩＳＡ日本版ＩＳＡ日本版ＩＳＡ))))に対する考え方に対する考え方に対する考え方に対する考え方    

4.4.4.4. 金融所得課税の一体化に対する考え方金融所得課税の一体化に対する考え方金融所得課税の一体化に対する考え方金融所得課税の一体化に対する考え方    

5.5.5.5. マイナンバー（マイナンバー（マイナンバー（マイナンバー（社会保障・税番号制度社会保障・税番号制度社会保障・税番号制度社会保障・税番号制度））））に対するに対するに対するに対する考え方考え方考え方考え方    

6.6.6.6. 相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方    

7.7.7.7. 金融所得の金融所得の金融所得の金融所得の課税方法に対する考え方課税方法に対する考え方課税方法に対する考え方課税方法に対する考え方    

8.8.8.8. 確定拠出年金制度に対する考え方確定拠出年金制度に対する考え方確定拠出年金制度に対する考え方確定拠出年金制度に対する考え方    

 

１．金融商品の保有状況と投資に対する考え方 

(1) 収入と収入源について 

① 個人投資家自身の年収は、｢300 万円未満｣(48.3％)が最も高く、続いて｢300～500 万円未満｣

(22.8％)となっており、約７割(71.1％)が｢年収 500 万円未満｣の個人投資家である。 

② また、個人投資家の収入源は、｢給与所得｣(45.0％)が最も高く、続いて｢恩給・年金｣(34.1％)

となっている。 

 

(2) 金融商品の保有額と証券商品の保有種類 

  ① 現在の個人投資家の金融商品(預貯金を含む)の保有額は、｢1,000 万円未満｣が５割超

(53.7％)となっている。証券商品に限ると、｢100～300 万円未満｣(25.3％)が最も高い。 

  ② 証券商品の保有種類は、｢株式｣が 73.4％と最も高く、｢投資信託｣は 51.0％、｢公社債｣は

32.0％。 

※上記②については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(3) 証券購入(保有)の目的 

    証券購入(保有)の目的としては、｢配当金、分配金、利子を得るため｣(57.7％)、｢使い道

は決めていないが、長期の資産運用のため｣(47.3％)が高く、｢老後の生活資金のため｣

(35.1％)が続いている。 

※上記については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(4) 株式の保有種類と保有額 

① 現在、株式を保有している個人投資家の株式の保有種類は「国内の証券取引所に上場され

ている国内株」が 91.8％を占め、「従業員持株制度で管理されている株式」が 10.4％で続く。 

② 保有額(時価総額)は、｢100～300 万円未満｣(31.3％)が最も高く、続いて｢10～50 万円未満｣

(15.8％)、｢300～500 万円未満｣(13.4％)となっている。全体でみると、｢300 万円未満｣が６

割超(65.1％)である。 

※上記①については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 
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(5) 株式の投資方針 

 株式の投資方針は、｢概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する｣(45.9％)

が、｢配当を重視している｣(14.0％)、｢値上がり益重視であり、短期間に売却する｣(7.0％)

を大きく上回っている。インターネット取引を利用している個人投資家でみても、｢概ね長期

保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する｣(54.5％)が最も高い。 

 

(6) 株式の平均的な保有期間 

① 株式の平均的な保有期間は、｢10年以上｣(37.5％)が最も高く、続いて｢３年～５年｣(17.9％)、

｢１年～３年｣(14.4％)となっており、全体としては１年超を平均的な保有期間とするものが

約９割(89.4％)となっている。 

② 保有期間｢１か月以下｣は、全体で 0.8％、インターネット取引を利用している個人投資家で

みても 1.9％とごくわずかである。時系列でみると、「10 年以上」の比率は平成 23年から 24

年にかけて 5.2 ポイント増加した。 

 

(7) 株式の売買注文方法 

 株式の売買注文は、｢証券会社や銀行の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣(47.7％)が最も

高く、続いて｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、スマートフォン等による取引を含

む)で｣(34.5％)となっている。平成 21 年から平成 22 年では｢証券会社や銀行の店頭(店舗へ

の電話注文を含む)で｣が 8.6 ポイント減少したが、それ以降では顕著な変化はみられない。 

※上記については、複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(8) 投資信託・公社債について 

① 現在、投資信託を保有している個人投資家の投資信託の保有種類は、｢株式投資信託｣

(55.8％)が最も高く、続いて｢公社債投資信託｣(42.4％)、｢外国で作られた投資信託｣(37.5％)

となっている。また、購入金額は、種類に関わらず、｢100～300 万円未満｣が最も高い。時系

列でみると、平成 21 年から平成 23 年にかけて、｢株式投資信託｣、｢公社債投資信託｣は減少

傾向にあり、｢不動産投資信託(ＲＥＩＴ)｣は増加傾向にあったが、平成 23 年から平成 24 年

にかけて、顕著な変化はみられなかった。 

② 投資信託の購入場所は、｢銀行の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(45.1％)が最も

高く、続いて｢証券会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(41.4％)となっている。

インターネットでの注文は、｢証券会社のインターネット取引口座｣が 12.3％、｢銀行のイン

ターネット取引口座｣が5.8％であり、株式のそれ(34.5％)と比較して低い割合となっている。

時系列でみると、｢証券会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣は、平成 21 年より減

少している。 

③ 現在、公社債を保有している個人投資家の公社債の保有種類は、｢個人向け国債(変動 10

年)｣(50.3％)が最も高く、続いて｢個人向け国債(固定５年)｣(49.7％)となっている。また、

購入金額は、どの種類においても、｢100～300 万円未満｣が最も高い。 

※上記のうち、保有種類および購入場所については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 
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２．上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する税率 10％の優遇措置に対する考え方 

 

(1) 10％の優遇措置が来年末（平成 25 年 12 月末）に期限切れとなることについての認知状況 

現在の上場株式等の売買益、配当金等に対する税率 10％の優遇措置が来年末で期限切れと

なることについて、｢知っている｣は約３割(32.0％)であるのに対し、｢知らない｣は、６割超

(67.0％)であった。 

 

(2) 上場株式・公募株式投資信託の売買益に対する税率 10％の優遇措置の終了が及ぼす影響 

平成 25 年 12 月末に上場株式・公募株式投資信託の売買益に対する税率 10％の優遇措置が

終了した場合、｢平成 26 年以降、上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になる

と思う｣が 31.6％、｢平成 26 年以降、上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減

らすと思う｣が 20.7％、｢平成 25 年末までに、保有している上場株式や公募株式投資信託を

売却すると思う｣が 11.5％となっている。 

一方で、｢特に影響はないと思う｣は 22.7％、｢わからない｣は 30.1％となっており、４割超

(45.8％)の個人投資家が10％の優遇措置の終了によるマイナスの影響を受けるという結果と

なった。 

※上記については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(3) 上場株式･公募株式投資信託の配当金･分配金に対する税率 10％の優遇措置の終了が及ぼす影響 

平成 25 年 12 月末に上場株式・公募株式投資信託の配当金・分配金に対する税率 10％の優

遇措置が終了した場合、｢上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になると思う｣

が 29.7％、｢上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減らすと思う｣が 22.5％、｢売

買益を一層重視し、長期的に保有することよりも短期売買を優先するようになると思う｣が

8.7％となっている。 

一方で、｢特に影響はないと思う｣は 23.0％、｢わからない｣は 29.1％となっており、４割超

(46.7％)の個人投資家が10％の優遇措置の終了によるマイナスの影響を受けるという結果と

なった。 

※上記については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(4) 上場株式・公募株式投資信託の売買益、配当金・分配金に対する税率 10％の優遇措置の継続要望 

上場株式・公募株式投資信託の売買益、配当金・分配金に対する税率 10％の優遇措置の継

続要望についての意見は、｢(売買益、配当金・分配金ともに)10％の優遇措置は継続すべき(で

ある)｣(42.0％)が圧倒的に高く、それに加え｢何らかの優遇措置は必要である｣(15.4％)、｢配

当金・分配金の優遇措置は継続すべき(である)｣(7.5％)、｢売買益に対する優遇措置は継続す

べき(である)｣(3.2％)を足し上げた、いずれかに対して優遇措置が必要との回答は約７割

(68.1％)にも及ぶ。 
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３．少額投資非課税制度(日本版ＩＳＡ)に対する考え方 

(1) 少額投資非課税措置(日本版ＩＳＡ)の認知 

平成 26 年に導入されることとなっている少額投資非課税措置(日本版ＩＳＡ)の認知は、｢内

容まで知っている｣と回答した内容認知率は僅か 1.2％にとどまる。｢内容まで知っている｣と

｢内容は知らないが、(言葉は)聞いたことがある｣を足し上げた名称認知率は 16.7％で、｢知ら

ない｣は 83.1％を占める。 

 

(2) 少額投資非課税措置(日本版ＩＳＡ)の利用意向 

日本版ＩＳＡの利用意向は、｢利用したい｣(22.2％)、｢まあ利用したい｣(19.4％)を合わせ

た約４割(41.6％)に利用意向があり、｢あまり利用したくない｣、｢利用したくない｣を足し上

げた 16.3％を上回った。時系列でみると、平成 21 年から利用意向が非利用意向を上回る状

況が続いている。 

 

(3) 日本版ＩＳＡの利用目的 

日本版ＩＳＡの利用意向者における利用目的としては、｢老後の資金づくり｣(56.1％)が最

も高く、｢生活費の足し｣が 48.3％で続く。最も重視する利用目的も｢老後の資金づくり｣

(39.1％)、｢生活費の足し｣(23.1％)が大きな利用目的となっている。 

※上記のうち、利用目的については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(4) 日本版ＩＳＡの拡充すべき点 

日本版ＩＳＡの今後拡充すべき点としては、内容認知率が低いこともあり、｢わからない｣

が 38.7％を占めるが、次いで｢投資上限額(現行では、１年 100 万円)の拡大｣(20.1％)が最も

高く、｢非課税となる金融商品の拡大(公社債や公社債投資信託など)｣(13.8％)、｢ＩＳＡ口座

の開設可能期間(現行では、平成 26 年～28 年の３年間)の延長又は恒久化｣が 12.2％、｢１口

座あたりの非課税となる期限(現行では、10年間)の延長｣が 11.7％と続いている。 

 

(5) 日本版ＩＳＡの対象となる金融商品の累計購入額 

日本版ＩＳＡの対象となる金融商品（上場株式、ＥＴＦ、不動産投資信託、公募株式投資

信託）の平成 23 年中の累計購入額は、全体の７割超(77.5％)が｢平成 23 年中は、対象となる

金融商品を新規で購入していない｣であり、約１割（11.5％）が 100 万円未満である。 

 

 

４．金融所得課税の一体化に対する考え方 

(1) 特定口座内で損益通算できる範囲に上場株式等の配当金等を加えられることの認知状況 

平成 22 年から特定口座内で損益通算できる範囲に上場株式等の配当金等を加えられるこ

とについては、｢知っている｣は 22.8％に過ぎず、｢知らない｣が 76.7％と多数を占める。時系

列でみると、平成 21年から平成 22年は認知が 4.9 ポイント増加したが、平成 22年以降はほ

ぼ横ばいとなっている。 
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(2) 金融商品の損益通算の範囲の拡大に関する意向 

① 金融商品の損益通算の範囲の拡大に関する意見は、｢損益通算の範囲の拡大は必要だと思

う｣が 34.2％と、｢必要ない｣の 10.6％を上回るものの、｢わからない｣が 50.6％と高い。平成

21 年から時系列でみると、｢拡大は必要｣が｢必要ない｣の比率を上回る状況が続いている。 

② 損益通算の範囲拡大意向者において、どのような金融商品から生じる損益との損益通算が

必要と感じているかについては、｢公社債の利子や取引から生じる損益｣(60.2％)、 ｢公社債

投資信託の分配金や取引から生じる損益｣(55.4％)が高い割合となっており、大きく離れて

｢預貯金の利子｣(32.3％)が続く。 

※上記②については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

(3) 確定申告の実施有無 

損益通算の範囲拡大意向者において、幅広く損益通算を行うために確定申告が必要となっ

た場合に、確定申告を行うかどうかについては、｢確定申告を行う｣(39.6％)、｢通算できる金

額が大きければ(確定申告を)行う｣と｢(例えば証券会社が発行する書類を利用できるなど)事

務負担が小さければ(確定申告を)行う｣を足し上げた、条件付で行うが47.1％となっている。 

 

(4) 損失の繰越控除期間の延長要望 

損失の繰越控除期間の延長要望についての意見は、｢現状の３年でよい｣が 28.0％であるの

に対し、｢５年程度に延長すべきである｣、｢１０年程度に延長すべきである｣、｢無期限とすべ

きである｣を合わせた延長希望者は 34.7％となっている。平成 21 年から時系列でみると、延

長希望が｢現状の３年でよい｣を上回る状況が続いている。 

 

５．マイナンバー（社会保障・税番号制度）に対する考え方 

(1) マイナンバー導入意向 

 マイナンバー導入については、｢導入すべきである｣(47.8％)が｢導入すべきではない｣

(17.0％)を大きく上回っている。時系列でみると｢導入すべきである｣は、平成 21年(36.6％)、

平成 22 年(41.8％)、平成 23年(46.6％)と年々増加している。 

(2) マイナンバーを導入すべき理由 

マイナンバー導入意向者において、導入すべきと思う理由としては、｢課税の公平性が保た

れる｣(80.7％)が最も高く、｢行政等の手続きの簡素化が期待できる｣(59.8％)、｢給付の公平性

が保たれる｣(42.6％)が続く。 

※上記(2)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

６．相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方 

(1) 相続税や贈与税の軽減についての意向 

 若年層へ資産移転を行い、幅広い年齢層の投資を促進させるため相続税や贈与税を軽減す

るべきとの意見については、｢よいと思う｣(40.9％)、｢まあよいと思う｣(21.5％)を合計した

肯定的な意見は 62.4％で、｢あまりよいとはいえない｣と｢よいとはいえない｣といった否定的

な意見の合計(10.6％)を大きく上回っている。時系列でみても、肯定的な意見が否定的な意

見を上回る状況が続いている。 



 

 vi

(2) 相続税や贈与税を軽減する場合の優遇内容 

 相続税や贈与税の軽減賛成意向者において、相続税や贈与税を軽減する場合の優遇内容と

しては、｢贈与税の非課税枠の拡充｣(52.4％)、｢相続時精算課税制度の拡充｣(34.7％)が高い。 

(3) 教育資金の確保を促す税制優遇についての意向 

  教育資金の確保を促す税制優遇について、｢よいと思う｣は 48.9％、｢まあよいと思う｣

(25.0％)を含めたよいと思う計は７割超(73.9％)。 

 

７．金融所得の課税方法に対する考え方 

(1) 金融所得の課税方法についての意向 

 上場株式や公募株式投資信託の売買益や配当金・分配金のほか、預貯金や債券の利子に対し、

今後は総合課税を目指すべきという意見については、｢現行の分離課税のほうがよい｣(31.0％)、

｢どちらかというと現行の分離課税のほうがよい｣(23.2％)で、それを足しあげると、54.2％が

現行の分離課税を希望しており、｢総合課税の方がよい｣(8.7％)、｢どちらかというと総合課税

の方がよい｣(5.9％)を足しあげた 14.6％を大きく上回る。 

(2)分離課税のほうがよい理由 

  分離課税賛成者において、現行の分離課税のほうがよいと思う理由としては、｢源泉徴収さ

れるため｣(62.2％)が最も高く、｢金融商品から生じる損益を管理しやすいため｣(18.1％)が続

く。 

 

８．確定拠出年金制度に対する考え方 

  (1)確定拠出年金の加入状況 

 確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入(している)｣が 12.4％、｢個人型に加入(し

ている)｣が 5.0％で、足し上げた 17.4％が加入しており、｢加入していない｣(68.6％)は約７

割を占める。 

(2)マッチング拠出の利用意向 

 企業型の確定拠出年金制度加入者において、加入者自身が自己の資金を追加の掛金として拠

出できるようになった「マッチング拠出」の利用意向は、｢利用したい(または、既に利用して

いる)｣が24.6％、｢利用したいが勤め先の企業がマッチング拠出に対応していない｣が9.2％で、

利用したい意向は 33.8％となり、｢利用したくない(または、既に企業拠出が限度額に達してい

る等で利用できない)｣の 16.9％を上回る。 

(3)確定拠出年金制度の改善点 

 確定拠出年金制度の改善点を聞いたところ、｢60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩和し、

もしもの時に引き出し易くする｣(25.2％)、｢年金制度の一元化などの観点から加入資格を公務

員まで拡大する｣(23.8％)、｢公的年金の補完の観点から加入資格を専業主婦まで拡大する｣

(22.8％)がいずれも２割台で上位を占める。 

※上記(3)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

 

 

以  上 
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■調査概要 

１．調査の目的 

 我が国の個人金融資産において預貯金が偏在している状況を是正し、個人投資家による証券投資の

促進を図るため、個人投資家の証券保有実態や証券投資に対する意識等を把握する。 

  

２．調査対象 

全国の個人投資家 2,200 人 

全国のＮＯＳデータベース(※１)登録者から、株式、投資信託、公社債のいずれか、もしくは

複数保有している層を無作為抽出した。 

※１.ＮＯＳデータベース：毎月日本リサーチセンターが行っている訪問調査(1,200 人)であるＮＯＳ(日本リサ

ーチセンター･オムニバス･サーベイ※２)の協力者から希望者をデータベース化したもの。 

※２．ＮＯＳは、地域ブロックごとの都市規模の人口の割合に応じて、無作為に 200 地点を選び、毎月実施して

いる訪問調査であり、日本全国の意見を代表する調査として世論調査等で使用されている。本調査では、この

ＮＯＳ協力者から希望者を郵送調査パネルとしてデータベース化しているため、今回の調査結果は、全国の証

券保有層の構成に近いといえる。 

 

３．調査方法 

郵送調査（証券保有者の中心層となる、インターネットの非利用者や未活用者、高齢者層などへアプローチする手

法として、郵送調査法を採用） 

 

４．調査日程 

平成 24 年 7 月 27 日発送 

 →同 8月 15 日回収締切  

 

５．有効回収数 

1,050 人(有効回収率 47.7％)  

 

６．調査項目 

・金融商品の保有状況と投資に対する考え方 

・上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する 10％の優遇措置に対する考え方 

・少額投資非課税制度(日本版ＩＳＡ)に対する考え方 

・金融所得課税の一体化に対する考え方 

・マイナンバー（社会保障・税番号制度）に対する考え方 

・特定口座制度に対する考え方 

・相続税や贈与税の軽減・教育資金の確保のための優遇税制に対する考え方 

・金融所得の課税方法に対する考え方 

・確定拠出年金制度に対する考え方 

・その他 
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７．調査実施機関 

株式会社日本リサーチセンター  

 

８．分析軸・グラフについて 

本調査では、主に以下の分析軸を用いて、集計・分析を行っている。 

 

分析軸分析軸分析軸分析軸    分析軸の説明分析軸の説明分析軸の説明分析軸の説明((((括弧内は調査票の設問番号括弧内は調査票の設問番号括弧内は調査票の設問番号括弧内は調査票の設問番号))))    

性別 

回答者の性別(Ｆ１) 

 ｢男性｣｢女性｣ 

年代別 

回答者の年代(Ｆ２) 

 ｢20～30 代｣｢40 代｣｢50 代｣｢60～64 歳｣｢65～69 歳｣｢70 歳以上｣ 

個人年収別 

回答者個人の年収(Ｆ５) 

 ｢300 万円未満｣｢～500 万円未満｣｢～700 万円未満｣｢～1,000 万円未満｣ 

｢1,000 万円以上｣ 

(証券)時価 

総額別 

回答者の証券保有時価総額(問３) 

 ｢100 万円未満｣｢～300 万円未満｣｢～500 万円未満｣｢～1,000 万円未満｣ 

｢～3,000 万円未満｣｢3,000 万円以上｣ 

※証券の非保有者は除外して集計 

ネット取引 

状況別 

回答者の証券類のインターネット取引状況で軸作成(問 14・問 20) 

※ただし、公社債を除く 

 

①回答者のインターネットによる株式売買の状況(問 14) 

 ｢株式ネット取引あり｣｢株式ネット取引なし・不明｣ 

②回答者のインターネットによる投資信託購入状況(問 21) 

 ｢投信ネット取引あり｣｢投信ネット取引なし・不明｣ 

③回答者のインターネットによる株式売買または投資信託購入状況(問 14・問 20) 

 ｢株式・投信ネット取引あり｣(株式売買または投資信託購入でネット取引あり) 

｢株式・投信ネット取引なし・不明｣ 

        (株式売買・投資信託購入いずれでもネット取引なし・不明) 

 

９．この報告書を読む際の注意 

(1) 図表中の nとは、比率算出の基数（ベース）を表すもので、原則として回答者総数（1,050 人）

または分類別の回答者数のことである。 

(2) 百分比は、小数点第 2 位で四捨五入して、小数点第 1 位までを表示した。四捨五入したため、合

計値が 100％を前後することがある。 

(3)（複数回答）と表示のある質問は、2つ以上の回答を認めているため、回答計は 100％を超える。 

(4) 調査結果の分析においては、統計的に有意差のあるものを中心にふれている。なお、誤差を考慮

し、分類別の回答者数が 30 人より少ない場合は傾向をみるにとどめ、分類別の分析の対象から

は外している。 

(5) 調査結果の分析において、原則として、選択肢は「」で囲み、選択肢をまとめて表記する場合は

“”を用いている。また、図表中で選択肢を簡略化している場合は、質問紙と同一の表現となる

ように、()で補足をしている。 

(6) 一部の図表では、対比を明確にするために選択肢の順序を入れ替えている。 
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≪総合分析編≫ 

１． 金融商品の保有状況と投資に対する考え方 

（１） 回答者の特性 

● 回答者(個人投資家)自身の年収は、｢300 万円未満｣が 48.3％と最も高く、｢300～500 万円

未満｣が 22.8％で続いており、約７割(71.1％)が“年収 500 万円未満”の個人投資家であ

る。さらに｢500～700 万円未満｣が 12.0％、｢700～1,000 万円未満｣が 10.2％となってお

り、全体の９割超(93.3％)が“年収 1,000 万円未満”の個人投資家である。女性は約８

割(81.3％)が｢300 万円未満｣。また、60歳以上は、８割超が年収“500 万円未満”である。 

● 世帯年収については、｢300～500 万円未満｣が 26.4％で最も多く、｢500～700 万円未満｣

(23.4％)、｢700～1,000 万円未満｣(21.4％)が２割台で並ぶ。全体の約８割(82.0％)が“年

収 1,000 万円未満”の世帯である。 

● 回答者自身の収入源については、｢給与所得｣が 45.0％と最も高く、｢恩給・年金｣が 34.1％

で続いており、その他の収入源はごく少数である。 

● 金融商品の保有額については、“1,000 万円未満”は 53.7％を占める。年代別でみると

若年層ほど保有額が低い傾向にあり、特に 20～30 代においては、“500 万円未満”が約

７割(68.4％)を占める。 

● 時系列でみると、回答者の特性は、過去４年間の調査結果との顕著な変化はみられない。 

    

○個人年収の分布 

 

 

 

 

   n

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

45.1

46.0

42.3

23.9

24.7

25.4

12.9

13.7

13.2

8.8

8.4 2.4

2.8

３００万円未満

３００～５００

万円未満

５００～７００

万円未満

9.1

７００～１０００

万円未満

3.5

4.1

１０００～１２００

万円未満

1.3

1.5

1.0

１２００～１５００

万円未満

1.1

0.6

1.1

１５００～２０００

万円未満

0.7

0.6

0.1

２０００万円以上

3.5

2.1

無回答

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

６０歳以上 515

性

別

年

代

別

48.3

22.1

81.3

40.8

42.5

41.9

60.2

52.4

52.7

22.8

32.3

10.8

29.2

14.0

13.6

19.9

30.7

34.0

12.0

19.0

3.2

20.0

13.4

13.6

8.1

10.8

8.0

10.2

17.3

7.5

22.3

16.5

4.1

6.4

2.8

３００万円未満

３００～５００

万円未満

５００～７００

万円未満

5.6

3.2

2.4

1.3

７００～１０００

万円未満

1.1

2.5

1.1

0.6

3.1

0.8

0.4

１０００～１２００

万円未満

1.7

0.0

0.0

1.2

3.8

0.8

0.2

2.4

1.4

１２００～１５００

万円未満

0.0

0.6

0.6

1.3

0.6

0.8

0.0

1.2

0.7

１５００～２０００

万円未満

0.0

0.6

0.6

0.8

1.1

0.0

0.0

1.0

0.6

２０００万円以上

2.1

3.4

0.6

0.0

1.6

1.1

1.8

0.7

無回答

55.0 28.5 8.9 3.7

1.6 0.40.40.4

1.2
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○世帯年収の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自身の収入源の分布 

 

 

 

 

 

 

 

○金融商品保有額-金融商品保有者 

 

 

 

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

45.0

45.3

44.8

43.4

4.2

5.8

5.3 2.6

34.1

31.2

32.6

7.2

6.1

8.9

給与所得 事業所得

5.5

3.6

2.7

2.8

利子・配当

1.7

1.6

1.8

1.6

貯蓄の取り崩し

1.7

3.4

3.1

家賃・地代

2.0

31.8

恩給・年金

8.0

特に収入なし

2.6

2.2

2.3

2.6

その他

0.2

1.2

0.7

0.3

無回答

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

7.5

13.9

13.8

14.0

34.2

21.8

12.3

6.8

7.8

6.9

12.4

13.5

11.0

20.0

16.8

15.7

8.1

7.2

7.4

22.2

18.3

27.1

15.8

26.8

25.0

19.9

19.3

22.9

31.4

32.1

30.5

14.2

20.7

32.6

41.0

41.6

34.0

9.0

10.6

7.1

3.0

18.0

14.5

16.5

4.6

5.0

4.1

5.5

3.7

6.6

6.4

0.6

0.3

0.9

0.6

2.5

0.8

0.0

0.0

0.0

１０万円未満

1.7

1.9

1.5

3.4

4.2

1.7

0.6

0.6

0.5

１０～５０

万円未満

2.9

2.9

2.8

3.9

3.0

0.0

0.6

3.2

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

2.2

0.0

３０００～５０００

万円未満

2.8

0.8

５０００

万円以上

0.8

2.1

1.8

1.9

0.4

1.1

1.1

1.5

1.3

無回答

   n

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

14.8

15.8

13.3

12.5

14.6

13.5

20.7

19.8

19.9

33.1

31.6

33.1

7.7

8.6

8.8

4.9

4.5

6.3

0.7

0.5

0.1

１０万円未満

2.0

2.1

1.5

１０～５０

万円未満

2.5

2.0

2.3

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

３０００～５０００

万円未満

５０００

万円以上

1.3

0.5

1.2

無回答

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

10.8

9.4

9.4

7.9

26.4

26.3

29.2

23.7

23.4

21.8

20.8

23.6

21.4

20.9

20.0

21.2

17.0

19.4

19.0

21.9

３００万円未満

３００～５００

万円未満

５００～７００

万円未満

７００～１０００

万円未満

1000万円以上

1.6

2.2

1.0

1.8

無回答
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（２） 証券の保有状況 

● 保有している証券の種類をみると、｢株式｣が 73.4％と最も高く、その中では｢国内(の証

券取引所に)上場(されている)国内株｣が約９割(91.8％)を占める。｢投資信託｣は 51.0％

であり、その中では｢株式投資信託｣が 55.8％と最も高い。また、｢公社債｣は 32.0％であ

り、その中では｢個人向け国債(変動 10年)｣(50.3％)、｢個人向け国債(固定５年)｣(49.7％)

がいずれも約５割を占める。時系列でみると、｢株式｣の比率は平成 21年とほぼ同率であ

るが、｢投資信託｣及び｢公社債｣は平成 21年と比べると微減している。 

● 証券の保有額については、｢100～300 万円未満｣が 25.3％を占め、“300 万円未満”が

47.4％に達する。 

● 証券の購入(保有)目的としては、｢配当金、分配金、利子を得るため｣(57.7％)、｢(使い

道は決めていないが、)長期(の)資産運用のため｣(47.3％)の割合が高く、｢老後の生活資

金のため｣(35.1％)が続く。時系列による差はみられない。 

● キャピタル・ゲイン(売買益)の主な使途については｢再投資｣(38.3％)が最も高く､｢貯蓄｣

(28.4％)が続く。インカム・ゲイン(利子・配当金・分配金)の主な使途は、｢貯蓄｣(34.2％)、

｢家族との食事(・レジャーや子・孫へのお小遣いといった)家族サービス｣(29.6％)、｢生

活費の足し｣(29.4％)、｢再投資｣(28.1％)、が約３割で並ぶ。 

    

○各証券商品の現在保有状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保有商品-株式保有者 

(複数回答) 

○保有商品-投資信託保有者 

(複数回答) 

○保有商品-公社債保有者 

(複数回答) 

 

 

  

 

 

 

6.0

55.8

42.4

37.5

17.9

0

20

40

60

80

100

株

式

投

資

信

託

公

社

債

投

資

信

託

外

国

投

資

信

託

Ｒ

Ｅ

Ｉ

Ｔ

Ｅ

Ｔ

Ｆ

(%)

保有者(n=536）

9.2

50.3 49.7

8.9

14.0

1.8

11.9

0

20

40

60

80

100

・

変

動

１

０

年

個

人

向

け

国

債

 

・

固

定

５

年

個

人

向

け

国

債

地

方

債

社

債

そ

の

他

国

債

外

貨

建

て

債

券

そ

の

他

債

券

(%)

保有者(n=336）

保有している投資信託の商品 保有している公社債の商品

3.0

5.8

10.4

91.8

2.5

0

20

40

60

80

100

国

内

上

場

国

内

株

従

業

員

持

株

非

上

場

国

内

株

非

国

内

上

場

外

国

株

国

内

上

場

外

国

株

(%)

保有者(n=771）

保有している株式の商品

56.0

36.3

70.9

51.9

33.7

72.7
73.4

51.0

32.0

73.9

49.0

32.2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

株

式

投

資

信

託

公

社

債

(%)

21年（n=1,095）

22年（n=992）

23年（n=967）

24年（n=1,050）
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○証券保有額-金融商品保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

○証券の購入(保有)目的-証券保有者(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

○キャピタル・ゲインの主な使途(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

○インカム・ゲインの主な使途(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095
3.4

10.2

10.7

11.1

7.0

8.6

10.0

12.0

10.0

25.3

27.8

27.5

26.3

13.5

13.7

12.8

15.2

14.4

14.5

13.7

15.3

15.2

13.5

14.2

17.5

3.3

3.5

3.7

１０万円未満

１０～５０

万円未満

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

2.5

2.6

1.9

2.1

３０００～５０００

万円未満

1.6

1.1

1.6

2.1

５０００

万円以上

0.0

2.9

0.8

1.1

無回答

   n

配当金、分配

金、利子を得

るため

長期資産

運用のため

老後の生活

資金のため

株主優待を

得るため

子供や孫の

将来のため

短期的に

儲けるため

その企業等を

応援する

ため

証券投資を

通じて勉強を

するため

耐久消費財

の購入やレ

ジャーのため

その他 無回答

全　体 990

(平成23年) 939

(平成22年) 984

(平成21年) 1,083

 0.7

 0.9

 0.654.1

53.0

54.2

57.7

50.0

50.0

44.5

47.3

35.8

33.6

34.7

35.1 22.7

19.9

20.7

18.9

12.3

10.7

11.4

11.2

9.9

11.0

9.5

8.7

8.6

8.6

8.3

9.6

8.4

7.5

8.9

7.5

4.8

6.2

6.5

4.7

5.3

6.1

6.4

6.2  0.4

   n 再投資 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

友人・知人との

食事等の

交際費

キャピタル・

ゲインを

得たことがない

その他 無回答

全　体 990

(平成23年) 939

(平成22年) 984

(平成21年) 1,083

 1.0

 1.4

 1.141.4

38.3

39.6

39.3

28.4

28.4

29.2

28.8

 21.1

23.1

22.3

22.4

 21.4

22.5

21.2

20.6  14.6

 13.8

 15.4

16.0  11.7

 11.7

 10.8

 10.4

 13.1

 13.2

 14.1

 13.1

  4.0

  4.4

  4.3

  4.6

 0.7

   n 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し 再投資

友人・知人との

食事等の

交際費

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

インカム・ゲイン

を得たことが

ない

その他 無回答

全　体 990

(平成23年) 939

(平成22年) 984

(平成21年) 1,083

 3.6

 2.6

 1.1

 1.8

 1.134.5

30.5

32.6

34.2

29.0

26.3

29.4

29.6

30.7

27.3

29.4

31.4

29.6

27.6

28.1

31.0

 13.8

 13.7

 14.1

 15.2

 12.0

 11.5

 11.4

 13.0

 3.3

 4.4

 4.6

 4.5

 3.0

 2.8  1.1
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（３） 株式投資の状況 

● 個人投資家の現在の株式保有額(時価総額)は、｢100～300万円未満｣が31.3％と最も高く、

続いて｢10～50万円未満｣(15.8％)と｢300～500 万円未満｣(13.4％)が続く。全体でみると、

“300 万円未満”が６割超(65.1％)である。時系列でみると平成 21 年から 22 年にかけて

“100 万円未満”が増え、“300 万円以上”が減った以降は顕著な違いはみられない。 

● 現在保有している株式の種類は、｢国内(の証券取引所に)上場(されている)国内株｣

(91.8％)が約９割を占め、｢従業員持株(制度で管理されている株式)｣が 10.4％で続く。 

● 株式の投資方針は、｢概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する｣が 45.9％

で、｢配当を重視(している)｣(14.0％) 、｢値上がり益重視であり、短期間に売却する｣

(7.0％)を大きく上回っている。｢特に決めていない｣は 30.5％。インターネット取引を利

用している個人投資家は、｢概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する｣

(54.5％)が最も高いのは全体と同様だが、次いで｢値上がり益重視であり短期間に売却す

る｣が 13.2％と高く、全体に比べて値上がり重視の傾向が強いのが特徴。 

● 株式の平均的な保有期間は、｢10 年以上｣が 37.5％と最も高く、続いて｢３年～５年｣が

17.9％ 、｢１年～３年｣が 14.4％の順で、全体としては 1年超を平均的な保有期間とする

ものが約９割(89.4％)となっている。また、保有期間“１か月以下”は、全体で 0.8％、

インターネット取引を利用している個人投資家でみても 1.9％とごくわずかである。時系

列でみると、｢10 年以上｣の比率は平成 23 年から 24 年にかけて 5.2 ポイント増加した。 

● 株式の売買注文方法は、｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣が

47.7％と最も高く、続いて｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、スマートフォン

等による取引を含む)で｣が 34.5％、｢証券会社や銀行等のコールセンターで｣が 6.7％と

なっている。また個人年収の高い層で｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、スマ

ートフォン等による取引を含む)で｣が高く、“500 万円未満”では３割程度だが、“500

万円以上”では４割以上。時系列でみると、平成 21 年から平成 22 年は｢証券会社や銀行

等の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣が減少したが、それ以降では変化はみられない。 

● 株式の１銘柄あたりの投資額は｢10～50 万円未満｣(26.7％)が最も高く、｢50～100 万円未

満｣、｢100～200 万円未満｣がいずれも 21.0％で、“100 万円未満”が 60.3％を占める。 

● 平成 23 年中の売買損益をみると、｢(平成 23 年中は)株式を売却しなかった｣の割合が

55.1％と５割超で、売買があった中では、売買損があった層(合計 25.9％)が売買益があ

った層(合計 6.9％)を上回った。なお、インターネット取引を利用している個人投資家は、

｢(平成 23年中は)株式を売却しなかった｣の割合が 41.7％と、全体に比べ低く、売買損が

あった層は、合計 32.0％、売買益があった層は、合計 14.8％であった。 

● 平成 23 年中に受け取った株式の配当金は｢１～５万円未満｣が 32.3％で最も高く、“５万

円未満”が約６割(59.0％)を占めている。 

● 株式配当金の主な受領方法は、｢銀行口座への振込みで受領｣が 38.8％、 ｢金融機関(ゆう

ちょ銀行を含む)の窓口で現金で受領｣が 37.7％と４割に近く、｢証券会社の口座への振込

みで受領｣は約２割(18.0％)程度。 

○株式の時価総額-株式保有者 

 

 

 

 

 

 

 

○現在保有株式の種類-株式保有者（複数回答） 

   n

全　体 771

(平成23年) 703

(平成22年) 703

(平成21年) 809

6.2

5.4

5.7

4.6

15.8

17.2

16.1

12.0

11.8

13.8

16.5

11.9

31.3

30.2

30.0

29.9

13.4

12.1

11.7

14.0

10.8

11.1

9.2

14.0

8.7

7.5

7.8

１０万円未満

１０～５０

万円未満

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

10.4

１０００～３０００

万円未満

1.6

0.9

1.1

1.6

３０００～５０００

万円未満

1.1

0.8

1.1

1.4

５０００

万円以上

0.4

0.4

0.3

0.4

無回答

   n 国内上場国内株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株 従業員持株

全　体 771
91.8 2.5 5.8  3.0  10.4
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○株式の投資方針-株式保有者 

   【全 体】        (n=771)                  【株式ネット取引利用者】  (n=266) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○株式の平均的な保有期間-株式保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

値上がり益重視であり、

短期間に売却する

7.0%

配当を重視

14.0%

特に決めていない

30.5%

その他

2.5%

無回答

0.1%

概ね長期保有だが、

ある程度値上がり益が

あれば売却する

45.9%

   n

全　体 771 2.7 4.9 14.4 17.9 8.4 11.2 37.5

１日

0.3

～１か月

0.5 1.4

～３か月 ～６か月 ～１年 ～３年 ～５年 ～７年 ～１０年 １０年以上 無回答

0.8

1年超 89.4%

   n

株式ネット

取引あり

266 5.6 9.8 20.7 22.9 9.0 11.3 15.0

0.8

１日

1.1

～１か月

3.8

～３か月 ～６か月 ～１年 ～３年 ～５年 ～７年 ～１０年 １０年以上

0.0

無回答

1年超 78.9%

   n

(平成23年) 703

(平成22年) 703

(平成21年) 809

4.0

5.0

3.2

7.1

9.5

5.8

18.3

16.8

21.9

20.8

16.9

18.9

6.7

7.0

7.5

8.8

9.5

8.9

32.3

30.4

30.3

１日

0.2

0.3

0.0

～１か月

1.7

2.1

0.6

2.1

1.3

～３か月

1.2

～６か月 ～１年 ～３年 ～５年 ～７年 ～１０年 １０年以上 無回答

0.2

0.3

0.1

23年　1年超計 86.9%

22年　1年超計 80.6%

21年　1年超計 87.5%

無回答

0.0%

その他

1.9%

特に決めていない

20.3%

値上がり益重視であり、

短期間に売却する

13.2%

配当を重視

10.2%

概ね長期保有だが、

ある程度値上がり益が

あれば売却する

54.5%
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○株式の売買注文方法(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現在保有株式の１銘柄当たりの投資額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 証券会社や銀行等の店頭で

証券会社の

インターネット取引で

証券会社や銀行等の

コールセンターで

その他 無回答

全　体 771

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

年

代

別

45.6

52.5

67.2

67.9

64.3

54.5

 0.0

 0.0

 0.6

 2.5

 1.6

 3.6

22.0

21.4

47.7

33.9

33.6

18.9

14.3

34.5 6.7

1.2

7.3

7.2

3.3

10.7

8.6

14.8

10.7

22.8

16.7

6.6

15.6

16.7

 1.4

   n 証券会社や銀行等の店頭で

証券会社の

インターネット取引で

証券会社や銀行等の

コールセンターで

その他 無回答

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

個

人

年

収

54.1

55.4

29.8

32.2

30.2

34.4

41.3

43.3

 1.8

 2.2

 0.0

 1.1

47.7 34.5

5.4

6.7

8.7

5.4

8.9

12.7

9.7

22.1

14.8

22.2

 1.4

   n

全　体 771 12.6 26.7 21.0 21.0 8.3 5.8 4.4

１０万円未満

１０～５０

万円未満

５０～１００

万円未満

１００～２００

万円未満

２００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００万円以上

0.1

無回答

   n

証券会社や

銀行等の店頭で

証券会社の

インターネット取引で

証券会社や銀行等の

コールセンターで

その他 無回答

(平成23年) 703

(平成22年) 703

(平成21年) 809 56.1 34.0

 0.6

 0.5

47.5

47.5

35.7

35.3     9.7

    8.8

    8.0

13.8

      11.0

     15.2

 0.4
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○平成 23年中の株式の売買損益-株式保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 23年中の株式の受取配当金-株式保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「配当金を受領していない」は、平成 22 年より追加 

○株式配当金の主な受領方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

4.9

11.3

1.6

10.4

11.7

9.7

10.8

13.5

9.3

7.0

10.2

5.3

5.3

4.5

5.7

55.1

41.7

62.2

0.2

0.0

0.1

５００万円以上

の売買益

0.0

0.4

0.1

３００～５００

万円未満の

売買益

0.4

0.5

0.8

１００～３００

万円未満の

売買益

0.8

2.3

1.3

５０～１００万円

未満の売買益

５０万円未満

の売買益

ほぼ損益は

ゼロ

５０万円未満

の売買損

５０～１００万円

未満の売買損

１００～３００

万円未満の

売買損

1.6

1.9

1.4

３００～５００

万円未満の

売買損

1.2

1.9

0.8

５００万円

以上の売買損

株式を売買

しなかった

2.6

0.0

1.7

無回答

   n

(平成23年) 703

(平成22年) 703

(平成21年) 809

7.1

9.0

6.3

10.7

11.1

9.0

9.0

9.4

9.3

4.8

4.4

6.2

5.3

5.1

5.9

56.0

52.6

52.9

５００万円以上

の売買益

0.3

0.0

0.4

３００～５００

万円未満の

売買益

0.4

0.4

0.1

１００～３００

万円未満の

売買益

1.0

1.1

1.1

５０～１００万円

未満の売買益

1.4

2.4

1.4

５０万円未満

の売買益

ほぼ損益は

ゼロ

５０万円未満

の売買損

５０～１００万円

未満の売買損

１００～３００

万円未満の

売買損

３００～５００

万円未満の

売買損

3.1

1.1

1.7

５００万円

以上の売買損

2.8

1.7

1.3

株式を売買

しなかった

無回答

0.9

1.7

1.5

   n

(平成23年) 703

(平成22年) 703

(平成21年) 809

31.3

29.2

33.9

27.6

30.7

29.5

14.4

11.1

14.8

8.7

7.4

8.7

5.7

4.6

6.6

１万円未満

１～５万円

未満

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

2.8

５０～１００万円

未満

1.1

2.1

１００万円以上

1.6

1.0

0.9

12.5

8.5

配当金を

受領していない

2.8

1.4

1.1

無回答

   n

全　体 771

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

26.7

27.1

26.5

32.3

33.5

31.7

10.2

11.7

9.5

11.4

11.7

11.3

7.5

6.8

7.9 9.1

１万円未満

１～５万円

未満

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

1.8

５０～１００万円

未満

2.2

3.0

１００万円以上

0.9

1.1

0.8

4.9

7.7

配当金を

受領していない

1.4

0.4

1.0

無回答

   n

(平成23年) 703

(平成22年) 703

43.8

40.1

37.6

41.3

13.9

10.5

3.7

6.3

金融機関の窓口で

現金で受領

銀行口座への

振込みで受領

証券会社の口座への

振込みで受領

国内発行株式は保有していない

／配当金を受領していない

1.8

1.0

無回答

   n

全　体 771

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

37.7

46.2

33.3

38.8

27.4

44.8

18.0

24.1

14.9

4.5

5.9

金融機関の窓口で

現金で受領

銀行口座への

振込みで受領

証券会社の口座への

振込みで受領

1.9

国内発行株式は保有していない

／配当金を受領していない

1.2

0.4

0.9

無回答
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（４） 投資信託・公社債について 

● 個人投資家が現在保有している投資信託の種類は、｢株式投資信託｣が 55.8％と最も高く、

続いて｢公社債投資信託｣が 42.4％、｢外国(で作られた)投資信託｣が 37.5％となっている。

時系列でみると、｢株式投資信託｣、｢公社債投資信託｣は、平成 23 年までは低下傾向、｢不

動産投資信託(ＲＥＩＴ)｣は増加傾向にあったが、平成24年は平成23年と同程度であった。 

● 購入金額は、種類に関わらず、｢100～300 万円未満｣が３割前後を占め、最も高い。 

● 投資信託の購入場所は、｢銀行の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(45.1％)、｢証券

会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(41.4％)が約４割を占めている。インター

ネットでの注文は、｢証券会社のインターネット取引口座｣が 12.3％、｢銀行のインターネッ

ト取引口座｣が 5.8％であり、株式売買におけるインターネット注文(34.5％)と比較して低

い割合となっている。｢店頭｣での購入は銀行が証券会社を上回っているが、その差はわず

かである。時系列でみると、｢証券会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣は平成

21 年より減少している。 

● 投資信託購入時の重視点では、｢安定性やリスクの低さ｣(61.9％)、｢成長性や収益性の高さ｣

(41.8％)、｢分配金の頻度や実績｣(37.1％)が上位となっている。 

● 平成 23 年中の投資信託の受取分配金については、｢分配金を受領していない｣は 16.6％で、 

“10 万円未満”が 38.8％を占めている。なお、インターネット取引を利用している個人投

資家は、｢1 万円未満｣が 22.0％で高い。 

● 個人投資家が現在、保有している公社債の種類は、｢個人向け国債(変動 10年)｣が 50.3％と

最も高く、続いて｢個人向け国債(固定５年)｣が 49.7％となっている。また、購入金額は、

どの種類においても、｢100～300 万円未満｣が最も高い。 

○投資信託保有種類-投資信託保有者(複数回答) 

 

 

 

 

 

○投資信託購入金額-各投資信託保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○投資信託の購入場所-投資信託保有者(複数回答)  

 

 

 

   n 株式投資信託 公社債投資信託 外国投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

全　体 536

(平成23年) 474

(平成22年) 515

(平成21年) 613
63.1

59.8

53.2

55.8

48.3

45.8

42.4

42.4

 39.7

 37.1

 36.1

 37.5

13.2

16.9

18.8

17.9

7.6

6.0

8.2

6.0

   n

227

299

32

96

201　　外国投資信託

　　株式投資信託

　　ＥＴＦ

　　ＲＥＩＴ

11.9

11.4

28.1

15.6

11.9

24.2

22.4

25.0

24.0

19.9

27.3

27.4

28.1

29.2

31.8

12.3

15.7

15.6

16.7

13.4

14.5

14.0

3.1

8.3

14.4

7.5

7.4

7.0

５０万円未満

５０～１００万円

未満

１００～３００万円

未満

３００～５００万円

未満

５００～１０００万円

未満

3.1

0.0

１０００万円以上

1.5

3.1

0.0

1.7

2.2

無回答

公社債投資信託

536　　総合計
9.3 14.6 24.3 14.2 17.5 14.6 5.6

   n 銀行の店頭 証券会社の店頭

証券会社の

インターネット

取引口座

銀行のインター

ネット取引口座

ゆうちょ銀行の

店頭

確定拠出年金制

度で

その他 無回答

全　体 536

(平成23年) 474

(平成22年) 515

(平成21年) 613

  4.1

 0.4

 0.4

 0.2

43.3

45.1

41.9

42.8

49.8

43.9

41.4

44.1

     12.3

     11.8

     12.7

    14.4

    5.1

   5.8

   4.1

  3.5

  8.0

  8.7

  5.6

  5.2

 3.9

 3.0

 3.4

  2.6

 4.9

  4.2

  3.2

 0.2
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○投資信託購入時の重視点(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 23年中の投資信託の受取分配金-投資信託保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「分配金を受領していない」は、平成 22 年より追加 

○公社債保有種類-公社債保有者(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

○公社債総額-各公社債保有者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

169

167

31

47

40

30

6

社債

外貨建て債券

その他債券

個人向け国債・

　　  変動１０年

個人向け国債・

　　  　固定５年

その他国債

地方債

10.7

9.0

19.4

12.5

33.3

13.6

16.8

9.7

12.8

15.0

20.0

32.0

34.7

29.0

42.6

32.5

30.0

33.3

13.6

13.8

6.5

17.0

20.0

16.7

16.6

10.8

10.0

13.3

9.5

10.8

25.8

16.7
0.0

10.6

５０万円未満

0.0

５０～１００万円

未満

１００～３００万円

未満

0.0

３００～５００万円

未満

0.0

9.7

12.8

５００～１０００万円

未満

0.0

2.1

2.5

１０００万円以上

2.1

7.5

3.3

0.0

4.2

33.3

4.1

無回答

   n

安定性やリス

クの低さ

成長性や収

益性の高さ

分配金の頻

度や実績

商品のわかり

やすさ

評価会社に

よる評価

手数料の安さ

信託報酬の

安さ

環境貢献と

いった社会的

責任の配慮

特にない、

わからない

その他 無回答

全　体 536

(平成23年) 474

(平成22年) 515

(平成21年) 613
56.0

  8.2

  7.6

  6.2

 1.9

 1.0

 3.6

61.6

57.8

61.9

43.9

43.1

43.5

41.8

38.3

43.2

39.6

37.1

  11.0

 13.6

 13.7

 14.0   10.3

 10.3

 12.4

  8.8

  9.9

 11.6

  11.8

 9.9

 3.9

  4.1

 6.4

 6.1  1.7

 2.7

 3.9

 2.1   7.1  1.5

 1.3

 1.4

 1.1

 1.3

   n

全　体 536

投信ネット

取引あり

91

投信ネット

取引なし・不明

445

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

14.7

22.0

13.3

15.7

17.6

15.3

8.4

9.9

8.1

13.2

14.3

13.0

14.6

9.9

15.5

9.3

9.4

１万円未満

１～５万円

未満

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

8.8

５０～１００万円

未満

7.2

6.7

4.4

１００万円以上

12.1

16.6

17.5

分配金を

受領していない

0.7

1.1

0.7

無回答

   n

(平成23年) 474

(平成22年) 515

(平成21年) 613

14.1

16.5

30.2

16.0

16.5

19.9

11.6

13.2

17.9

12.9

14.4

9.8

13.3

12.6

11.7

6.3

6.0

１万円未満

１～５万円

未満

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

5.8

５０～１００万円

未満

2.9

7.2

2.3

１００万円以上

17.9

17.3

分配金を

受領していない

1.5

0.8

1.3

無回答

   n

個人向け国債・

変動１０年

個人向け国債・

固定５年

その他国債 地方債 社債 外貨建て債券 その他債券

全　体 336

(平成23年) 311

(平成22年) 334

(平成21年) 398 55.0

50.3

47.3

52.7

44.7

49.7

42.1

46.4  8.1

 8.0

 9.2

 8.5  10.1

 11.6

 12.9

 14.0  11.9

 17.1

 14.1

 11.1

 8.9

 13.6

 14.5

 12.9

  5.3

  1.8

  5.5

  4.2

336総合計 8.3 11.3 30.4 13.4 15.8 14.0 6.8
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２． 上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する 10％の優遇措置に対する考え方 

● 10％の優遇措置が来年末(平成 25 年 12 月末)に期限切れになることを、｢知っている｣人

は約３割(32.0％)。インターネット取引がある層は取引がない層に比べ認知率が高い。

(前者 49.3％、後者 26.6％)  

● 平成 25 年 12 月末に上場株式・公募株式投資信託の売買益に対する税率 10％の優遇措置

が終了した場合の投資方針への影響については、｢(平成 26 年以降、)上場株式や公募株

式投資信託への新たな投資は慎重になる(と思う)｣が 31.6％、｢(平成 24 年以降、)上場株

式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減らす(と思う)｣が 20.7％、｢(平成 25 年末

までに、)保有している上場株式や公募株式投資信託を売却する(と思う)｣が 11.5％であ

った。一方で、｢特に影響はないと思う｣は 22.7％、｢わからない｣は 30.1％となっており、

４割超(45.8％)の個人投資家が 10％の優遇措置の終了によるマイナスの影響を受けると

いう結果となった。時系列でみると、平成 22 年よりも｢特に影響はないと思う｣が 5.3 ポ

イント増加したものの、“投資方針にマイナスの影響があると思う”が大きく上回る状

況は続いている。 

● 平成 25 年 12 月末に上場株式・公募株式投資信託の配当金・分配金に対する税率 10％の

優遇措置が終了した場合の投資方針への影響については、｢上場株式や公募株式投資信託

への新たな投資は慎重になる(と思う)｣が 29.7％、｢上場株式や公募株式投資信託への投

資をやめる又は減らす(と思う)｣が 22.5％、｢売買益を(一層)重視し、長期的に保有(する

こと)よりも短期売買を優先するようになる(と思う)｣が 8.7％となった。一方で、｢特に

影響はないと思う｣は 23.0％、｢わからない｣は 29.1％となっており、４割超(46.7％)の

個人投資家が 10％の優遇措置の終了によるマイナスの影響を受けるという結果となっ

た。 

● 10％の優遇措置の継続要望についての意見は、｢(売買益、配当金・分配金ともに)10％の

優遇措置は継続すべき(である)｣(42.0％)が圧倒的に高く、それに加え｢何らかの優遇措

置は必要である｣(15.4％)、｢配当金・分配金の優遇措置は継続すべき(である)｣(7.5％)、

｢売買益に対する優遇措置は継続すべき(である)｣(3.2％)を足し上げた、“いずれかに対

して優遇措置が必要”との回答は約７割(68.1％)にも及ぶ。 

 

○10％の優遇措置が来年末に期限切れになることの認知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

32.0

49.3

26.6

67.0

49.7

72.4

知っている 知らない 無回答

1.0

1.0

1.0

   n

（平成22年） 992
30.5 67.3

知っている 知らない 無回答

2.1
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○売買益に対する税率 10％の優遇措置が終了した場合の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○配当・分配金に対する税率 10％の優遇措置が終了した場合の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○10％の優遇措置を継続すべきとの意見について 

 

 

 

 

《平成24年》 《平成22年》

(n=1050) (n=992)

“投資方針に

マイナスの影響が

あると思う”

46.7%

無回答

1.2%

特に影響は

ないと思う

23.0%

わからない

29.1%

わからない

27.6%

特に影響は

ないと思う

19.9%

無回答

2.9%

“投資方針に

マイナスの影響が

あると思う”

49.6%

《平成24年》 《平成22年》

(n=1050) (n=992)

わからない

31.1%

特に影響は

ないと思う

17.4%

無回答

2.8%

“投資方針に

マイナスの影響が

あると思う”

48.7%

“投資方針に

マイナスの影響が

あると思う”

45.8%

無回答

1.4%

特に影響は

ないと思う

22.7%

わからない

30.1%

※”投資方針にマイナスの影響があると思う”は、点線内のいずれかを回答した人の合計値 

※”投資方針にマイナスの影響があると思う”は、点線内のいずれかを回答した人の合計値 

   n

全　体 1,050

（平成22年） 992

42.0

40.4

6.8

5.4

3.2

2.9

7.5

6.8

15.4

14.6

7.0

6.4

17.0

20.6

１０％の優遇措置

は継続すべき

預貯金の利子と同様

に２０％とすべき

売買益に対する優遇

措置は継続すべき

配当・分配金の優遇

措置は継続すべき

何らかの優遇措置

は必要である

どちらでもよい わからない

1.1

2.9

無回答

   n

上場株式や公募株式

投資信託への新たな

投資は慎重になる

上場株式や公募株式

投資信託への投資を

やめる又は減らす

保有している上場

株式や公募株式

投資信託を売却する

全　体 1,050
31.6 20.7 11.5

   n

上場株式や公募株式

投資信託への新たな

投資は慎重になる

上場株式や公募株式

投資信託への投資を

やめる又は減らす

売買益を重視し

長期保有より

短期売買を優先する

全　体 1,050
29.7 22.5

 8.7
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３． 少額投資非課税制度(日本版ＩＳＡ)に対する考え方 

● 平成 26 年に導入されることとなっている少額投資非課税制度(日本版ＩＳＡ)の認知は、

｢内容まで知っている｣と回答した内容認知率は僅か 1.2％にとどまる。｢内容まで知って

いる｣と｢内容は知らないが、(言葉は)聞いたことがある｣を足し上げた名称認知率は

16.7％で、｢知らない｣は 83.1％を占める。 

● 利用意向は、｢利用したい｣(22.2％)、｢まあ利用したい｣(19.4％)を合わせた約４割

(41.6％)に利用意向があり、｢あまり利用したくない｣と｢利用したくない｣を合わせた

16.3％を上回った。時系列でみると、利用意向が非利用意向を上回る状況が続いている。 

● ｢日本版ＩＳＡ｣の利用目的としては、｢老後の資金づくり｣(56.1％)、｢生活費の足し｣

(48.3％)が高い。最も重視する利用目的も｢老後の資金づくり｣(39.1％)、｢生活費の足し｣

(23.1％)が大きな利用目的となっている。 

● 今後の拡充については、内容認知率が低いこともあり、｢わからない｣が 38.7％を占める

が、次いで｢投資上限額(現行では、１年 100 万円)の拡大｣(20.1％)が最も高く、｢非課税

となる金融商品の拡大(公社債や公社債投資信託など)｣(13.8％)、｢ＩＳＡ口座の開設可

能期間(現行では、平成 26 年～28 年の３年間)の延長(又は恒久化)｣(12.2％)、｢１口座あ

たりの非課税となる期限(現行では、10年間)の延長｣(11.7％)の順となった。利用意向別

にみると、利用意向者(｢利用したい｣または｢まあ利用したい｣と回答した人)では、｢投資

上限額(現行では、１年 100 万円)の拡大｣(32.0％)が最も高いのは全体と同じだが、｢Ｉ

ＳＡ口座の開設可能期間(現行では、平成 26 年～28 年の３年間)の延長(又は恒久化)｣が

20.8％と次いで高く、｢わからない｣は 11.9％と大幅に低い結果となった。 

● 日本版ＩＳＡの対象となる金融商品の平成 23 年中の累計購入額については、全体の７割

超(77.5％)が｢平成 23 年中は、(対象となる金融商品を)新規で購入していない｣であり、

約１割（11.5%）が“100 万円未満”である。 

 

○日本版ＩＳＡの認知 

 

 

 

○日本版ＩＳＡの利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本版ＩＳＡの利用目的-利用意向者(複数回答) 

 

 

 

 

・日本版ＩＳＡの最も重視する利用目的-利用意向者 

 

 

 

   n 老後の資金づくり 生活費の足し

耐久消費財などの

購入資金づくり

子供の教育資金

づくり

住宅購入の

資金づくり

特に目的は

考えていない

その他 無回答

全　体 437 1.156.1 48.3  22.2  11.2   3.0  15.3  5.0

   n

437 39.1 5.0 5.0 23.1 17.4 5.0

老後の資金づくり

住宅購入の

ための資金づくり

1.4

子供の

教育資金づくり

耐久消費財などの

購入資金づくり

生活費の足し

特に目的は

考えていない

その他

3.9

無回答

全　体

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

22.2

18.5

20.7

20.6

22.8

21.0

7.8

10.9

11.0

9.5

8.5

7.8

6.6

5.6

41.8

32.8

28.8

31.1

10.2

12.2

利用したい

19.1

19.4

まあ利用したい あまり利用したくない 利用したくない わからない

0.3

11.0

無回答

   n

全　体 1,050 15.5

1.2

内容まで知っている

内容は知らないが、

聞いたことがある

83.1

知らない

0.1

無回答
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○日本版ＩＳＡの今後の拡充について 

 

 

 

 

 

 

※｢非課税となる金融商品の拡大｣は平成 24 年から追加した選択肢。単数回答設問につき、他の選択肢の比率に影響するため、時

系列比較は参考にとどめられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○日本版ＩＳＡ対象金融商品の平成 23年新規累計購入額 

 

  

   n

全　体 1,050 4.0 5.777.5

平成２３年は

新規購入してない

５０万円未満

7.5

５０～１００万円

未満

１００～３００万円

未満

1.5

３００～５００万円

未満

1.7

５００万円以上 無回答

2.0

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992
2.5

20.1

25.3

27.9

12.2

10.2 2.9

1.1

1.2

口座開設の

年齢制限の撤廃

１口座あたりの非課税

となる期限の延長

11.7

15.2

16.7

投資上限額の

拡大

14.2

ＩＳＡ口座の開設

可能期間の延長

13.8

非課税となる

金融商品の拡大

1.4

1.6

1.0

その他

35.8

わからない

38.7

43.6

1.8

0.9

無回答

   n

全　　体 1,050

まあ＋

利用したい

437

あまり+

利用したくない

171

日

本

版

Ｉ

Ｓ

Ａ

利

用

意

向

20.1

32.0

11.1

12.2

20.8

12.3

1.8

1.1

1.2

口座開設の

年齢制限の撤廃

１口座あたりの非課税

となる期限の延長

11.7

16.9

7.6

投資上限額の

拡大

5.3

ＩＳＡ口座の開設

可能期間の延長

16.5

13.8

非課税となる

金融商品の拡大

1.4

0.5

3.5

その他

56.7

わからない

38.7

11.9 0.2

1.8

0.9

無回答
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４． 金融所得課税の一体化に対する考え方 

● 平成22年から特定口座内で損益通算できる範囲に上場株式等の配当金等を加えることが

できるようになったことについての認知状況は、｢知っている｣は 22.8％に過ぎず、｢知ら

ない｣が 76.7％と多数を占める。時系列でみると、平成 21年から平成 22年は認知が 4.9

ポイント増加したが、平成 22年以降はほぼ横ばいとなっている。 

● 対象範囲拡大の認知者のうち、｢配当金等は証券会社を通じて受領すること｣という条件

を知っていたのは７割超(76.2％)となった。 

● 金融商品の損益通算の対象範囲拡大に対しては、｢(損益通算の)拡大は必要(だと思う)｣

とする拡大意向者は 34.2％と、｢(損益通算の)拡大は必要ない(と思う)｣の 10.6％を上回

るものの、｢わからない｣(50.6％)が高い割合となった。時系列でみると、｢(損益通算の)

拡大は必要(だと思う)｣が｢(損益通算の)拡大は必要ない(と思う)｣の比率を上回る状況

が続いている。 

● 拡大意向者に損益通算が必要と感じている金融商品をたずねたところ、｢公社債の利子や

取引から生じる損益｣(60.2％)と｢公社債投資信託の分配金や取引から生じる損益｣

(55.4％)が高く、｢預貯金の利子｣(32.3％)、｢(先物・オプション取引など)デリバティブ

取引の損益｣(17.3％)が続いている。 

● 上記と同様に、拡大意向者に、幅広く損益通算をするために確定申告が必要となった場

合に確定申告を行うかどうかをたずねたところ、｢確定申告を行う｣が 39.6％、｢通算でき

る金額が大きければ(確定申告を)行う｣と｢(例えば証券会社が発行する書類を利用でき

るなど)事務負担が小さければ(確定申告を)行う｣を足し上げた、“条件付で行う”が

47.1％となっている。 

● 損失の繰越控除期間については、｢現状の３年でよい｣は 28.0％であるのに対し、｢５年程

度に延長すべき(である)｣、｢１０年程度に延長すべき(である)｣、｢無期限とすべき(であ

る)｣を合わせると 34.7％の個人投資家が繰越控除期間の延長を希望している。時系列で

みても、延長希望意向が｢現状の３年でよい｣を上回る状況が続いている。 

 

○損益通算の対象範囲拡大に対する認知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・損益通算を行うための条件の認知－損益通算拡大認知者 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

22.8

25.0

24.3

19.4

76.7

71.3

72.7

80.2

知っている 知らない 無回答

0.6

3.7

3.0

0.5

   n

239 76.2 22.6

知っている 知らない

1.3

無回答

全　体
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○損益通算の対象範囲拡大に対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

・損益通算が必要と感じる金融商品－損益通算拡大希望者(複数回答) 

 

 

 

 

・損益通算時に確定申告が必要な場合の対応-損益通算拡大希望者 

 

 

 

 

 

 

○損失の繰越控除期間の延長希望 

 

 

 

 

※平成 24 年より｢７年程度に延長すべき｣の選択肢を削除し、｢10 年程度に延長すべき｣を追加している 

 

 

 

   n

全　体 359
39.6 22.0 25.1

確定申告を行う

通算できる金額が

大きければ行う

事務負担が

小さければ行う

6.1

確定申告は行わない

5.8

わからない

1.4

無回答

   n

全　体 1,050 28.0 16.7 6.7 11.3 34.9

現状の３年でよい ５年程度に延長すべき １０年程度に延長すべき 無期限とすべき わからない

2.5

無回答

   n

公社債の利子や取引

からの損益

公社債投信の分配金や

取引からの損益

預貯金の利子

デリバティブ取引の

損益

その他 わからない 無回答

全　体 359 60.2 55.4 32.3  17.3  2.2  6.7 1.7

   n

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

24.9

24.1

23.7

15.2

17.1

19.5

10.0

11.4

11.1

12.1

12.7

10.6

35.5

32.2

32.1

現状の３年でよい ５年程度に延長すべき ７年程度に延長すべき 無期限とすべき わからない

2.5

2.3

3.1

無回答

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

34.2

29.1

33.7

27.9

10.6

9.4

13.8

16.1

50.6

55.8

47.1

51.7

4.7

5.7

5.4

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

4.3

無回答

条件付きで行う 47.1% 

延長希望意向 34.7% 
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５． マイナンバー（社会保障・税番号制度）に対する考え方 

● マイナンバー（社会保障・税番号制度）の導入については、｢導入すべき(である)｣が 47.8％

と、｢導入すべきではない｣の 17.0％を上回った。また、インターネット取引を利用して

いる個人投資家は、利用していない投資家に比べ、｢導入すべき(である)｣の割合が高い。

時系列でみると、｢導入すべき(である)｣が年々増加している。主な収入源別にみると、｢導

入すべき(である)｣は特に収入のない層や給与所得の層、恩給・年金の層で高く、事業所

得の層では｢導入すべきではない｣が 34.1％と高い。 

● ｢導入すべき(である)｣と回答した者にその理由をたずねたところ、｢課税の公平性が保た

れる｣(80.7％)が８割に達し、｢行政等の手続きの簡素化が期待できる(例えば、確定申告

の簡素化、本人確認が容易になるなど)｣(59.8％)、｢給付の公平性が保たれる(例えば、

低所得者を対象とした給付付き税額控除の導入など)｣(42.6％)、｢きめ細やかな行政サー

ビスが期待できる(例えば、各種申請の通知など)｣(32.3％)、｢新しい税制等の恩恵が期

待できる(例えば、金融商品間の損益通算ができるなど)｣(20.7％)が続く。 

● ｢導入すべきではない｣と回答した者にその理由をたずねたところ、｢個人情報の漏洩に不

安がある｣(60.9％)、｢個人情報が国に管理されることに抵抗がある｣(60.3％)がいずれも

約６割で、｢(行政や金融機関の)導入コストがかかりすぎる｣(26.8％)、｢あまりメリット

を感じない｣(26.3％)が続く。 

○マイナンバーの導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マイナンバーを導入すべき理由-マイナンバー導入意向者(複数回答) 

 

 

 

・マイナンバーを導入すべきでない理由-マイナンバー非導入意向者(複数回答) 

   n

全　体 1,050

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

給与所得 473

事業所得 44

利子・配当 38

恩給・年金 358

特に収入なし 76

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

収

入

源

47.8

58.1

45.1

49.3

40.9

42.1

47.8

55.3

17.0

15.1

19.0

15.6

34.1

15.8

18.4

11.8

34.7

26.5

35.4

35.1

25.0

42.1

32.7

32.9

導入すべき 導入すべきではない わからない

0.0

1.1

0.6

0.3

0.5

0.0

0.0

0.0

無回答

   n

個人情報の漏洩に

不安がある

国の個人情報管理に

抵抗あり

コスト面で効率が

悪い

あまりメリットを

感じない

何となく その他 無回答

全　体 179 60.9 60.3 26.8 26.3  0.0  1.7  12.8

   n

課税の公平性が

保たれる

行政等の手続きの

簡素化が期待できる

給付の公平性が

保たれる

きめ細やかな

行政サービスが

期待できる

新しい税制等の恩恵が

期待できる

その他

全　体 502  1.080.7 59.8 42.6 32.3  20.7

   n

（平成23年） 967

（平成22年） 992

（平成21年） 1,095

46.6

41.8

36.6

13.4

18.1

19.5

37.4

37.6

42.5

導入すべき 導入すべきではない わからない

1.5

2.4

2.5

無回答
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６． 特定口座制度に対する考え方 

● 特定口座を｢開設している｣のは、54.2％であり、これに｢開設していないが、知っている｣

及び｢見聞きしたことはある｣を含めた“認知率”は約７割(71.5％)。インターネット取

引を利用している個人投資家でみると、｢開設している｣のは、80.2％と高く、“認知率”

も９割(92.7％)に達する。 

● 特定口座の対象となる損益通算対象の拡大については、｢(特定口座の対象となる取引や

所得の)拡大は必要(だと思う)｣(37.4％)が｢(特定口座の対象となる取引や所得の)拡大

は必要ない(と思う)｣(9.5％)を上回る。約５割(52.5％)は｢わからない｣。特定口座開設

者でみると、｢拡大は必要｣の割合は 53.6％と全体に比べ高い。 

● 時系列でみると、｢(特定口座の対象となる取引や所得の)拡大は必要ない(と思う)｣が平

成 21年から 23年にかけて減少傾向にあったが、本年は平成 22年と近い水準となった。

しかしながら、｢拡大は必要｣が｢拡大は必要ない｣を大きく上回る状況は変わらない。 

○特定口座制度の開設・認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特定口座の対象範囲拡大意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

51.0

51.3

55.3

8.1

9.8

9.7

8.1

11.5

11.4

32.0

26.2

23.1

開設している

開設していないが

知っている

見聞きしたことはある 知らない 無回答

0.5

1.2

0.9

   n

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

36.0

39.2

39.6

5.7

9.7

13.3

56.5

49.6

45.6

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

1.5

1.5

1.9

無回答

   n

全　体 1,050

開設している 569

開設していな

いが既知

100

見聞きしたこと

はある

82

知らない 294

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

特

定

口

座

制

度

認

知

別

37.4

53.6

36.0

22.0

11.2

54.7

32.4

9.5

11.1

13.0

9.7

9.7

52.5

35.1

51.0

68.3

82.7

35.6

57.0

拡大は必要

5.1

9.8

拡大は必要ない わからない

0.9

0.6

0.2

1.0

0.0

0.0

0.0

無回答

   n

全　体 1,050

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

54.2

80.2

48.7

9.5

8.1

9.7

7.8

4.4

8.8

28.0

7.4

32.2

開設している

開設していないが

知っている

見聞きしたことはある 知らない

0.0

0.5

0.6

無回答
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７． 相続税や贈与税の軽減・教育資金確保のための優遇制度に対する考え方 

● 若年層へ資産移転を行い、幅広い年齢層の投資を促進させるため相続税や贈与税を軽減

するべきとの意見については、｢よいと思う｣(40.9％)、｢まあよいと思う｣(21.5％)を合

計した肯定的な意見は 62.4％で、｢あまりよいとはいえない｣と｢よいとはいえない｣とい

った否定的な意見の合計(10.6％)を大きく上回っている。時系列でみても、肯定的な意

見が否定的な意見を上回る状況が続いている。 

● 相続税や贈与税を軽減する場合の優遇内容としては、｢贈与税の非課税枠の拡充｣

(52.4％)、｢相続時精算課税制度の拡充｣(34.7％)が高い。 

● 教育資金の確保を促す税制優遇について、｢よいと思う｣は 48.9％、｢まあよいと思う｣

(25.0％)を含めた“よいと思う”計は７割超(73.9％)。 

 

○相続税や贈与税の軽減について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・相続税や贈与税の軽減の優遇内容-賛成意向者 

 

 

 

 

 

 

○教育資金確保のための税制優遇制度について 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

(平成23年) 967

(平成22年) 992

(平成21年) 1,095

40.9

28.7

36.0

34.2

21.5

19.4

19.2

18.8

18.2

17.4

17.0

16.3

5.6

7.3

5.9

5.6

5.0

5.3

8.1

9.2

7.1

7.1

12.6

10.8

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

あまりよいとは

いえない

4.0

5.8

よいとはいえない わからない

0.7

12.2

無回答

   n

全　体 655
52.4 34.7 5.8 6.1

贈与税の

非課税枠の拡充

相続時

精算課税制度の拡充

相続・贈与における上場

株式等の評価方法の見直し

投資額の所得控除

1.1

無回答

   n

全　体 1,050
48.9 25.0 11.0 5.0 3.2 6.5

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

あまりよいとは

いえない

よいとはいえない わからない

0.6

無回答
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８． 金融所得の課税方法に対する考え方 

● 上場株式や公募株式投資信託の売買益や配当金・分配金のほか、預貯金や債券の利子に

対し、今後は総合課税を目指すべきという意見については、｢現行の分離課税のほうがよ

い｣が 31.0％で、｢どちらかというと現行の分離課税のほうがよい｣(23.2％)を加えた“分

離課税がよい”計では 54.2％を占め、｢総合課税の方がよい｣(8.7％)、｢どちらかという

と総合課税の方がよい｣(5.9％)を足した“総合課税がよい”計の 14.6％を大きく上回る。 

● 現行の分離課税のほうがよいと思う理由としては、｢源泉徴収されるため｣(62.2％)が最

も高く、｢(金融商品から生じる)損益を管理しやすいため｣(18.1％)、｢金融所得が社会保

険料等に影響しないため｣(9.8％) 、｢税率が分離課税のほうが低いため｣(7.9％)が続く。 

● 総合課税のほうがよいと思う理由としては、｢所得が大きければ高い税率(の適用)は当然

(であるため)｣(51.0％)が約５割で、｢損失を(他の)所得と合算すればメリットがある(た

め)｣が 23.5％を占める。 

 

○預貯金や債券の利子に対する課税方法 

 

 

 

 

 

 

・現行の分離課税がよいと思う理由-現行の分離課税賛成者 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総合課税の方がよいと思う理由-総合課税賛成者 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 569

現行の分離課

税の方がよい

325

どちらかいうと

分離課税の方

がよい

244

課

税

意

識

別

62.2

66.2

57.0

18.1

15.1

22.1

9.8

9.2

10.7

7.9

7.1

9.0

源泉徴収されるため

（確定申告不要）

金融商品派生の

損益を管理しやすい

金融所得が社会保険料

等に影響しない

税率が分離課税

の方が低い

1.2

1.8

0.4

その他 無回答

0.7

0.6

0.8

   n

全　体 153

総合課税の方

がよい

91

どちらかいうと

総合課税の方

がよい

62

課

税

意

識

別

23.5

22.0

25.8

51.0

52.7

48.4

24.2

損失を所得と合算すれば

メリットある

所得が大きければ

高い税率は当然

1.1

4.8

2.6

その他

21.0

22.9

無回答

   n

全　体 1,050

（平成23年） 967

31.0

21.6

23.2

20.4

8.7

8.9

5.9

7.1

30.8

30.8 11.2

現行の分離課税

の方がよい

どちらかいうと現行の

分離課税の方がよい

総合課税の方がよい

どちらかいうと

総合課税の方がよい

わからない

0.5

無回答
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９． 確定拠出年金制度に対する考え方 

● 確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入(している)｣が 12.4％、｢個人型に加入(し

ている)｣が 5.0％で、足し上げた 17.4％が加入しており、｢加入していない｣(68.6％)は

約７割を占める。 

● 企業型の確定拠出年金制度加入者に、平成 24 年１月から企業型において加入者自身が自

己の資金を追加の掛金として拠出できるようになった「マッチング拠出」の利用意向を

聞いたところ、｢利用したい(または、既に利用している)｣が 24.6％、｢利用したいが勤め

先の企業がマッチング拠出に対応していない｣が 9.2％で、“利用したい”計は 33.8％と

なり、｢利用したくない(または、既に企業拠出が限度額に達している等で利用できない)｣

の 16.9％を上回る。 

● 確定拠出年金制度の改善点を聞いたところ、｢60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩

和(し、もしもの時に引き出し易くする)｣(25.2％)、｢(年金制度の一元化などの観点から)

加入資格を公務員まで拡大する｣(23.8％)、｢(公的年金の補完の観点から)加入資格を専

業主婦まで拡大する｣(22.8％)がいずれも２割台で上位を占める。 

属性別にみると、職業別では技術系勤め人で｢60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩

和(し、もしもの時に引き出し易くする)｣が高く 42.9％、公務員において｢(年金制度の一

元化などの観点から)加入資格を公務員まで拡大する｣は 30.6％、専業主婦において｢(公

的年金の補完の観点から)加入資格を専業主婦まで拡大する｣が 26.0％であった。 

 

○確定拠出年金制度の加入 

 

 

 

 

 

 

・企業型におけるマッチング拠出の利用意向-企業型加入者 

 

 

 

○確定拠出年金制度の改善点（複数回答） 

 

 

   n

全　体 1,050 12.4 5.0 68.6 10.6 3.5

企業型に加入 個人型に加入 加入していない わからない 無回答

   n

全　体 130
24.6 9.2 16.9 47.7

利用したい

（既に利用している）

利用したいが勤務先が

「マッチング拠出」に非対応

利用したくない

（利用できない）

わからない

1.5

無回答

   n

６０歳前でも引き

出せる条件の緩

和

加入資格を公務

員まで拡大

加入資格を専業

主婦まで拡大

運用商品の選択

肢を増やす

毎月の拠出限度

額を引き上げる

その他

改善してほしい点

は特にない

わからない 無回答

全　　体 1,050

卸・小売・

サービス業主

82

管理職 79

事務系勤め人 98

技術系勤め人 70

公務員 36

専業主婦 208

パート・アルバ

イト・フリーター

102

無職・年金のみ 243

33.7

30.6

  4.3

  41.2

  1.2

  0.0

  1.0

  1.4

  2.0

  1.217.7

21.6

23.6

22.2

42.9

31.6

23.2

25.2

22.1

18.3

22.8

23.8

30.9

26.5

25.7

16.7

23.0

21.6

26.0

15.9

20.3

23.5

17.1

19.4

22.8

  11.0

 22.8

 20.4

  15.7

  11.1

  13.7

  9.6

 13.9

 13.3   6.7

  4.9

  19.0

  8.3

  1.9

  5.8

  7.1

  10.0

  4.9

  2.3

 2.1

  1.9

 2.8

 0.0

 0.0

  5.1

 6.1

 2.0

  7.1

  8.3

 4.9

 6.2

 10.1

  6.0

 2.0

  3.7
 39.0

 26.6

 30.6

 15.7

 41.7

 38.7

 35.8

 40.9

  0.0

  1.0

  0.0
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≪調査分析編≫ 

１． 証券投資経験について 

（１） 現在保有している金融商品 

● 現在保有している金融商品は、｢預貯金｣(98.8％)以外では、｢株式(国内で発行されたも

の)｣が 73.3％で最も高く、｢投資信託(国内で設定されたもの)｣は 48.4％、｢公社債(国内

で発行されたもの)｣は 31.1％。｢外国(で)発行(された)証券｣(26.4％)や｢外貨建て金融商

品(証券を除く外貨預金など)｣(16.9％)は、国内で発行されたものに比べて保有率が低

い。 

● 属性別に保有率をみると、男性は女性よりも｢株式(国内で発行されたもの)｣が高く､女性

は男性よりも｢公社債(国内で発行されたもの)｣、｢外国(で)発行(された)証券｣、｢投資信

託(国内で設定されたもの)｣が高い。年代別では、｢投資信託(国内で設定されたもの)｣、

｢公社債(国内で発行されたもの)｣は高年層で高い。個人年収が高い層では｢株式(国内で

発行されたもの)｣の保有率が高く、個人年収 300 万円未満の層では｢公社債(国内で発行

されたもの)｣、｢外国(で)発行(された)証券｣が他の年収層よりも高い。時価総額別では

｢投資信託(国内で設定されたもの)｣｢公社債(国内で発行されたもの)｣、｢外国(で)発行

(された)証券｣、｢外貨建て金融商品(証券を除く外貨預金など)｣は時価総額が高いほど保

有率が高い。 

 

図表 1 現在保有している金融商品-性･年代別(複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 預貯金 国内発行株式

国内設定

投資信託

国内発行

公社債

外国発行証券

外貨建て

金融商品

デリバティブ

商品

その他

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

98.5

99.1

100.0

96.6

99.6

99.4

98.8

98.4

82.6

61.7

70.0

68.7

76.3

75.8

72.9

74.5

 2.4

 0.9

 4.2

 2.8

 1.7

 0.0

 1.2

 1.1

 1.5

 1.5

 0.8

 2.2

 2.5

 1.8

 0.0

98.8 73.3

53.7

52.4

50.9

50.0

42.5

36.7

52.0

45.5

48.4

40.6

 24.2

 30.7

 16.7

 23.6

 31.1

28.6

 41.6

42.6  30.3

 26.5

 26.7

 29.7

 22.9

 18.3

 32.0

 21.9

 26.4

 10.8

 17.0

 17.4

 18.2

 20.1

 16.7

 17.6

 16.2

 16.9  1.7

 1.2

 1.5
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図表 2 現在保有している金融商品-年収･時価総額別(複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 預貯金 国内発行株式

国内設定

投資信託

国内発行

公社債

外国発行証券

外貨建て

金融商品

デリバティブ

商品

その他

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

98.8

98.3

99.2

99.1

98.1

99.1

98.5

98.6

98.7

100.0

100.0

65.3

77.4

82.5

84.1

92.6

78.4

73.3

70.4

74.8

76.9

84.6

 1.0

 0.4

 4.0

 5.6

 1.9

 0.0

 2.3

 4.2

 0.7

 0.6

 5.1

 1.2

 1.7

 2.4

 0.9

 3.7

 1.1

 2.1

 0.0

 2.5

 2.6

98.8 73.3

66.7

71.3

51.9

43.0

49.2

47.7

49.7

64.2

54.9

44.4

24.6

48.4

38.7

51.3

45.6

37.1

34.5

22.2

25.5

24.6

15.9

25.2

14.7

31.1

35.1

25.9

40.6

59.0

29.4

24.3

25.4

19.6

10.8

24.8

27.5

26.4

9.1

25.6

18.5

28.2

16.9

19.6

17.5

15.9

16.4

15.0

16.9

23.8

 1.7

 1.3

 1.5



 

31 

 

（２） 金融商品の保有額 

● 金融商品の保有額は、“1,000 万円未満”が５割超(53.7％)、｢1,000～3,000 万円未満｣ 

が約３割(31.4％)、“3,000 万円以上”が１割超(13.6％)。属性別にみると、年代別では、

若年層ほど保有額が低い傾向があり、20～30 代では、“500 万円未満”が 68.4％で約７

割を占める。 

● 金融商品のうち証券の保有額は、｢100～300 万円未満｣が 25.3％で最も多く、それを含め

た“300 万円未満”が４割超(47.4％)を占める。属性別にみると、年代別では、若年層ほ

ど保有額が低い傾向は、金融商品の保有額と同様で、20～30 代では、“500 万円未満”

が 77.4％で７割超を占める。 

 

図表 3 金融商品保有額-性･年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4 金融商品保有額-年収別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

7.5

13.9

13.8

14.0

34.2

21.8

12.3

6.8

7.8

6.9

12.4

13.5

11.0

20.0

16.8

15.7

8.1

7.2

7.4

22.2

18.3

27.1

15.8

26.8

25.0

19.9

19.3

22.9

31.4

32.1

30.5

14.2

20.7

32.6

41.0

41.6

34.0

9.0

10.6

7.1

3.0

18.0

14.5

16.5

4.6

5.0

4.1

5.5

3.7

6.6

6.4

0.6

0.3

0.9

0.6

2.5

0.8

0.0

0.0

0.0

１０万円未満

1.7

1.9

1.5

3.4

4.2

1.7

0.6

0.6

0.5

１０～５０

万円未満

2.9

2.9

2.8

3.9

3.0

0.0

0.6

3.2

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

2.2

0.0

３０００～５０００

万円未満

2.8

0.8

５０００

万円以上

0.8

2.1

1.8

1.9

0.4

1.1

1.1

1.5

1.3

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

個

人

年

収

13.9

15.6

11.7

15.9

8.4

12.4

11.0

13.8

14.3

18.7

0.0

22.2

23.1

23.0

19.0

26.2

11.1

31.4

30.8

31.0

31.0

29.9

46.3

9.0

8.1

10.9

6.3

8.4

18.5

4.6

4.1

2.9

5.6

11.1

0.4

1.0

0.6

0.0

0.0

0.0

１０万円未満

0.8

2.2

1.7

3.2

0.9

0.0

１０～５０

万円未満

3.8

2.9

3.2

3.2

0.9

0.0

５０～１００

万円未満

11.1

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

３０００～５０００

万円未満

5.6

５０００

万円以上

1.9

0.9

1.6

1.7

1.0

1.3

無回答
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図表 5 証券保有額-性･年代別  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 証券保有額-年収別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

10.0

4.5

10.2

10.6

9.7

23.3

15.6

10.6

8.6

8.4

8.8

8.3

12.8

10.6

5.6

6.6

6.4

25.3

23.8

27.3

35.8

27.9

28.4

22.4

20.5

19.1

13.5

12.8

14.4

10.0

11.2

15.3

12.4

16.3

14.4

14.4

13.5

15.5

12.3

14.4

18.6

18.1

17.0

15.2

17.1

12.9

5.6

9.7

24.8

24.7

23.4 5.9

5.7

5.8

5.6

7.5

8.9

4.2

4.3

4.2

5.9

１０万円未満

1.1

0.6

1.2

4.2

3.2

3.4

3.3

１０～５０

万円未満

4.8

5.6

4.8

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

2.5

５００～１０００

万円未満

1.7

１０００～３０００

万円未満

2.9

3.0

3.7

1.3

2.2

2.6

３０００～５０００

万円未満

0.6

0.8

1.2

2.1

1.2

0.4

５０００

万円以上

1.3

0.6

0.0

1.7

1.1

0.0

証券は保有

していない

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

個

人

年

収

25.3

27.0

21.8

21.4

29.9

24.1

13.5

13.4

13.0

19.0

10.3

9.3

14.4

14.8

15.5

13.5

10.3

18.5

15.2

13.2

19.2

12.7

13.1

25.9

5.7

6.1

5.4

5.6

5.6

5.9

2.8

3.3

2.4

1.9

1.9

１０万円未満

8.4

10.3

10.2

15.9

9.3

7.4

１０～５０

万円未満

6.7

8.6

9.3

5.6

16.8

1.9

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

3.3

2.6

2.6

0.0

7.4

３０００～５０００

万円未満

1.9

1.9

1.1

4.0

0.6

0.8

0.9

５０００

万円以上

0.0

0.0

0.0

0.0

証券は保有

していない

0.0

0.0

1.9

無回答
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（３） 証券の購入（保有）目的 

● 証券の購入(保有)目的は、｢配当金、分配金、利子を得るため｣(57.7％)と｢(使い道は決

めていないが)長期(の)資産運用のため｣(47.3％)がともに高く、｢老後の生活資金のた

め｣(35.1％)が続く。 

● 属性別にみると、年代別では、高年層ほど｢老後の生活資金のため｣が高い。時価総額別

では、証券保有額の高い層では｢配当金、分配金、利子を得るため｣が高く、証券保有額

が 100 万円未満の層では｢(使い道は決めていないが)長期(の)資産運用のため｣が低い。 

 

図表 7 証券の購入(保有)目的-性・年代別(証券保有者、複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

配当金、分配

金、利子を得

るため

長期資産運

用のため

老後の生活

資金のため

株主優待を

得るため

子供や孫の

将来のため

短期的に儲

けるため

その企業等を

応援するため

証券投資を

通じて勉強を

するため

耐久消費財

の購入やレ

ジャーのため

その他 無回答

全　体 990

男　性 551

女　性 439

２０～３０代 111

４０代 163

５０代 226

６０～６４歳 154

６５～６９歳 159

７０歳以上 177

性

別

年

代

別

55.9

59.9

58.6

54.6

55.3

63.6

54.1

61.0

49.4

44.6

49.5

42.3

43.4

48.1

54.7

48.0

46.1

49.7

55.4

 0.0

 0.9

 0.0

 1.2

 0.0

 0.6

 0.6

 0.0

57.7 47.3

36.8

32.8

12.6

14.1

27.4

35.1

24.0

22.7

24.8

20.8

23.3

25.2

24.0

21.2

18.6

10.4

9.0

15.3

10.7

10.7

9.3

11.4

10.2

9.2

7.9

8.6

6.2

8.4

8.1

10.7

8.7

11.9

5.7 6.3

10.4

6.2

5.4

9.7

8.0

8.3

10.0

8.5 8.5

6.3

7.8

5.5

9.1

6.3

6.6

9.2

7.5

6.2

5.0

5.2

5.8

3.1

1.8

3.4

5.8

4.7

4.5

8.8

9.8

7.2

5.7

6.5

4.0

1.9

6.2  0.4
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図表 8 証券の購入(保有)目的-年収・時価総額別(証券保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

配当金、分配

金、利子を得

るため

長期資産運

用のため

老後の生活

資金のため

株主優待を

得るため

子供や孫の

将来のため

短期的に儲

けるため

その企業等を

応援するため

証券投資を

通じて勉強を

するため

耐久消費財

の購入やレ

ジャーのため

その他 無回答

全　体 990

３００万円

　　　　　未満

476

～５００万円

　　　　　未満

226

～７００万円

　　　　　未満

119

～１０００万円

　　　　　未満

101

１０００万円

　　　　　以上

53

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

61.1

55.8

55.5

47.5

56.6

43.1

54.5

64.1

64.2

70.6

64.1

45.2

49.6

46.2

52.5

50.9

48.5

52.1

50.3

59.4

53.8

 4.6

 4.5

 2.1

 4.0

 1.9

 0.6

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.4

 0.7

 0.7

 0.6

 0.0

57.7

31.5

47.3

40.1

39.4

35.7

49.0

56.3

61.5

27.8

12.1

28.3

29.7

34.5

35.1

22.9

21.7

21.0

18.8

35.8

19.8

21.4

18.3

23.8

27.5

41.0

22.7

11.1

11.5

9.2

9.9

11.3

 3.4

9.0

 14.1

14.6

15.6

17.9

10.7

8.4

 12.8

5.6

10.6

11.3

9.0

6.9

 10.9

8.2

8.7

7.5

9.7

4.2

7.6

10.0

7.9

7.9

10.3

13.2

7.9

9.2

8.3

7.7

8.4

 6.1

 7.7

 10.6

7.5

10.1

6.9

 5.6

 6.8

8.8

11.3

5.1

8.4

 7.7

10.1

3.8

 4.9

 2.0

 2.6

 4.5

 4.9

 6.0

 5.7

 4.7

6.3

 8.9

 5.7

 6.2

 14.7

 7.1

 8.4

 7.7

 0.4
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（４） 証券投資開始時期と初めて購入した証券 

● 証券投資の開始時期については、“平成 22年～平成 24年”(合計)が 4.6％、｢平成 15 年

～平成 21年｣が 31.3％、｢平成 11年～平成 14年｣が 10.6％、｢平成 10年代以前｣が 43.5％。 

● 初めて購入した証券は、｢株式｣が約６割(59.6％)を占め、｢株式投資信託、ＥＴＦ(上場

投資信託)、(不動産投資信託)ＲＥＩＴ｣(12.3％)や｢個人向け国債｣(10.6％)以下を大き

く引き離している。属性別にみると、男性は｢株式｣の割合が高く、女性では｢個人向け国

債｣や｢公社債投資信託｣の割合が高い。個人年収別では、300 万円未満の層では全体に比

べ｢株式｣(49.2％)が低い一方、｢個人向け国債｣(14.7％)が高い。 

 

図表 9 証券投資開始時期-性・年代別(証券保有者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 990

男　性 551

女　性 439

２０～３０代 111

４０代 163

５０代 226

６０～６４歳 154

６５～６９歳 159

７０歳以上 177

性

別

年

代

別

2.7

3.2

6.3

31.3

29.4

33.7

63.1

38.7

30.1

29.9

10.6

10.0

11.4

14.4

16.6

6.6

11.7

43.5

49.4

36.2

8.1

27.6

49.1

44.8

52.2

9.2

6.7

5.4

8.4

11.3

平成２４年

0.6

0.6

0.0

0.9

0.0

0.0

0.9

0.0

0.4

3.1

0.9

平成２３年

0.0

0.0

1.3

1.6

1.3

1.3

0.6

2.6

3.5

2.7

2.9

4.3

1.1

平成２２年

25.8

12.4

平成１５～２１年

8.2

平成１１～１４年

9.0 64.4

平成１０年以前

9.1

覚えていない

12.3

8.0

11.9

1.3

1.8

0.0

1.4

0.2

0.7

0.6

0.6

無回答

0.0
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図表 10 証券投資開始時期-年収・時価総額別(証券保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 990

３００万円

　　　　　未満

476

～５００万円

　　　　　未満

226

～７００万円

　　　　　未満

119

～１０００万円

　　　　　未満

101

１０００万円

　　　　　以上

53

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

3.9 5.6

31.3

33.6

31.1

30.7

26.4

37.1

38.7

34.5

18.8

10.6

11.8

8.0

12.6

5.7

12.1

11.3

12.7

9.9

43.5

38.0

55.3

39.5

46.5

31.0

35.3

42.3

9.2

10.1

5.9

9.1

9.0

7.7

11.9

0.0

0.6

0.7

0.0

0.4

0.4

0.0

0.0

0.0

0.4

0.6

0.4

平成２４年

0.0

0.7

4.0

平成２３年

1.3

0.8

1.3

0.8

1.9

0.8

0.0

0.6

2.1

4.1

2.0

5.0

1.3

3.6

2.9

1.3

1.9

0.0

平成２２年

0.0

23.8

27.9

15.4

平成１５～２１年

0.0

平成１１～１４年

10.9

8.8 60.6

74.4

平成１０年以前

52.3

52.8

5.8

10.3

11.3

10.5

覚えていない

8.1 1.3

0.7

0.4

0.9

0.0

0.7

0.0

0.0

0.0

無回答

1.1

0.7

0.8
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図表 11 初めて購入した証券-性・年代別(証券保有者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 初めて購入した証券-年収・時価総額別(証券保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 990

男　性 551

女　性 439

２０～３０代 111

４０代 163

５０代 226

６０～６４歳 154

６５～６９歳 159

７０歳以上 177

性

別

年

代

別

59.6

73.3

42.4

55.0

52.8

61.1

57.1

62.3

66.7

12.3

12.0

12.8

23.4

14.1

11.5

13.6

10.1

5.6

8.7

6.4

11.6

3.6

8.6

11.9

8.4

10.7

6.2

4.5

7.3

7.2

7.4

3.5

4.5

10.6

4.0

18.9

9.0

12.3

8.4

10.4

8.8

14.7

株式

株式投資信託、

ＥＴＦ、ＲＥＩＴ

公社債投資信託

2.4

2.3

3.8

外国投資信託 個人向け国債

1.8

0.7

その他公社債

0.6

2.3

1.4

0.4

1.9

1.9

2.3

0.0

1.1

2.2

覚えていない

2.7

3.2

1.9

1.7

3.6

3.1 1.2

0.0

1.1

0.2

0.6

無回答

0.4

0.6

0.6

0.6

   n

全　体 990

３００万円

　　　　　未満

476

～５００万円

　　　　　未満

226

～７００万円

　　　　　未満

119

～１０００万円

　　　　　未満

101

１０００万円

　　　　　以上

53

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

59.6

49.2

68.6

72.3

70.3

73.6

67.7

59.0

53.5

55.0

58.1

61.5

12.3

12.8

9.7

13.4

16.8

7.5

10.8

13.9

13.4

14.6

11.3

2.6

8.7

11.1

7.1

4.2

6.9

9.4

7.3

8.6

7.0

11.9

9.4

7.7

4.5

6.1

3.4

5.3

10.6

14.7

7.5

4.2

5.9

7.8

8.6

14.8

11.3

13.1

5.1

株式

株式投資信託、

ＥＴＦ、ＲＥＩＴ

公社債投資信託 外国投資信託

5.6

3.0

3.8

0.0

4.0

7.7

1.9

6.0

3.8

個人向け国債

12.8

1.4

その他公社債

2.5

0.0

1.5

0.9

0.0

0.0

0.0

2.7

1.4

1.5

0.0

覚えていない

1.3

3.5

1.5

2.6

1.9

0.0

1.7

0.4

3.8

2.2

3.1

無回答

2.6

0.6

0.7

0.7

0.8

0.0

0.0

0.0

0.8

0.0

0.8

0.6
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（５） キャピタル・ゲイン及びインカム・ゲインの使途 

① キャピタル・ゲインの主な使途 

● 証券投資で得たキャピタル・ゲイン（売買益）の主な使途は、｢再投資｣が 38.3％で最も

高く、以下｢貯蓄｣(28.4％)、｢家族との食事(・レジャーや子・孫へのお小遣いといった)

家族サービス｣(23.1％)、｢生活費の足し｣(21.2％)が２割台で続く。 

● 属性別にみると、｢耐久消費財(自動車、家電など)の購入や自分の趣味の充実｣は女性よ

り男性が高く(19.8％)、｢貯蓄｣は女性が高い(31.4％)。年代別では、｢家族との食事(・

レジャーや子・孫へのお小遣いといった)家族サービス｣や｢生活費の足し｣は年代が上が

るほど高い。また、60～64 歳で｢再投資｣が 46.1％と最も高くなる。個人年収別では、“500

万円未満”の層では｢生活費の足し｣が高い。時価総額別にみると、時価総額 3000 万円以

上の層では｢再投資｣の割合が高い。 

 

図表 13 キャピタル・ゲインの主な使途-性・年代別(証券保有者、複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 再投資 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

友人・知人との

食事等の交際

費

キャピタル・

ゲインを

得たことがない

その他 無回答

全　体 990

男　性 551

女　性 439

２０～３０代 111

４０代 163

５０代 226

６０～６４歳 154

６５～６９歳 159

７０歳以上 177

性

別

年

代

別

39.9

36.2

36.0

30.7

40.7

46.1

39.6

35.6

26.0

31.4

28.8

26.4

29.2

26.6

25.2

33.3

 0.2

 1.4

 0.0

 1.2

 0.4

 0.6

 1.3

 0.6

38.3 28.4

32.2

24.5

 23.5

21.4

23.4

22.0

23.1

 16.2

 18.4

22.0

 24.0

21.2

15.3

20.3

27.0

28.8

 14.4

16.8

 17.5

 17.6

16.0

 8.1

 14.1

 11.2

 19.8

 21.2

 12.3

16.4

 11.9

 10.4

 9.7

 11.0

 10.8

 11.2

 12.2

 11.7

17.8

 6.2

 13.8

 12.3

 11.9

 19.8

 12.1

 14.0

 13.1

  5.7

  2.6

  2.7

  4.4

  3.6

 3.7

  4.9

  4.0

  4.0  0.7
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図表 14 キャピタル・ゲインの主な使途-年収・時価総額別(証券保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 再投資 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

友人・知人との

食事等の交際

費

キャピタル・

ゲインを

得たことがない

その他 無回答

全　体 990

３００万円

　　　　　未満

476

～５００万円

　　　　　未満

226

～７００万円

　　　　　未満

119

～１０００万円

　　　　　未満

101

１０００万円

　　　　　以上

53

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

44.4

53.0

43.1

66.7

 3.8

 3.1

 1.1

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.4

 1.1

 0.7

 0.7

 0.6

 0.0

38.0

38.1

42.9

38.6

32.1

35.7

38.3

19.8

30.5

 26.7

28.2

36.3

34.5

27.9

27.5

28.4

37.7

 20.7

25.9

 29.4

 30.0

 20.5

25.6

 23.1

 23.9

 24.3

 20.2

 23.8

 20.8

 18.1

 22.6

 26.8

 21.2

28.2

19.4

 20.5

 20.4

 24.8

 18.1

 13.2

 14.9

 17.6

 25.2

 22.7

 20.5

 16.0

 11.6

 20.4

 20.2

 22.8

 18.9

 9.9

 13.5

 14.8

 23.8

21.3

 11.7

 12.8

 12.5

 13.2

 12.0

 12.4

 9.1

 5.7

 12.9

 10.1

 11.9

 12.6

 13.1

 22.8

 15.1

 12.9

 14.7

 10.7

 15.9

 17.6

 5.6

 9.3

 9.4

  2.6

 4.7

 3.4

 5.9

 7.5

 4.0

 4.4

 4.0

 7.7

  2.6

  4.2

 0.7
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② インカム・ゲインの使途 

● 証券投資で得たインカム・ゲイン（利子・配当金・分配金）の使途としては、｢貯蓄｣

(34.2％)、｢家族との食事(・レジャーや子・孫へのお小遣いといった)家族サービス｣

(29.6％)、｢生活費の足し｣ (29.4％)、｢再投資｣(28.1％)が３割前後で上位に並んだ。 

● 属性別にみると、｢貯蓄｣は女性(39.9％)が高く、｢耐久消費財(自動車、家電など)の購入

や自分の趣味の充実｣は男性(15.8％)の方が高い。年代別では高年層ほど｢家族との食事

(・レジャーや子・孫へのお小遣いといった)家族サービス｣が高い。個人年収別では、“700

万円未満”の層では｢生活費の足し｣が高い。時価総額別にみると、時価総額 3000 万円以

上の層では｢再投資｣の割合が高く、キャピタル・ゲインの使途と同じ傾向である。 

 

図表 15 インカム・ゲインの主な使途-性・年代別(証券保有者、複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し 再投資

友人・知人との

食事等の

交際費

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

インカム・

ゲインを

得たことがない

その他 無回答

全　体 990

男　性 551

女　性 439

２０～３０代 111

４０代 163

５０代 226

６０～６４歳 154

６５～６９歳 159

７０歳以上 177

性

別

年

代

別

29.8

39.9

36.9

32.5

33.2

35.7

27.7

40.1

30.9

28.0

18.9

26.4

29.6

28.6

32.1

37.9

30.1

28.5

23.9

33.1

38.4

32.8

30.1

25.2

31.2

 1.8

 0.9

 1.4

 0.9

 1.8

 0.0

 0.0

 2.5

 1.7

34.2 29.6 29.4

25.2

23.9

31.5

28.1

26.4

25.5

27.7

28.8 19.2

15.7

 13.8

 11.7

 9.8

 13.4

 14.2

 11.5

 14.9

 15.3

 11.3

 13.6

 14.6

 13.5

 7.2

 9.6

 15.8

 13.0

 3.4

 2.5

 2.6

 5.8

 7.2

 5.2

 4.0

 4.5

 6.1

 3.5

 2.7

 2.5

 3.1

 4.4

 2.8

 2.3

 1.9

 1.1
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図表 16 インカム・ゲインの主な使途-年収・時価総額別(証券保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 貯蓄

家族との食事等

の家族サービス

生活費の足し 再投資

友人・知人との

食事等の

交際費

耐久消費財の

購入や自分の

趣味の充実

インカム・

ゲインを

得たことがない

その他 無回答

全　体 990

３００万円

　　　　　未満

476

～５００万円

　　　　　未満

226

～７００万円

　　　　　未満

119

～１０００万円

　　　　　未満

101

１０００万円

　　　　　以上

53

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

34.2

33.6

32.8

28.7

32.3

41.5

38.4

40.0

33.3

31.1

39.4

33.3

30.5

31.9

31.9

48.7

32.4

37.1

35.0

43.6

 4.0

 3.0

 0.7

 1.3

 3.1

 0.0

 3.4

 0.9

 2.5

 3.0

 1.9

 3.0

 1.4

 3.3

 1.3

 2.6

 1.5

 0.9

 0.8

 0.0

 0.0

 1.3

 0.8

 0.7

 1.3

 1.9

 0.0

25.4

45.3

34.2

 20.7

29.6

30.1

30.3

28.8

26.9

31.7

32.1

29.6

29.7

26.7

21.8

29.4

17.0

28.9

29.8

28.1

26.3

23.3

17.7

24.5

28.1

28.3

33.6

32.7

 20.5

 13.8

 7.8

 13.2

 11.9

 14.1

 16.8

 10.1

 15.1

 14.1

 19.2

16.9  15.0

 23.2

 12.6

 18.1

23.1

 13.0

 11.3

 15.8

 8.6

 10.9

 8.5

 10.7

  5.3

 4.5

 9.1

 6.7

 5.7

 6.0

 4.3

 2.8  1.1
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２． 株式の保有状況について 

（１） 株式保有経験 

● 株式を｢現在持っている｣は 73.4％。｢以前持っていたが、現在は持っていない｣(9.4％)

と合わせると、約８割(82.8％) に株式保有の経験がある。 

● 属性別にみると、株式の現在保有率は、男性(82.7％)が女性(61.7％)を 20 ポイント以上

上回る。年代別では、40 代以下は｢これまで持ったことがない｣の割合が高い。個人年収

別では、年収が高いほど株式を｢現在持っている｣割合が高くなる。 

 

図表 17 株式保有経験-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

73.4

82.7

61.7

70.0

68.7

76.3

75.8

73.5

74.5

9.4

7.5

11.8

5.8

7.3

7.2

10.6

11.4

13.8

16.8

9.2

26.2

24.2

24.0

16.5

13.7

14.5

10.1

現在持っている

以前持っていたが現在は持っ

ていない

これまでに持ったことがない

0.0

1.6

0.6

0.0

0.0

0.0

0.2

0.5

0.4

無回答
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図表 18 株式保有経験-年収・時価総額別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

73.4

65.3

77.8

82.5

84.1

92.6

78.4

73.3

70.4

74.8

77.5

84.6

9.4

11.4

9.2

8.7

5.6

4.7

9.8

9.9

11.3

10.0

16.8

22.9

12.1

8.7

10.3

16.4

16.5

19.7

13.2

11.9

7.7

現在持っている

1.9

以前持っていたが

現在は持っていない

7.7

これまでに持ったことがない

5.6

無回答

0.4

0.4

0.8

0.0

0.0

0.4

0.4

0.0

0.7

0.6

0.0

0.0
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（２） 株式保有状況 

● 現在保有している株式の種類は、｢国内(の証券取引所に)上場(されている)国内株｣

(91.8％)が約９割を占め、｢従業員持株(制度で管理されている株式)｣が 10.4％で続く。 

● 現在保有している株式の時価総額は｢100～300 万円未満｣(31.3％)が最も多く、“300 万

円未満”が６割超(65.1％)を占める。属性別にみると、女性は男性に比べて“50 万円未

満”が多く保有額が低い。年代別では若年層ほど時価総額が低く、20～30 代は“100 万

円未満”が 58.4％を占める。 

● 現在保有している株式の１銘柄あたりの投資額は｢10～50 万円未満｣(26.7％)が最も高

く、｢50～100 万円未満｣、｢100～200 万円未満｣がいずれも 21.0％で続く。 

● 株式の平均的な保有期間は｢10 年以上｣が 37.5％で最も高く、特にインターネット取引を

利用していない投資家では 49.3％を占める。 

図表 19 現在保有株式の種類-性・年代別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 20 現在保有株式の種類-年収・時価総額別(株式保有者) 

 

 

   n 国内上場国内株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株 従業員持株

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

91.3

92.7

83.3

87.0

91.7

95.1

94.3

96.4

91.8 2.5

2.4

4.2

1.4

1.6

1.7

4.1

0.8

4.3

5.8

6.6

4.5

1.2

3.3

6.7

5.7

11.5

5.0 4.3

 2.5

4.9

 3.0

 2.9

 3.6

 1.6

 1.7

3.1

 10.4

 11.8

 8.0

 21.4

 19.5

 15.6

 2.5

 2.5

 2.9

   n 国内上場国内株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株 従業員持株

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

個

人

年

収

時

価

総

額

93.4

94.1

87.5

85.6

92.0

84.6

92.8

93.0

97.3

96.8

93.9

91.8

12.1

2.4

4.4

3.0

1.5

0.5

2.0

2.2

2.9

2.7

2.4

2.5

9.1

8.1

6.0

8.9

7.7

4.3

5.4

5.3

7.0

4.6

4.9

5.8

3.6

15.2

5.6

0.9

3.0

2.0

2.7

3.8

1.1

3.1

0.5

3.0

8.8

20.0

8.1

0.0

4.5

8.6

13.5

27.8

18.7

7.7

7.0

10.4
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図表 21 株式の時価総額-性・年代別(株式保有者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 株式の時価総額-年収・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

 

 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

6.2

6.2

6.3

16.7

7.3

15.8

13.0

20.6

27.4

19.5

16.7

12.3

9.0

13.6

11.8

11.0

13.2

14.3

19.5

12.2

9.8

7.4

8.6

31.3

31.4

31.0

29.8

39.0

32.2

30.3

31.1

25.0

13.4

14.5

11.5

8.3

4.9

15.0

13.1

19.7

16.4

10.8

11.4

9.8

8.1

9.4

14.8

13.1

15.7

8.7

10.3

5.9

5.6

12.3

13.9

15.7

7.2

2.1

4.1

3.3

１０万円未満

１０～５０

万円未満

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

0.0

５００～１０００

万円未満

0.8

2.4

１０００～３０００

万円未満

0.0

0.9

1.2

0.3

0.0

0.6

1.6

1.6

３０００～５０００

万円未満

1.4

0.8

1.4

0.8

0.7

0.0

0.8

1.1

0.0

５０００

万円以上

0.8

0.4

0.2

0.7

1.2

0.0

0.0

0.8

0.8

0.0

無回答

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

6.2

5.7

8.1

5.6

6.4

6.1

15.8

21.1

10.2

20.2

6.7

10.0

11.3

18.2

11.8

10.9

11.8

6.7

21.1

12.8

11.3

31.3

31.7

28.0

28.8

37.8

38.0

31.2

31.3

13.4

13.0

14.0

14.4

8.9

18.0

13.9

13.1

10.8

9.7

13.4

14.4

8.9

6.0

12.4

9.9

8.7

5.7

12.9

5.8

10.0

16.0

9.4

8.3

6.7

2.0

１０万円未満

１０～５０

万円未満

6.0

５０～１００

万円未満

１００～３００

万円未満

３００～５００

万円未満

５００～１０００

万円未満

１０００～３０００

万円未満

0.5

1.1

0.9

1.2

0.0

2.0

1.9

0.4

３０００～５０００

万円未満

2.0

1.9

0.0

0.8

0.6

0.5

0.8

0.8

５０００

万円以上

0.4

0.3

0.5

1.0

0.0

0.0

0.0

0.6

無回答
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図表 23 現在保有株式の１銘柄当たりの投資額-性・年代別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 24 現在保有株式の１銘柄当たりの投資額-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

12.6

11.6

14.3

31.0

16.3

26.7

24.6

30.3

36.9

30.1

31.1

18.0

24.6

21.4

21.0

21.3

20.6

17.9

22.0

22.2

24.6

18.0

20.0

21.0

20.9

21.3

9.5

21.1

20.0

23.0

22.1

26.4

8.3

8.9

7.3

3.6

6.5

5.0

9.8

11.5

12.9

5.8

7.0

3.8

2.4

3.9

9.8

9.0

7.9

4.4

5.8

2.1

3.9

4.9

8.2

6.4

13.9

5.0

9.0

6.6

１０万円未満

１０～５０

万円未満

５０～１００

万円未満

１００～２００

万円未満

２００～３００

万円未満

1.2

３００～５００

万円未満

1.6

0.0

５００万円以上

0.0

0.1

0.0

0.3

0.0

0.0

0.8

0.0

無回答

0.0

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円未満 182

３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

           未満

124

３０００万円

           以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

12.6

12.1

14.5

14.4

33.5

7.7

5.0

6.5

3.0

10.9

13.5

26.7

31.4

21.0

26.9

23.3

18.0

47.8

31.8

19.0

16.8

9.7

3.0

32.3

23.8

21.0

21.1

22.6

20.2

22.2

14.8

21.5

23.0

28.3

22.6

15.2

26.3

18.2

21.0

21.8

19.9

23.1

16.7

26.0

3.3

25.1

31.0

24.8

25.8

30.3

16.9

23.2

8.3

6.9

9.7

6.7

10.0

14.0

9.2

12.0

9.7

11.3

24.2

7.1

8.9

5.8

4.5

5.9

6.7

8.9

8.0

8.0

13.3

11.3

9.1

3.4

7.1

4.4

6.5

5.8

4.4

10.0

2.0

5.3

12.9

15.2

3.0

5.1

1.8

10.6

10.0

１０万円未満

１０～５０

万円未満

14.0

５０～１００

万円未満

１００～２００

万円未満

0.0

２００～３００

万円未満

2.1

0.0

３００～５００

万円未満

2.1

0.5

1.8

５００万円以上

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.3

0.0

0.0

0.0

0.5

無回答



 

47 

 

図表 25 株式の平均的な保有期間-性・年代別(株式保有者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 26 株式の平均的な保有期間-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

2.7

2.9

2.4

3.3

4.9

6.4

2.4

9.5

6.5

4.4

4.9

4.9

14.4

14.3

14.6

26.2

12.2

13.9

16.4

16.4

6.4

17.9

16.5

20.2

22.6

17.9

16.1

17.2

18.0

17.9

8.4

8.1

9.1

7.1

10.6

7.4

4.1

12.1

11.2

10.3

12.5

13.1

16.3

7.8

13.1

9.8

9.3

37.5

38.4

35.9

14.3

31.7

40.6

36.9

41.8

49.3

１日

0.0

0.0

0.0

0.0

1.6

0.0

0.0

0.4

0.3

0.0

～１か月

0.0

0.8

1.6

0.0

0.8

0.3

0.6

0.5

2.4

1.7

3.6

1.4

～３か月

0.7

0.8

0.0

1.7

1.2

1.6

2.4

～６か月

1.4

2.5

4.4

1.4

～１年 ～３年 ～５年 ～７年

7.3

～１０年 １０年以上 無回答

1.4

0.8

0.8

0.6

0.0

1.2

0.7

0.8

0.8

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

2.7

3.2

1.9

3.3

2.6

5.6

4.9

5.7

4.8

4.8

4.4

2.0

6.0

5.6

3.5

3.2

3.0

9.8

2.4

14.4

16.6

11.8

14.4

14.4

12.0

14.8

16.9

14.0

7.1

15.3

21.2

20.7

11.1

17.9

20.2

16.7

13.5

21.1

12.0

18.7

18.5

20.0

16.8

18.5

9.1

22.9

15.2

8.4

10.3

7.5

6.7

5.6

6.0

7.7

6.7

11.0

11.5

6.5

12.1

9.0

8.1

11.2

10.3

10.2

13.5

7.8

16.0

12.1

13.3

8.0

11.5

9.7

12.1

11.3

11.1

37.5

31.1

41.4

41.3

41.1

52.0

35.7

32.8

34.0

43.4

43.5

36.4

15.0

49.3

１日

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0.3

1.0

0.5

～１か月

0.2

1.1

0.0

0.8

0.9

0.0

0.5

0.0

1.1

0.5

0.6

0.5

0.0

0.5

3.8

～３か月

0.2

3.0

0.8

1.8

2.0

1.6

0.9

1.4

2.2

2.9

0.0

1.5

3.3

～６か月

1.2

0.0

0.0

3.5

4.0

2.2

0.0

7.0

～１年 ～３年 ～５年 ～７年 ～１０年 １０年以上 無回答

0.8

0.9

1.6

0.0

0.0

0.0

0.5

0.5

0.0

0.0

1.6

3.0

0.0

1.2



 

48 

 

  

（３） 株式の投資方針 

● 株式の投資方針は、｢概ね長期保有(だが、ある程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣

が 45.9％で最も高く、｢特に決めていない｣が 30.5％、｢配当を重視(している)｣は 14.0％

で｢値上がり益重視(であり、)短期間に売却(する)｣は 7.0％と少ない。 

● 時価総額別では、100 万円未満の層では｢特に決めていない｣が最も高いが、100 万円以上

では、いずれも｢概ね長期保有(だが、ある程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣が最

も高い。 

 

図表 27 株式の投資方針-性・年代別(株式保有者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

45.9

48.8

41.1

45.2

43.1

47.8

40.2

49.2

48.6

14.0

12.8

16.0

10.7

11.4

11.7

16.4

18.0

15.7

7.0

7.0

7.0

9.5

6.5

6.1

7.4

8.2

5.7

30.5

28.1

34.5

31.0

35.8

30.6

34.4

23.0

28.6

2.5

3.1

3.6

3.3

概ね長期保有・

値上がり益あれば売却

配当を重視

値上がり益重視・

短期間に売却

特に決めていない

1.4

3.9

1.6

0.7

1.6

その他

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.1

無回答
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図表 28 株式の投資方針-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

45.9

46.8

43.0

50.0

46.7

44.0

33.5

45.6

58.0

54.9

44.4

60.6

54.5

41.4

14.0

16.0

15.1

9.6

8.9

14.0

9.3

13.3

7.0

14.2

23.4

21.2

10.2

16.0

7.0

6.3

10.8

5.8

7.8

6.0

7.7

8.0

8.8

5.6

3.0

13.2

3.8

30.5

29.0

26.9

33.7

34.4

36.0

48.4

30.8

25.0

20.4

23.4

15.2

20.3

35.8

2.5

4.3

2.2

2.7

2.8

概ね長期保有・

値上がり益あれば売却

配当を重視

0.0

値上がり益重視・

短期間に売却

特に決めていない

1.0

1.5

0.0

2.6

その他

6.0

1.9

3.2

1.8

2.0

無回答

0.1

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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（４） 株式の売買注文方法 

● 株式の注文方法は、｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣(47.7％)が

最も高く、｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、スマートフォン等による取引を

含む)で｣(34.5％)が続く。 

● 属性別にみると、｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣は高年層で高

く、逆に｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、スマートフォン等による取引を含

む)で｣は若年層で高い。個人年収別では｢証券会社のインターネット取引(携帯電話、ス

マートフォン等による取引を含む)で｣の割合は“500 万円～1000 万円未満”の層でいず

れも４割台と高く、｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文を含む)で｣の割合は 500

万円未満の層でいずれも５割台と高い。 

 

図表 29 株式の売買注文方法-性・年代別(株式保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 証券会社や銀行等の店頭で

証券会社の

インターネット取引で

証券会社や銀行等の

コールセンターで

その他 無回答

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

43.6

54.7

45.6

52.5

67.2

67.9

64.3

54.5

33.9

33.6

 1.7

 1.0

 0.0

 0.0

 0.6

 2.5

 1.6

 3.6

22.0

21.4

47.7

27.5

38.6

18.9

34.5

14.3

6.7

5.8

8.4

1.2

7.3

7.2

8.6

3.3

10.7

14.8

15.6

10.7

13.2

15.7

6.6

16.7

22.8

16.7

 1.4
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図表 30 株式の売買注文方法-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 証券会社や銀行等の店頭で

証券会社の

インターネット取引で

証券会社や銀行等の

コールセンターで

その他 無回答

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

68.5

100.0

 1.8

 2.2

 0.0

 1.1

 0.0

 1.1

 0.0

 2.0

 1.8

 2.4

 3.0

 0.0

 2.2

57.6

58.1

54.9

52.0

40.5

40.7

42.0

32.2

29.8

55.4

54.1

8.3

47.7

36.4

33.9

34.5

32.0

40.5

30.8

30.0

43.3

41.3

34.4

30.2

0.0

34.5

6.7

6.0

5.4

 2.3

 6.1

9.1

8.1

5.3

6.7

7.0

8.7

5.4

8.9

10.0

12.7

9.7

22.1

22.0

10.0

22.0

9.1

5.6

 1.1

10.6

14.8

22.2

24.7

16.9

 1.4
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（５） 平成 23 年中の株式の売買損益・配当金 

● 平成 23 年中の株式の売買損益をみると、“売買益が出た”が合計 6.9％、｢ほぼ損益はゼ

ロ(±１万円以内程度)｣が 10.4％で、“売買損が出た”は合計 25.9％。残りの５割超

(55.1％)は｢(平成 23 年中は)株式を売買しなかった｣と回答。 

● 属性別にみると、年代別では、20～30 代で｢(平成 23 年中は)株式を売買しなかった｣の割

合が 40.5％で、他の年代と比べると低く、｢50 万円未満の売買益が出た｣、｢50 万円未満

の売買損が出た｣がいずれも 17.9％を占める。また、株式のインターネット取引をしてい

ない層は｢(平成 23年中は)株式を売買しなかった｣割合が 62.2％と高い。 

● 平成 23 年中に受け取った株式の配当金は、“10万円未満”が約７割(69.2％)を占める。 

 

図表 31 平成 23 年中の売買損益-性・年代別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

4.9

5.4

4.2

17.9

6.5

3.3

4.1

2.5

10.4

11.2

9.1

19.0

16.3

8.9

6.6

6.6

8.6

10.8

9.7

12.5

17.9

7.3

10.6

16.4

7.4

7.9

7.0

7.2

6.6

4.9

5.6

8.2

9.8

11.4

5.3

5.6

4.9

3.3

7.4

7.4

9.3

1.6

55.1

53.9

57.1

40.5

61.0

62.8

52.5

58.2

48.6

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

５００万円以上

の売買益

0.1

0.2

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

３００～５００

万円未満の

売買益

0.7

0.0

0.8

0.0

0.8

１００～３００

万円未満の

売買益

0.5

0.4

1.1

0.0

1.2

５０～１００万円

未満の売買益

1.3

1.7

0.7

0.8

1.1

0.8

0.8

2.9 0.7

５０万円未満

の売買益

ほぼ損益は

ゼロであった

５０万円未満

の売買損

５０～１００万円

未満の売買損

0.0

2.4

１００～３００

万円未満の

売買損

1.6

0.0

0.0

1.1

4.1

2.9

1.4

1.7

1.6

３００～５００

万円未満の

売買損

0.8

2.9

1.6

0.6

0.0

0.0

1.0

1.2

1.2

５００万円

以上の売買損

平成２３年は

株式売買なし

1.7

0.8

1.6

0.0

1.2

1.7

無回答

1.7

1.1

5.0
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図表 32 平成 23 年中の売買損益-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

4.9

3.6

5.4

9.6

5.6

2.0

2.7

7.7

6.0

4.8

11.3

1.6

10.4

10.9

8.1

17.3

5.6

10.0

16.5

14.9

8.0

8.0

3.2

0.0

11.7

9.7

10.8

14.5

7.5

9.6

8.9

4.0

14.8

10.3

11.0

11.5

7.3

13.5

9.3

7.0

7.3

8.6

3.8

11.0

12.4

8.9

6.1

10.2

5.3

5.3

6.6

6.5

8.0

8.9

4.5

5.7

3.0

2.4

55.1

49.8

55.9

50.0

70.0

72.0

61.5

53.8

51.0

49.6

56.5

51.5

41.7

62.2

５００万円以上

の売買益

0.2

0.0

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

1.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

３００～５００

万円未満の

売買益

0.0

0.4

0.0

0.0

0.1

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

１００～３００

万円未満の

売買益

0.6

0.0

0.5

0.0

1.0

0.5

0.5

1.0

0.0

0.9

0.8

0.8

0.4

0.0

５０～１００万円

未満の売買益

3.0

1.1

2.0

0.0

1.0

1.3

0.9

2.2

2.0

2.7

2.3

0.8

1.0

1.6

1.8

9.1

５０万円未満

の売買益

ほぼ損益は

ゼロであった

５０万円未満

の売買損

6.1

6.0

５０～１００万円

未満の売買損

6.2

5.6

0.0

6.0

１００～３００

万円未満の

売買損

12.1

3.6

2.2

2.2

2.0

3.8

３００～５００

万円未満の

売買損

1.4

1.9

4.0

3.5

1.0

0.5

0.0

0.0

0.0

1.0

2.7

1.8

1.6

５００万円

以上の売買損

0.8

1.9

6.1

2.0

0.5

0.0

0.0

0.0

1.0

0.5

2.1

1.2

0.0

平成２３年は

株式売買なし

無回答

1.7

1.8

1.6

1.0

1.1

2.0

1.1

1.0

1.6

3.0

0.0

2.6

1.0

1.8
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図表 33 平成 23 年中の配当金額-性・年代別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 34 平成 23 年中の配当金額-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

 

 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

26.7

26.0

27.9

47.6

40.7

25.0

20.5

17.2

17.9

32.3

28.9

38.0

31.0

32.5

38.3

34.4

27.0

27.9

10.2

12.2

7.0

6.5

10.0

10.7

16.4

10.7

11.4

12.6

9.4

4.8

7.3

8.3

18.9

16.4

12.1

7.5

8.3

6.3

1.2

1.6

6.7

7.4

10.7

15.0 7.1

１万円未満

１～５万円

未満

6.0

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

2.5

2.5

0.0

0.0

2.1

2.3

2.2

0.8

５０～１００万円

未満

1.4

0.0

1.4

0.9

1.6

1.1

0.6

0.0

0.8

１００万円以上

7.7

7.3

3.3

8.2

5.7

9.4

9.8

9.5

7.9

配当金を

受領していない

1.6

2.1

0.8

1.1

0.0

0.0

0.7

1.2

1.0

無回答

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

26.7

28.4

25.3

25.0

25.6

22.0

59.9

26.2

11.0

12.4

6.5

6.1

27.1

26.5

32.3

35.6

28.0

28.8

40.0

22.0

22.0

54.9

45.0

23.9

21.8

33.5

31.7

10.2

10.0

10.8

11.5

8.9

10.0

6.7

22.0

23.0

7.3

12.1

11.7

9.5

11.4

10.0

14.0

11.5

10.0

24.8

26.6

11.7

11.3

7.5

5.4

10.8

4.8

16.0

10.6

22.6

30.3

6.8

7.9

4.8

18.2 12.1

１万円未満

0.0

１～５万円

未満

1.6

５～１０万円

未満

3.1

18.0

15.2

１０～２０万円

未満

7.8

1.6

5.0

0.0

1.5

２０～５０万円

未満

7.8

2.7

4.0

1.8

3.0

0.9

2.2

2.9

1.5

2.2

５０～１００万円

未満

0.5

1.0

1.0

0.0

0.8

1.6

0.0

1.9

0.5

0.9

1.2

１００万円以上

0.0

0.0

0.0

0.9

1.1

配当金を

受領していない

6.5

8.0

7.8

14.3

2.7

6.5

3.0

9.1

7.7

6.6

12.5

6.2

5.0

4.9

3.0

0.0

1.4

0.4

2.4

0.9

1.0

0.5

0.0

0.0

1.0

1.6

1.2

1.0

無回答
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（６） 株式配当金の主な受領方法 

● 株式配当金の主な受領方法は、｢銀行口座への振込みで受領｣(38.8％)と、｢金融機関(ゆ

うちょ銀行を含む)の窓口で現金で受領｣(37.7％)が僅差で並び、｢証券会社の口座への振

込みで受領｣は約２割(18.0％)であった。 

● 属性別にみると、年代別では、高年層ほど｢銀行口座への振込みで受領｣の割合が高く、

50 代以下では、｢金融機関(ゆうちょ銀行を含む)の窓口で現金で受領｣が最も高いが、65

歳以上では｢銀行口座への振込みで受領｣が最も高い。 

 

図表 35 株式配当金の主な受領方法-性・年代別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

男　性 484

女　性 287

２０～３０代 84

４０代 123

５０代 180

６０～６４歳 122

６５～６９歳 122

７０歳以上 140

性

別

年

代

別

37.7

36.8

39.4

35.7

39.8

41.1

39.3

37.7

31.4

38.8

36.6

42.5

28.6

30.1

36.1

39.3

45.9

49.3

金融機関の窓口で

現金で受領

銀行口座への

振込みで受領

15.0

13.1

18.9

16.7

21.1

27.4

14.3

20.2

18.0

証券会社の口座への

振込みで受領

0.8

4.5

5.4

3.1

7.1

8.9

5.6

2.5

2.9

国内発行株式は保有していない

／配当金を受領していない

0.8

1.4

1.6

0.6

0.0

1.2

0.7

1.0

0.9

無回答
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図表 36 株式配当金の主な受領方法-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 771

３００万円

　　　　　未満

331

～５００万円

　　　　　未満

186

～７００万円

　　　　　未満

104

～１０００万円

　　　　　未満

90

１０００万円

　　　　　以上

50

１００万円

　　　　　未満

182

～３００万円

　　　　　未満

195

～５００万円

　　　　　未満

100

～１０００万円

　　　　　未満

113

～３０００万円

　　　　　未満

124

３０００万円

　　　　　以上

33

株式ネット

取引あり

266

株式ネット

取引なし・不明

505

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

37.7

42.0

38.2

29.8

32.2

36.0

36.3

35.9

44.0

38.9

38.7

36.4

46.2

33.3

38.8

36.9

40.9

44.2

32.2

42.0

36.3

42.1

38.0

38.9

35.5

42.4

27.4

44.8

18.0

16.9

16.1

19.2

28.9

10.0

18.1

16.9

14.0

20.4

21.0

18.2

24.1

14.9

4.5

3.0

3.2

6.7

6.7

8.8

4.0

5.9

金融機関の窓口で

現金で受領

銀行口座への

振込みで受領

証券会社の口座への

振込みで受領

1.9

3.2

5.1

12.0

0.9

0.0

国内発行株式は保有していない

／配当金を受領していない

0.0

3.0

0.0

1.2

0.4

1.6

0.9

0.0

0.5

0.0

0.0

1.6

1.2

0.9

無回答
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３． 投資信託の保有状況について 

 

（１） 投資信託保有経験 

● 投資信託を｢現在持っている｣は 51.0％で、｢以前持っていたが、現在は持っていない｣

(16.0％)と合わせると、“投資信託保有経験率”は６割超(67.0％)である。 

● 属性別にみると、投資信託の現在保有率は女性の方が高い。年代別にみると、高年層で

は｢現在持っている｣が高く、70 歳以上では 54.8％。“投資信託保有経験率”では年代が

上がるほど高くなる。時価総額別にみると、総額が高い層では現在保有率が高く、総額

500 万円以上の層では６割を超える。 

 

図表 37 投資信託保有経験-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

51.0

47.0

56.1

40.8

46.9

52.5

50.9

56.6

54.8

16.0

16.2

15.7

8.3

8.9

13.6

21.7

17.5

24.5

32.6

36.2

28.0

50.8

44.1

33.5

26.7

25.3

20.2

現在持っている

以前持っていたが

現在は持っていない

これまでに持ったことがない

0.6

0.0

0.0

0.5

0.4

0.6

0.2

0.5

0.4

無回答
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図表 38 投資信託保有経験-年収・時価総額別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

51.0

53.1

49.8

51.6

45.8

51.9

27.6

48.1

57.7

65.6

72.5

69.2

16.0

18.5

14.6

10.3

13.1

20.4

13.4

15.8

19.7

18.5

13.8

20.5

32.6

28.2

34.3

38.1

41.1

27.8

59.1

35.7

22.5

15.9

12.5

7.7

現在持っている

以前持っていたが

現在は持っていない

これまでに持ったことがない

0.0

0.2

0.0

2.6

1.3

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

1.3

0.4

無回答
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（２） 投資信託保有状況 

● 現在保有している投資信託の種類は、｢株式投資信託｣が５割超(55.8％)で最も高く、｢公

社債投資信託｣(42.4％)、｢外国(で作られた)投資信託｣(37.5％)が４割前後、｢不動産投

資信託(ＲＥＩＴ)｣(17.9％)、｢ＥＴＦ(上場投資信託)｣は 6.0％と他と比べると少ない。

属性別にみると、｢株式投資信託｣は男性の保有率が高く、｢公社債投資信託｣と｢外国(で

作られた)投資信託｣は、女性の方が高い。インターネット取引状況でみると、｢株式投資

信託｣、｢不動産投資信託(ＲＥＩＴ)｣、｢ＥＴＦ(上場投資信託)｣はインターネット取引が

ある層の保有率が高く、｢公社債投資信託｣はインターネット取引がない層のほうが高い。 

● 現在保有している投資信託の購入金額は、いずれの投資信託の種類でも、｢100～300 万円

未満｣が最も高い。（｢ＥＴＦ(上場投資信託)｣は｢50 万円未満｣と同率。）｢ＥＴＦ(上場投

資信託)｣は、他の投資信託に比べて購入金額が低く、“100 万円未満”が 53.1 と半数を

超える。総合計でも｢100～300 万円未満｣(24.3％)が最も高く、“300 万円未満”が 48.2％

を占める。 

 

図表 39 投資信託保有種類-性・年代別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 株式投資信託 公社債投資信託 外国投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

全　体 536

男　性 275

女　性 261

２０～３０代 49

４０代 84

５０代 124

６０～６４歳 82

６５～６９歳 94

７０歳以上 103

性

別

年

代

別

55.3

51.5

38.2

46.7

26.5

39.3

41.1

37.8

52.1

48.5

55.8

64.4

46.7

65.3

47.6

54.0

67.1

42.4

 33.0

 37.5

 46.0

 35.0

 31.7

 41.7

 32.7

 43.3

 32.0

17.9

20.7

14.9

19.4

18.3

19.4

18.1

8.2

19.0

6.0

3.9

8.5

8.1

8.3

0.0

5.4

6.5

4.3
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図表 40 投資信託保有種類-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 41 保有投資信託の購入金額(各投資信託保有者) 

 

 

 

 

   n

227

299

32

96

201

536

　　外国投資信託

　　総合計

　　株式投資信託

　　ＥＴＦ

　　ＲＥＩＴ

11.9

11.4

28.1

15.6

11.9

9.3

24.2

22.4

25.0

24.0

19.9

14.6

27.3

27.4

28.1

29.2

31.8

24.3

12.3

15.7

15.6

16.7

13.4

14.2

14.5

14.0

3.1

8.3

14.4

17.5

7.5

7.4

7.0

14.6 5.6

５０万円未満

５０～１００万円

未満

１００～３００万円

未満

３００～５００万円

未満

５００～１０００万円

未満

3.1

0.0

１０００万円以上

1.5

3.1

0.0

1.7

2.2

無回答

公社債投資信託

   n 株式投資信託 公社債投資信託 外国投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

全　体 536

３００万円

　　　　　未満

269

～５００万円

　　　　　未満

119

～７００万円

　　　　　未満

65

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

28

１００万円

　　　　　未満

64

～３００万円

　　　　　未満

128

～５００万円

　　　　　未満

82

～１０００万円

　　　　　未満

99

～３０００万円

　　　　　未満

116

３０００万円

　　　　　以上

27

投信ネット

取引あり

91

投信ネット

取引なし・不明

445

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

46.1

37.0

43.1

32.7

39.3

32.8

36.7

45.1

39.4

55.2

37.0

34.1

44.052.6

71.4

59.3

62.9

60.6

54.9

52.3

45.3

75.0

61.2

63.1

57.1

50.6

55.8 42.4

 34.1

 59.3

 39.7

 37.4

 31.7

 38.3

 32.8

 39.3

 32.7

38.5

 31.1

 40.9

 38.2

 37.5

25.0

27.5

22.2

17.9

14.9

19.3

 28.6

 9.4

16.0

26.3

 15.9

11.7

 25.0

18.5

14.3

6.0

4.3

9.2

14.3

8.6

7.4

4.2

5.6

4.1

1.6

7.8

3.7

6.1
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（３） 投資信託の購入場所 

● 投資信託の購入場所は、｢銀行の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(45.1％)と｢証

券会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣(41.4％)が、ともに４割台を占めて高

い。 

● 属性別にみると、男性は女性に比べ｢証券会社のインターネット取引口座｣が高い。年代

別では、20～30 代は他の年代層に比べて、｢証券会社の店頭(電話注文・コールセンター

を含む)｣が低い一方、｢証券会社のインターネット取引口座｣、｢銀行のインターネット取

引口座｣が高い。個人年収別では、年収が高い層では｢証券会社のインターネット取引口

座｣の利用率が高く、1,000 万円未満の層では 26.5％を占める。年収 500 万円未満の層で

は｢銀行の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣や｢証券会社の店頭(電話注文・コー

ルセンターを含む)｣の利用率が高めになっている。時価総額別では、時価総額の高い層

ほど｢証券会社の店頭(電話注文・コールセンターを含む)｣が高い。 

 

図表 42 投資信託の購入場所-性・年代別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 銀行の店頭 証券会社の店頭

証券会社の

インターネット

取引口座

銀行のインター

ネット取引口座

ゆうちょ銀行の

店頭

確定拠出年金制

度で

その他 無回答

全　体 536

男　性 275

女　性 261

２０～３０代 49

４０代 84

５０代 124

６０～６４歳 82

６５～６９歳 94

７０歳以上 103

性

別

年

代

別

43.3

47.1

35.7

42.7

57.3

52.1

38.8

40.0

42.9

26.2

40.3

39.0

51.1

57.3

  4.7   5.8

  0.8

  4.8

  0.0

  0.0

 0.4

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 1.0

 46.9

45.1

22.4

41.4

18.4

 19.0

 4.9

 16.7

 7.7

 17.7

 5.3

 11.0

 12.3

   1.0

   10.7

   2.4

   8.1

   5.7

   12.2

   3.2

   5.8

   5.8

 4.0

  6.0

  4.1

  5.6

  7.4

  5.8

  6.1

  6.5

  4.0

 14.3

  3.4

  2.4

  6.0

  5.0

  5.8

  4.7

  0.0

  4.9

  7.3

  3.2

  4.8

 0.2
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図表 43 投資信託の購入場所-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 銀行の店頭 証券会社の店頭

証券会社の

インターネット

取引口座

銀行のインター

ネット取引口座

ゆうちょ銀行の

店頭

確定拠出年金制

度で

その他 無回答

全　体 536

３００万円

　　　　　未満

269

～５００万円

　　　　　未満

119

～７００万円

　　　　　未満

65

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

28

１００万円

　　　　　未満

64

～３００万円

　　　　　未満

128

～５００万円

　　　　　未満

82

～１０００万円

　　　　　未満

99

～３０００万円

　　　　　未満

116

３０００万円

　　　　　以上

27

投信ネット

取引あり

91

投信ネット

取引なし・不明

445

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

50.2

46.2

50.8

41.5

43.4

44.8

37.0

49.9

 2.5

 3.7

 0.7

 2.5

 3.0

 1.7

 0.0

 3.7

 4.0

 11.1

 0.0

 0.8

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.8

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.2

32.1

30.6

40.0

45.1

 43.8

 22.0

41.4

   16.5

42.8

49.6

25.0

23.4

43.9

53.5

57.8

55.6

46.5

35.7

28.6

33.8

0.0

 12.3

 8.9

 10.1

 16.9

 9.4

 16.4

 11.0

 9.1

 12.9

 18.5

72.5

 17.9

 26.5

  5.8

  0.0

  6.1

 4.8

  3.4

  7.8

 7.3

  14.3

  4.6

 14.3

 34.1

  6.3

 3.7

 3.4

 5.8

 7.1

 5.6

 10.9

 6.2

  4.1

4.4

  4.7

 0.0

 5.2

  5.1

  3.6

 4.7

 3.4

 4.1

  9.2

  17.9

  7.8

 1.2

 4.4

 3.1

 5.2

 4.9

 4.9

  3.1

 9.2

 4.2

 5.8

 5.5

 3.6

 0.0

 6.1

 0.2
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（４） 平成 23 年中に受け取った投資信託の分配金 

● 平成 23 年中に受け取った投資信託の分配金は、｢１万円未満｣が 14.7％、｢１～５万円未

満｣が 15.7％で、約５割(52.0％)が“20 万円未満”である。｢分配金を受領していない｣

は 16.6％であった。 

● 属性別にみると、20～30 代では“5万円未満”が 55.1％を占めるが、60 代以上では“10

万円以上”がいずれも５割を超えている。インターネット取引状況別にみると、インタ

ーネット取引がある層は取引がない層に比べ“5万円未満”の比率が高い。 

 

図表 44 平成 23 年中に受け取った投資信託の分配金-性・年代別(投資信託保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 536

男　性 275

女　性 261

２０～３０代 49

４０代 84

５０代 124

６０～６４歳 82

６５～６９歳 94

７０歳以上 103

性

別

年

代

別

14.7

15.3

14.2

26.5

29.8

12.9

8.5

7.4

10.7

15.7

12.7

18.8

28.6

17.9

17.7

15.9

9.6

10.7

8.4

8.7

8.0

10.2

6.0

10.5

8.5

8.5

6.8

13.2

10.9

15.7

14.3

7.1

12.9

14.6

18.1

12.6

14.6

14.5

14.6

6.1

9.5

13.7

17.1

14.9

21.4

9.3

9.5

9.2

6.5

17.1

11.7

11.7

9.6

10.7

１万円未満

１～５万円

未満

５～１０万円

未満

１０～２０万円

未満

２０～５０万円

未満

0.0

6.0

５０～１００万円

未満

6.5

6.7

8.5

5.6

6.9

2.0

1.2

１００万円以上

16.6

11.5

9.8

19.1

14.6

18.5

22.6

12.2

21.5

分配金を

受領していない

1.0

1.1

0.0

1.6

0.0

0.0

1.5

0.0

0.7

無回答
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図表 45 平成 23 年中に受け取った投資信託の分配金 

 -年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 536

３００万円

　　　　　未満

269

～５００万円

　　　　　未満

119

～７００万円

　　　　　未満

65

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

28

１００万円

　　　　　未満

64

～３００万円

　　　　　未満

128

～５００万円

　　　　　未満

82

～１０００万円

　　　　　未満

99

～３０００万円

　　　　　未満

116

３０００万円

　　　　　以上

27

投信ネット

取引あり

91

投信ネット

取引なし・不明

445

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

14.7

15.2

11.8

13.8

20.4

17.9

35.9

24.2

9.8

3.7

22.0

13.3

15.7

17.1

10.9

16.9

12.2

25.0

28.1

17.2

23.2

10.1

10.3

3.7

17.6

15.3

8.4

9.3

6.7

7.7

8.2

3.1

9.4

9.8

14.1

7.8

9.9

8.1

13.2

14.9

16.0

7.1

14.1

17.1

20.2

10.3

14.3

13.0

14.6

14.9

18.5

13.8

10.7

18.3

24.2

16.4

18.5

9.9

15.5

9.3

10.8

11.8

4.6

4.1

15.2

18.1

14.8

9.4

11.8

10.7

15.5

29.6

6.0

4.0

１万円未満

１～５万円

未満

0.0

3.6

５～１０万円

未満

10.8

7.4

１０～２０万円

未満

6.1

3.1 4.7

7.8

２０～５０万円

未満

8.2

8.8

3.6

５０～１００万円

未満

0.0

4.7

4.9

4.1

7.2

9.2

6.7

4.1

１００万円以上

0.0

0.8

3.7

4.0

4.4

分配金を

受領していない

12.6

21.4

36.7

21.9

7.1

15.5

22.2

17.5

16.6

12.3

23.1

21.1

13.4

12.1

0.7

1.1

0.0

0.0

1.0

0.0

0.8

3.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.5

0.7

無回答
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（５） 投資信託購入時の重視点 

● 投資信託購入時の重視点は、｢安定性やリスクの低さ｣ (61.9％)、｢成長性や収益性の高

さ｣(41.8％)、｢分配金の頻度や実績｣(37.1％)が上位にあがった。 

● 属性別にみると、｢安定性やリスクの低さ｣は女性の方が高く、｢成長性や収益性の高さ｣

は男性の方が高い。年代別では、20～30 代は｢手数料の安さ｣や｢信託報酬の安さ｣が他の

年代と比べるとやや高い。時価総額別では、｢成長性や収益性の高さ｣は総額が高い層の

方が高い。インターネット取引状況別でみると、取引がある層は｢成長性や収益性の高さ｣

や｢手数料の安さ｣、｢信託報酬の安さ｣の割合が高く、取引がない層は｢安定性やリスクの

低さ｣の割合が高い。 

 

図表 46 投資信託購入時の重視点-性・年代別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

安定性やリス

クの低さ

成長性や収

益性の高さ

分配金の頻

度や実績

商品のわかり

やすさ

評価会社に

よる評価

手数料の安さ

信託報酬の

安さ

環境貢献と

いった社会的

責任の配慮

特にない、

わからない

その他 無回答

全　体 536

男　性 275

女　性 261

２０～３０代 49

４０代 84

５０代 124

６０～６４歳 82

６５～６９歳 94

７０歳以上 103

性

別

年

代

別

55.3

69.0

63.3

66.7

63.7

57.3

58.5

62.1

47.3

36.0

47.6

48.8

45.6

  4.8

  4.0

  6.1

  3.2

  7.6

  6.5

  6.1

  7.3

  7.4

  5.8

 1.8

 1.1

 0.0

 1.2

 0.8

 0.0

 5.3

 1.0

 0.0

 4.9

 0.0

61.9

42.6

39.3

28.6

36.9

41.8

36.2

34.1

32.1

38.8

35.6

38.5

37.1

35.5

 14.0

 14.5

  14.6

  9.6

  16.5

  11.9

 18.4

 15.7

  12.4

  9.6

  10.7

  10.2

  10.7

  13.4

  8.1

  13.4

  7.3

  10.3

 6.4

 12.7

  6.9

 18.4

 16.7

 9.7

  9.8

 3.9

  9.9

  6.2

 10.2

  4.1

 1.9

 1.0

 2.1

 3.7

 2.1

 2.9

 0.8

 1.2

 0.0

 2.3

 1.8

  6.5

  7.1

  9.5

 1.5  1.3

 1.8

 0.8

 0.0

 0.0

 2.9
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図表 47 投資信託購入時の重視点-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

安定性やリス

クの低さ

成長性や収

益性の高さ

分配金の頻

度や実績

商品のわかり

やすさ

評価会社に

よる評価

手数料の安さ

信託報酬の

安さ

環境貢献と

いった社会的

責任の配慮

特にない、

わからない

その他 無回答

全　体 536

３００万円

　　　　　未満

269

～５００万円

　　　　　未満

119

～７００万円

　　　　　未満

65

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

28

１００万円

　　　　　未満

64

～３００万円

　　　　　未満

128

～５００万円

　　　　　未満

82

～１０００万円

　　　　　未満

99

～３０００万円

　　　　　未満

116

３０００万円

　　　　　以上

27

投信ネット

取引あり

91

投信ネット

取引なし・不明

445

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

63.6

68.9

58.5

51.0

42.9

64.1

58.6

65.9

64.6

62.9

44.4

53.8

63.6

82.1

49.5

52.6

55.6

58.2

38.4

  11.2

  3.7

  13.2

  14.2

  15.2

  9.5

  14.8

  9.9

  10.3

  7.1

  8.6

  7.4

  7.2

  4.1

  10.7

  3.1

  5.1

  3.4

  3.7

  9.9

  2.9

  0.8

  2.0

  2.6

  7.4

  3.3

  1.8

  6.3

  10.1

  4.6

  12.5

  9.4

  6.1

  2.0

  5.2

  14.8

  2.2

  8.1

 1.9

 1.7

 1.5

 0.0

 0.0

 3.1

 0.8

 1.2

 2.0

 0.9

 3.7

 1.1

 1.6

 0.0

 0.0

 0.8

 2.0

 2.6

 0.0

 0.0

 1.6

61.9

26.6

39.0

31.9

41.8

41.5

46.2

53.1

35.9

36.9

38.5

37.0

45.7

42.4

34.1

28.9

37.5

39.4

39.5

33.8

28.6

28.6

37.1

  15.2

  13.4

 13.4

 13.8

  20.4

  11.0

  19.5

  9.4

 10.7

 14.0   10.3

  13.4

  8.4

  3.6

  0.0

  12.2

  7.7

  6.1

  10.9

  23.1

  9.9

 11.0

  10.9

 7.1

 24.5

 15.4

  5.0

 8.2

 13.3
 7.0

 1.2

 2.5

  4.1

 6.2

  3.3  1.9

 4.2

 0.0

 2.0

 0.0

 2.4

 2.1

 1.6

  4.1

  7.1

  10.7

 1.5

 0.0

 0.0

 3.1

 1.7

 1.1

 1.3
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４． 公社債の保有状況について 

（１） 公社債保有経験 

● 現在公社債を保有している割合は 32.0％。以前保有していた層も含めると、公社債保有

経験者は約５割(49.6％)である。 

● 属性別にみると、公社債の現在保有率は女性(41.7％)が男性(24.3％)を大きく上回る。

年代別では、65 歳以上の層では現在保有率が４割超と、他の層より高い。以前保有者を

含めた保有経験率は高年層ほど高い。個人年収別にみると、年収が低いほど現在保有率

が高く、特に年収 300 万円未満の層は保有率が 39.4％と高い。時価総額別では、総額が

高い層ほど現在保有率が高い。 

 

図表 48 公社債保有経験-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

32.0

24.3

41.7

16.7

31.3

24.6

28.6

42.8

45.2

17.6

14.9

21.1

8.9

24.6

21.7

16.3

20.7

49.2

59.1

36.8

74.2

59.8

50.0

47.8

40.4

31.4 2.7

現在持っている

8.3

以前持っていたが

現在は持っていない

これまでに持ったことがない

1.1

1.7

0.4

0.8

1.9

0.6

無回答

0.0

0.8
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図表 49 公社債保有経験-年収・時価総額別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

個

人

年

収

時

価

総

額

32.0

39.4

27.6

24.6

15.9

22.2

15.1

25.9

35.9

37.1

47.5

53.8

17.6

19.9

14.6

17.5

14.0

20.4

13.4

16.9

16.9

19.9

24.4

30.8

49.2

39.6

55.6

57.1

69.2

57.4

71.6

56.0

47.2

41.7

25.0

15.4

現在持っている

以前持っていたが

現在は持っていない

これまでに持ったことがない

1.3

1.1

0.0

0.0

2.1

1.0

1.1

0.8

0.0

0.0

3.1

0.9

無回答
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（２） 公社債保有状況 

● 現在保有している公社債の種類では、｢個人向け国債(変動 10年)｣ (50.3％)、｢個人向け

国債(固定５年)｣(49.7％)が高く、｢地方債｣(14.0％)、｢社債｣(11.9％)は１割台。 

● 属性別でみると、｢個人向け国債(固定５年)｣は女性で高い。 

● 現在保有している公社債の額面総額は、いずれも｢100～300 万円未満｣の割合が最も高く、

総合計でも 30.4％を占める。 

 

図表 50 公社債保有種類-性・年代別(公社債保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 51 公社債保有種類-年収・時価総額別(公社債保有者、複数回答) 

 

 

 

 

 

   n

個人向け国債・

変動１０年

個人向け国債・

固定５年

地方債 社債 その他国債 外貨建て債券 その他債券

全　体 336

男　性 142

女　性 194

２０～３０代 20

４０代 56

５０代 58

６０～６４歳 46

６５～６９歳 71

７０歳以上 85

性

別

年

代

別

51.4

49.5

50.0

55.4

44.8

37.0

53.5

55.3

44.4

53.6

55.0

39.3

46.6

56.5

49.3

54.1

50.3 49.7

 12.9

 15.5

 14.0

 5.0

 15.5

 17.4

 14.1

 18.8

 5.4

 15.0

 8.9

 12.7

 11.3

 11.9

 15.2

 15.5

 10.6

 9.9

 9.2

 0.0

 9.4

 9.9

 8.5

 9.8

 7.1

 10.3

13.0

 8.9

 3.6

 5.0

 9.2

 8.8

 5.2

 14.1

 11.8

8.7

  0.0

  1.8

  3.5

  0.5

  3.4

  2.2

  0.0

  1.2

  3.6

   n

個人向け国債・

変動１０年

個人向け国債・

固定５年

地方債 社債 その他国債 外貨建て債券 その他債券

全　体 336

３００万円

　　　　　未満

200

～５００万円

　　　　　未満

66

～７００万円

　　　　　未満

31

～１０００万円

　　　　　未満

17

１０００万円

　　　　　以上

12

１００万円

　　　　　未満

35

～３００万円

　　　　　未満

69

～５００万円

　　　　　未満

51

～１０００万円

　　　　　未満

56

～３０００万円

　　　　　未満

76

３０００万円

　　　　　以上

21

個

人

年

収

時

価

総

額

50.0

51.5

41.9

64.7

66.7

45.7

49.3

49.0

51.8

52.6

57.1

50.0

54.5

51.6

40.0

50.7

41.2

50.0

52.6

52.4

  3.2

50.3

23.5

33.3

49.7

 23.8

 18.4

 9.8

 13.0

 11.4

 9.7

 12.1

 16.0

 14.0

 11.8

 16.7

 14.3

 7.2

 5.9

 21.4

 14.5

 11.9

 8.6

 8.3

 11.5

 12.1

 22.6

 5.9

19.0

 9.2

 1.5

 19.4

 0.0

8.3

 10.1

14.3

13.2

5.4

 10.5

 8.6

 3.9

 8.9

 0.0

0.0

 11.8

14.5

7.1

23.8

 4.3

 19.4

 7.0

 15.2

 2.9

  1.0

  3.9

  2.9

  3.0

  1.4

  2.6

  0.0

  1.8

  5.9

 0.0

  0.0
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図表 52 保有公社債額面総額(各公社債保有者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

169

167

31

47

40

30

6

336

社債

外貨建て債券

その他債券

総合計

個人向け国債・

　　  変動１０年

個人向け国債・

　　  　固定５年

その他国債

地方債

10.7

9.0

19.4

12.5

33.3

8.3

13.6

16.8

9.7

12.8

15.0

20.0

11.3

32.0

34.7

29.0

42.6

32.5

30.0

33.3

30.4

13.6

13.8

6.5

17.0

20.0

16.7

13.4

16.6

10.8

10.0

13.3

15.8

9.5

10.8

25.8

16.7

14.0 6.8

0.0

10.6

５０万円未満

0.0

５０～１００万円

未満

１００～３００万円

未満

0.0

３００～５００万円

未満

0.0

9.7

12.8

５００～１０００万円

未満

0.0

2.1

2.5

１０００万円以上

2.1

7.5

3.3

0.0

4.2

33.3

4.1

無回答
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５． 上場株式等の売買益、配当金・分配金に対する 10％の優遇措置に対する考え方 

（１） 10％優遇措置の期限の認知状況 

● 10％優遇措置が来年末(平成 25 年 12 月末)に期限切れになることを、｢知っている｣は約

３割(32.0％)で、67.0％は｢知らない｣と回答。 

● 属性別でみると、男性の認知率(41.0％)が女性(20.6％)より高い。年代別にみると、高

年層ほど認知率が高い。時価総額別では、時価総額が高いほど認知率も高い傾向がある。

インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層は取引がない層に比べ認

知率が高い(49.3％)。 

 

 

図表 53 １０％優遇税率が来年末に期限切れになることの認知-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

32.0

41.0

20.6

26.7

26.3

27.5

34.2

36.7

40.4

67.0

57.9

78.5

73.3

72.6

72.5

62.7

62.7

58.5

知っている 知らない

1.1

0.6

0.0

0.9

3.1

1.1

0.0

1.0

1.0

無回答
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図表 54 １０％優遇税率が来年末に期限切れになることの認知-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

32.0

24.5

37.2

38.1

44.9

42.6

16.4

27.4

33.1

43.0

48.8

59.0

49.3

26.6

67.0

74.6

61.1

61.1

55.1

57.4

83.2

70.7

66.9

56.3

49.4

41.0

49.7

72.4

知っている 知らない

1.0

1.0

0.0

1.9

0.7

0.0

1.9

0.4

0.0

0.0

0.8

1.7

1.0

1.0

無回答
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（２） 10％の優遇措置が終了した場合に投資方針へ与える影響 

●売買益に対する 10％の優遇措置が終了した場合に投資方針へ与える影響については、｢(平

成 26 年以降、)上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になる(と思う)｣が

31.6％と最も高く、｢(平成 26 年以降、)上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又

は減らす(と思う)｣が 20.7％、｢(平成 25 年末までに、)保有している上場株式や公募株式

投資信託を売却する(と思う(評価損益次第))｣が 11.5％を占める。 

●配当・分配金に対する 10％の優遇措置が終了した場合に投資方針へ与える影響について

は、｢上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になる(と思う)｣が約３割

(29.7％)と高く、｢上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減らす(と思う)｣が、

約２割(22.5％)。属性別にみると、売買益、配当・分配金ともに、｢上場株式や公募株式投

資信託への新たな投資は慎重になる｣、「上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又

は減らす｣は、高年層で高く、時価総額でも比較的高額の層で高い。一方、｢特に影響はな

いと思う｣は若年層と男性で高く、｢わからない｣は若年層や女性と、時価総額の低い層で比

較的高い。 

 

図表 55 売買益に対する優遇税率１０％が終了した場合の投資方針-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

Ｈ２６年以降新たな

投資は慎重になる

Ｈ２６年以降投資を

やめる又は減らす

Ｈ２５年末までに

売却する

特に影響はないと

思う

わからない 無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

30.6

32.9

23.3

27.4

30.1

34.2

33.7

38.8

31.6

17.8

12.3

10.8

19.5

25.9

25.5

30.4

22.2

20.7   11.5

      13.1

9.7

14.3

12.7

14.4

    5.8

11.2

10.3

    27.4

    22.7

    28.0

     13.7

    21.1

12.8

     30.8

    12.5

   35.0

      38.9

23.1

35.8

27.1

27.1

     29.8

30.1

34.2

28.6 3.7

1.4

1.7

1.1

0.0

0.0

1.2

2.7

1.1
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図表 56 売買益に対する優遇税率１０％が終了した場合の投資方針 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

Ｈ２６年以降新たな

投資は慎重になる

Ｈ２６年以降投資を

やめる又は減らす

Ｈ２５年末までに

売却する

特に影響はないと

思う

わからない 無回答

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

32.7

33.5

31.7

27.1

25.9

24.6

28.9

33.1

43.7

36.3

33.3

32.6

32.2

25.5

23.0

27.1

22.2

37.1

32.0

17.2

25.0

17.8

32.1

31.6

21.3

19.8

15.4

25.0

23.8

25.4

19.9

14.7

14.8

10.3

18.3

19.2

24.7

20.7

      9.3

10.6

      10.6

      13.2

      11.9

12.1

      10.3

18.1

     11.9

      9.2

      12.8

13.0

      11.5

      7.8

   35.9

     21.1

  34.6

   22.2

   25.9

33.3

   14.2

   36.5

   21.9

      33.2

   19.6

     26.4

      19.4

   22.7

 34.9

23.1

30.3

30.1

0.9

1.2

2.5

0.0

      1.9

1.9

0.0

0.7

3.1

1.7

1.5

0.8

      2.6

1.4
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図表 57 配当・分配金に対する優遇税率１０％が終了した場合の投資方針-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

株式等への新たな投資

は慎重になる

株式・投信等の投資を

やめる・減らす

長期保有よりも

短期売買を優先する

特に影響はないと思う わからない 無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

29.1

30.5

20.8

22.9

28.0

34.2

32.5

37.8

20.7

24.7

15.1

19.5

31.7

28.3

26.1

30.6

13.5

35.0

27.4

25.8

18.6

19.9

14.4

22.7

37.2

32.5

36.9

26.3

26.7

25.3

28.7

 1.2

 0.0

 1.1

 3.1

29.7 22.5

      13.3

      8.7

8.5

8.4

     9.0

      6.7

      8.9

      8.5

     9.9

    9.0

23.0 29.1  1.2

   0.6

    2.7

  0.0

   1.3
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図表 58 配当・分配金に対する優遇税率１０％が終了した場合の投資方針 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

   n

株式等への新たな投資

は慎重になる

株式・投信等の投資を

やめる・減らす

長期保有よりも

短期売買を優先する

特に影響はないと思う わからない 無回答

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

31.6

29.3

27.8

25.2

33.3

22.4

28.9

30.3

39.7

36.3

25.6

28.5

31.3

26.0

23.4

18.3

21.4

28.2

26.5

28.1

20.5

21.8

23.7

15.0

27.6

32.5

33.6

33.3

23.7

24.8

23.2

20.5

19.4

35.9

32.6

20.3

35.3

22.2

22.2

27.1

18.5

39.2

30.8

26.1

16.6

22.5

25.6

18.8

30.7

 0.0

 0.0

 1.3

 1.0

29.7

14.7

16.7

13.1

22.5

     10.6

      13.1

      7.7

      7.9

      9.3

     8.3

     10.3

     6.0

     6.6

    7.7

8.8

7.5

12.8

      8.7 23.0 29.1

  1.5

  0.0

  1.9

  0.0

  1.9

  0.9

  0.8

  2.1

  1.4

  1.2
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（３） 優遇税率１０％の継続についての意向 

● 優遇措置の今後のあり方については「売買益、配当金・分配金ともに 10％の優遇措置は

継続すべきである｣(42.0％)が最も高い。属性別にみると、“50 代以上”で「売買益、配

当金・分配金ともに 10％の優遇措置は継続すべきである｣が４割を超えている。“40 代

以下”では、「売買益、配当金・分配金ともに 10％の優遇措置は継続すべきである｣が最

も高いのは同じであるが、「何らかの優遇措置は必要である｣が全体に比べ高い。時価総

額別にみると、1,000 万円～3000 万円の層では「売買益、配当金・分配金ともに 10％の

優遇措置は継続すべきである｣が 57.5％。 

 

図表 59 優遇税率１０％の継続についての意向-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

42.0

46.3

36.6

32.5

33.5

43.2

44.7

47.6

47.3

6.8

8.4

4.7

10.0

6.1

5.1

7.5

6.6

6.9

3.2

3.4

3.0

2.5

2.5

3.1

7.5

7.4

7.7

7.5

6.1

6.4

6.2

7.8

11.2

15.4

13.5

17.8

20.0

18.4

14.8

16.1

15.1

10.1

7.0

7.4

6.5

6.7

8.4

10.2

4.3

5.4

5.3

17.0

12.5

22.6

20.8

22.3

17.4

14.9

12.7

14.4

売買益、配当分配金

ともに継続すべき

売買益、配当分配金

ともに必要ない

売買益に対する

措置は継続すべき

3.9

4.2

3.2

配当・分配金の

措置は継続すべき

何らかの優遇措置

は必要であある

どちらでもよい わからない

1.6

0.6

0.4

1.1

無回答

1.1

1.2

0.0

1.1

3.1
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図表 60 優遇税率１０％の継続についての意向-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

42.0

39.8

46.9

35.7

46.7

46.3

31.0

38.0

45.8

51.7

57.5

46.2

52.3

40.7

6.8

5.9

7.1

7.9

11.2

3.7

8.6

6.8

7.7

6.6

2.5

6.0

6.6

3.2

2.8

3.8

3.7

3.4

3.5

7.7

5.0

7.5

7.5

7.1

12.7

1.9

6.9

7.1

8.5

8.6

8.8

5.1

6.4

8.7

15.4

16.4

15.1

15.9

9.3

20.4

17.7

18.0

14.1

15.2

8.8

20.5

13.1

15.7

7.0

5.9

5.9

7.9

10.3

11.1

8.2

8.6

4.9

2.6

6.9

8.7

6.0

17.0

20.5

12.1

16.7

15.9

5.6

22.0

16.2

15.5

11.9

12.5

7.7

7.4

18.2

売買益、配当分配金

ともに継続すべき

2.6

売買益、配当分配金

ともに必要ない

2.8

1.3

2.6

4.3

4.7

2.4

売買益に対する

措置は継続すべき

9.3

配当・分配金の

措置は継続すべき

何らかの優遇措置

は必要である

10.3

どちらでもよい わからない

1.3

1.9

0.0

1.3

0.8

2.1

1.2

1.1

1.0

0.0

0.7

1.9

0.0

0.0

無回答
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６． 少額投資非課税制度に対する考え方 

● 少額投資非課税制度(日本版ＩＳＡ)の認知は、｢内容まで知っている｣と｢内容は知らない

が、(言葉は)聞いたことがある｣を足し上げた名称認知率は 16.7％で、｢知らない｣は

83.1％を占める。｢内容まで知っている｣と回答した内容認知率は僅か 1.2％にとどまる。

属性別では、男性の名称認知率(21.0％)が女性(11.4％)より高い。年代別では 70歳以上

で名称認知率が 26.1％と他の年代より高い。 

● 利用意向は、｢利用したい｣(22.2％)と｢まあ利用したい｣(19.4％)を合わせた“利用した

い”計は、約４割(41.6％)を占め、｢利用したくない｣(8.5％)と｢あまり利用したくない｣

(7.8％)を合わせた“利用したくない” 計は 16.3％にとどまる。属性別でみると、男性

の利用意向(“利用したい” 計 44.8％)が女性(37.6％)を上回る。年代別では若年層で利

用意向が高く、20～30 代では、５割超(53.3％)を占める。インターネット取引状況別で

は、取引がある層の利用意向が 55.4％と高い。 

● 利用意向者に対して、利用目的を聞いたところ、｢老後の資金づくり｣(56.1％)と｢生活費

の足し｣(48.3％)が５割前後を占めている。属性別にみると、男性で｢耐久消費財(自動車

や家電)などの購入資金づくり｣が高い。年代別では、40 代以下で｢子供の教育資金づくり｣

が高く、50 代では｢老後の資金づくり｣、60 代では｢生活費の足し｣が高くなる。 

● 日本版ＩＳＡについて今後特に拡充すべき点は、｢投資上限額(現行では、１年 100 万円)

の拡大｣(20.1％)が最も高く、｢非課税となる金融商品の拡大(公社債や公社債投資信託な

ど)｣(13.8％)、｢ＩＳＡ口座の開設可能期間(現行では、平成 26 年～28 年の３年間)の延

長(又は恒久化)｣(12.2％)、｢１口座あたりの非課税となる期限(現行では、10 年間)の延

長｣(11.7％)が続く。 

● 日本版ＩＳＡの対象となる金融商品の累計購入額については、全体の７割超(77.5％)が

｢平成 23 年中は、(対象となる金融商品を)新規で購入していない｣、約１割（11.5％）が

“100 万円未満”である。 

 

図表 61 日本版ＩＳＡの認知状況-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

15.5

19.3

10.8

12.5

6.7

13.6

16.1

17.5

26.1

88.6

85.6

81.3

72.3

3.3

1.1

1.2

1.9

0.8

0.0

0.6

1.7

1.2

内容まで知っている

内容は知らないが、

聞いたことがある

82.0

93.3

84.2

78.8

83.1

知らない

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.1

無回答
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図表 62 日本版ＩＳＡの認知状況-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

15.5

11.6

22.6

12.7

19.6

18.5

11.6

12.8

21.1

21.2

16.9

15.4

15.8

16.1

0.4

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

内容まで知っている

0.4

0.8

0.0

1.2

1.3

0.8

0.7

1.3

1.7

1.2

4.8

2.6

2.8

2.6

内容は知らないが、

聞いたことがある

知らない

83.1

88.0

76.2

82.5

77.6

81.5

86.6

86.5

78.2

76.2

81.9

82.1

82.6

82.5

無回答

0.1

0.0
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図表 63 日本版ＩＳＡの利用意向-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 64 日本版ＩＳＡの利用意向-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

22.2

24.8

18.9

22.5

21.8

21.6

21.1

23.5

22.9

19.4

20.0

18.7

30.8

16.2

24.2

18.6

14.5

14.4

7.8

7.0

8.8

5.0

10.1

7.2

8.1

6.6

9.0

8.5

8.4

8.6

7.5

6.1

8.5

11.2

9.0

8.5

41.8

39.5

44.7

34.2

45.8

38.6

41.0

45.8

44.1

0.0

0.0

0.0

1.1

利用したい まあ利用したい あまり利用したくない 利用したくない わからない

0.2

0.3

0.0

0.6

0.3

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

22.2

19.7

23.0

22.2

28.0

31.5

13.4

22.9

24.6

31.8

28.1

23.1

31.2

20.4

19.4

17.6

19.7

27.0

17.8

22.2

20.3

18.0

24.6

18.5

19.4

10.3

24.2

17.0

7.8

7.9

7.5

7.1

7.5

11.1

6.9

9.4

7.0

8.6

5.6

5.1

5.4

8.2

8.5

8.7

9.2

8.7

5.6

5.6

11.2

7.1

4.2

6.6

7.5

12.8

5.7

8.7

41.8

45.8

40.2

34.9

41.1

29.6

47.8

42.5

39.4

33.8

38.8

48.7

33.6

45.2

0.3

0.4

0.4

0.0

0.4

0.0

0.0

0.7

0.0

0.4

利用したい まあ利用したい あまり利用したくない 利用したくない わからない

0.6

0.0

0.0

0.0

無回答
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図表 65 日本版ＩＳＡの利用目的-性・年代別(日本版ＩＳＡ利用意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 66 日本版ＩＳＡの利用目的-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 (日本版ＩＳＡ利用意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 老後の資金づくり 生活費の足し

耐久消費財などの

購入資金づくり

子供の教育資金

づくり

住宅購入の

資金づくり

特に目的は

考えていない

その他 無回答

全　体 437

男　性 262

女　性 175

２０～３０代 64

４０代 68

５０代 108

６０～６４歳 64

６５～６９歳 63

７０歳以上 70

性

別

年

代

別

55.0

57.7

34.4

48.5

66.7

64.1

55.6

60.0

47.7

49.1

37.5

33.8

47.2

60.9

65.1

47.1

  3.1

  2.9

 1.4

1.1

1.5

0.6

0.0

0.0

1.6

1.6

1.4

56.1 48.3  22.2

 16.0

26.9

 15.6

 22.2

 17.1

 29.7

19.1

 26.3

27.9

 11.2

 7.4

 1.6

 1.6

 0.0

 11.5

 10.9

31.3

  7.4

  0.0

  0.0

  2.8

  3.0

7.8

  0.0  12.5

 15.3

 15.6

 14.9

21.9

 10.2

9.5

 17.1

 23.5

 3.1

 8.3

 4.7

 3.8

 6.9

 5.0

 4.4

 6.3

3.1

   n 老後の資金づくり 生活費の足し

耐久消費財などの

購入資金づくり

子供の教育資金

づくり

住宅購入の

資金づくり

特に目的は考えて

いない

その他 無回答

全　体 437

３００万円

　　　　　未満

189

～５００万円

　　　　　未満

102

～７００万円

　　　　　未満

62

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

29

１００万円

　　　　　未満

78

～３００万円

　　　　　未満

109

～５００万円

　　　　　未満

70

～１０００万円

　　　　　未満

76

～３０００万円

　　　　　未満

76

３０００万円

　　　　　以上

13

株式･投信ネット

取引あり

165

株式･投信ネット

取引なし・不明

251

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

56.1

52.9

59.7

55.1

62.1

37.2

56.9

52.9

71.1

61.8

46.2

45.5

61.8

50.8

56.9

40.3

36.7

34.5

46.2

44.0

51.4

56.6

47.4

46.2

46.7

49.4

 0.0

  1.6

  4.9

  3.4

  3.8

  2.8

  1.3

  1.3

  0.6

  3.6

  2.9

  6.5

  2.0

  6.9

  7.7

  5.5

  0.0

  4.4

0.9

2.9

0.0

0.0

1.2

1.2

56.1 48.3

26.9

 22.2

 34.5

 16.9

 25.5

30.6

 14.5

15.4

 24.2

 21.1

 26.6

 18.6

 19.7

 20.4

 11.2

 1.3

 9.8

 9.6

 11.5

 10.5

 14.5

 8.5

 20.7

 11.5

 19.3

 14.3

 8.6

  6.1

  3.0

  2.9

  0.0

 1.6

 15.3

23.1

 11.3

 12.7

20.6

 14.5

 10.5

 15.7

 16.5

17.2

18.4

15.7

 15.9

20.5

  5.0

  5.5

  5.7

  5.3

  7.7

  5.3

7.7

1.3

0.0

2.0

0.0

2.0

1.1

1.1
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図表 67 日本版ＩＳＡの最も重視する利用目的-性・年代別(日本版ＩＳＡ利用意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 68 日本版ＩＳＡの最も重視する利用目的-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 (日本版ＩＳＡ利用意向者) 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 437

男　性 262

女　性 175

２０～３０代 64

４０代 68

５０代 108

６０～６４歳 64

６５～６９歳 63

７０歳以上 70

性

別

年

代

別

39.1

38.5

40.0

17.2

32.4

53.7

45.3

36.5

40.0

5.0

5.0

5.1

18.8

10.3

5.0

6.9

6.3

5.9

9.5

23.1

22.9

23.4

21.9

13.2

19.4

28.1

34.9

24.3

17.4

16.8

18.3

23.4

26.5

11.1

15.6

11.1

20.0

5.0

5.7

4.0

4.7

2.8

4.8

10.0

老後の資金づくり

0.0

0.0

0.0

住宅購入の

ための資金づくり

1.4

0.8

2.3

3.1

4.4

0.9

0.0

2.8

0.0

0.0

子供の

教育資金づくり

2.3

3.7

1.6

4.3

耐久消費財などの

購入資金づくり

生活費の足し

特に目的は

考えていない

4.4

1.4

3.2

3.1

5.6

4.7

4.6

その他

3.9

3.4

6.3

2.9

無回答

   n

全　体 437

３００万円

　　　　　未満

189

～５００万円

　　　　　未満

102

～７００万円

　　　　　未満

62

～１０００万円

　　　　　未満

49

１０００万円

　　　　　以上

29

１００万円

　　　　　未満

78

～３００万円

　　　　　未満

109

～５００万円

　　　　　未満

70

～１０００万円

　　　　　未満

76

～３０００万円

　　　　　未満

76

３０００万円

　　　　　以上

13

株式･投信ネット

取引あり

165

株式･投信ネット

取引なし・不明

251

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

39.1

38.1

35.3

38.7

46.9

48.3

25.6

29.4

40.0

61.8

48.7

23.1

32.1

43.0

5.0

5.3

6.5

4.1

5.1

12.8

5.5

5.0

2.6

9.7

6.4

8.3

4.4

23.1

24.9

26.5

24.2

12.2

13.8

28.2

19.3

27.1

18.4

26.3

15.4

24.2

23.5

17.4

19.0

16.7

12.9

20.4

17.2

21.8

18.3

18.6

14.5

15.8

23.1

22.4

14.7

5.0

5.9

4.1

3.8

7.3

8.6

1.3

23.1

4.2

6.0

老後の資金づくり

0.0

0.5

1.4

住宅購入の

ための資金づくり

3.9

0.0

2.0

1.6

0.0

0.0

0.0

1.4

0.9

1.3

0.0

4.0

2.6

6.9

子供の

教育資金づくり

3.9

0.0

0.0

1.4

6.1

2.6

1.3

8.2

5.9

耐久消費財などの

購入資金づくり

3.4

1.4

7.7

生活費の足し

特に目的は

考えていない

4.2

3.9

その他

2.0

4.8

2.0

6.9

7.7

3.7

1.4

5.3

5.5

2.8

0.0

7.7

無回答

3.2

3.4

5.3

1.3
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図表 69 日本版ＩＳＡの今後の拡充について-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 70 日本版ＩＳＡの今後の拡充について-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

11.7

11.6

11.8

15.8

13.4

12.7

9.3

9.0

10.6

20.1

23.1

16.3

17.5

20.1

19.9

23.6

21.1

18.1

12.2

13.8

10.1

20.0

15.6

12.3

9.3

10.2

8.0

2.5

42.0

0.0

0.0

2.7

1.7

1.1

2.2

0.6

1.2

0.6

0.8

1.7

1.2

口座開設の

年齢制限の撤廃

１口座あたりの非課税

となる期限の延長

投資上限額の

拡大

ＩＳＡ口座の開設

可能期間の延長

16.5

14.5

16.1

12.3

12.3

10.8

17.2

11.1

13.8

非課税となる

金融商品の拡大

1.1

1.2

0.8

1.7

1.7

1.5

1.4

1.4

その他

42.8

37.9

40.3

34.1

32.5

41.3

36.6

38.7

わからない

0.6

0.8

0.6

1.1

0.7

0.9

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

11.7

10.7

10.9

15.9

7.5

25.9

14.2

13.2

12.7

11.3

10.0

7.7

14.4

11.6

20.1

16.8

24.3

19.0

23.4

27.8

9.1

17.7

26.1

25.2

29.4

30.8

30.5

16.1

12.2

9.7

14.6

19.8

14.0

5.6

15.1

14.3

12.7

7.3

13.1

5.1

14.8

12.1

0.0

2.8

0.0

0.0

35.1

0.4

0.0

0.0

0.0

0.3

2.3

2.6

1.9

1.7

0.9

0.0

0.6

0.9

0.0

1.3

0.7

3.7

2.1

1.2

口座開設の

年齢制限の撤廃

１口座あたりの非課税

となる期限の延長

投資上限額の

拡大

ＩＳＡ口座の開設

可能期間の延長

15.8

7.0

7.7

14.4

19.2

15.5

10.9

10.8

14.8

11.2

11.9

10.0

16.8

13.8

非課税となる

金融商品の拡大

1.0

2.0

1.3

1.4

1.1

2.2

1.9

0.8

1.4

1.4

その他

30.3

41.3

28.5

38.5

31.9

40.2

46.1

20.4

39.3

33.3

36.8

42.8

38.7

わからない

0.7

1.0

0.7

0.8

0.9

0.9

1.4

0.9

7.7

無回答
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図表 71 日本版ＩＳＡ対象金融商品の平成 23 年新規累計購入額-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 72 日本版ＩＳＡ対象金融商品の平成 23 年新規累計購入額-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

80.6

72.5

77.7

75.0

7.5

8.9

5.8

18.3

10.1

9.3

3.7

3.7

4.0

4.6

3.2

4.7

3.1

3.6

4.8

5.7

5.6

5.8

4.2

8.7

6.6

8.0 4.3

80.7

78.9

78.8

75.0

77.5

平成２３年は

新規購入してない

2.4

５０万円未満

3.9

3.3

５０～１００万円

未満

2.8

4.2

１００～３００万円

未満

0.5

3.0

2.5

0.8

2.2

0.0

1.1

1.9

1.5

３００～５００万円

未満

3.7

0.6

1.9

1.7

1.7

0.0

0.6

2.6

1.7

５００万円以上

3.0

1.2

0.4

1.7

1.7

2.8

1.4

2.0

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

77.1

74.6

72.9

82.3

77.4

64.1

64.4

7.5

7.9

3.8

7.9

16.8

1.9

12.5

11.3

4.9

2.6

3.8

13.4

5.7

4.0

4.1

2.1

9.3

5.6

2.8

7.3

3.1

6.7

3.1

5.7

5.9

7.1

7.1

3.7

4.1

5.6

10.6

10.6

7.0

5.7

3.7

3.1

15.4

4.0

2.8

平成２３年は

新規購入してない

77.5

80.8

79.6

82.4

70.2

74.4

81.5

0.0

５０万円未満

５０～１００万円

未満

4.8

4.7

2.2

2.6

1.9

１００～３００万円

未満

0.9

10.3

３００～５００万円

未満

1.5

1.0

2.5

2.4

0.9

1.9

0.0

0.0

1.4

4.6

3.1

5.1

3.0

1.0

５００万円以上

0.9

1.7

1.2

2.1

2.4

1.9

0.0

0.4

0.0

3.3 1.3

無回答

2.0

2.8

1.7

0.8

0.9

0.0

2.2

1.1

1.9

2.6

1.3

2.1
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７． 金融所得課税の一体化に対する考え方 

（１） 損益通算の対象範囲拡大について 

● 平成 22年から特定口座内で損益通算できる範囲に上場株式等の配当金や分配金を加える

ことができるようになったことについての認知は、｢知っている｣は 22.8％、｢知らない｣

は 76.7％。属性別では、男性の認知率(28.5％)が女性(15.5％)より高い。年代別では、

高年層ほど認知率が高く、“65 歳以上”では約３割程度。また、時価総額が高い層ほど認

知率が高い。 

● 対象範囲拡大の認知者のうち、｢配当金等は証券会社を通じて受領すること｣という条件

を知っていたのは 76.2％。 

● 上場株式・公募株式投資信託の売買損益と配当金以外にも損益通算を拡大すべきかにつ

いては、｢(損益通算の範囲の)拡大は必要(だと思う)｣(34.2％)が｢(損益通算の範囲の)拡

大は必要ない(と思う)｣(10.6％)を上回った。属性別にみると、時価総額別では、総額が

高い層ほど｢(損益通算の範囲の)拡大は必要(だと思う)｣の割合が高い傾向がみられる。

また、インターネット取引がある層の方が、｢(損益通算の範囲の)拡大は必要(だと思う)｣

が高い。 

● 損益通算の範囲拡大意向者に対して、必要と感じる金融商品を聞いたところ、｢公社債の

利子や取引から生じる損益｣(60.2％)と、｢公社債投資信託の分配金や取引から生じる損

益｣(55.4％)がともに６割前後を占める。属性別にみると、男性は｢預貯金の利子｣と｢先

物(･オプション取引)などデリバティブ取引の損益｣が高い。 

● 損益通算の範囲拡大意向者に対して、幅広く損益通算をするために確定申告が必要にな

った場合の対応を聞いたところ、｢確定申告を行う｣(39.6％)が最も高く、｢(例えば証券

会社が発行する書類を利用できるなど)事務負担が小さければ(確定申告を)行う｣

(25.1％)、｢通算できる金額が大きければ(確定申告を)行う｣(22.0％)と続いている。一

方、｢確定申告は行わない｣は 6.1％にとどまる。属性別にみると、｢確定申告を行う｣は男

性が高く、女性では｢確定申告は行わない｣が高い。 

 

図表 73 損益通算の対象範囲拡大に対する認知-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

22.8

28.5

15.5

17.5

15.6

20.8

23.0

30.7

28.2

76.7

70.9

83.9

82.5

84.4

78.8

76.4

69.3

69.7

知っている 知らない 無回答

0.6

0.5

0.6

0.0

0.0

0.4

0.6

0.0

2.1
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図表 74 損益通算の対象範囲拡大に対する認知-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

22.8

17.2

25.9

23.8

37.4

29.6

13.4

20.7

20.4

28.5

36.3

38.5

34.2

19.9

76.7

82.1

73.6

76.2

61.7

70.4

85.8

78.6

79.6

71.5

63.1

61.5

65.4

79.6

知っている 知らない

0.0

0.6

0.3

0.0

0.6

0.0

0.8

0.9

0.0

0.9

0.0

0.4

0.8

0.6

無回答
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図表 75 損益通算を行うための条件の認知-性・年代別(損益通算認知者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 76 損益通算を行うための条件の認知-年収・時価総額・ネット取引状況別(損益通算認知者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 239

男　性 167

女　性 72

２０～３０代 21

４０代 28

５０代 49

６０～６４歳 37

６５～６９歳 51

７０歳以上 53

性

別

年

代

別

76.2

73.7

81.9

85.7

78.6

67.3

70.3

70.6

88.7

22.6

25.1

16.7

14.3

21.4

32.7

27.0

27.5

9.4

知っている 知らない

1.9

2.0

2.7

0.0

0.0

0.0

1.4

1.2

1.3

無回答

   n

全　体 239

３００万円

　　　　　未満

87

～５００万円

　　　　　未満

62

～７００万円

　　　　　未満

30

～１０００万円

　　　　　未満

40

１０００万円

　　　　　以上

16

１００万円

　　　　　未満

31

～３００万円

　　　　　未満

55

～５００万円

　　　　　未満

29

～１０００万円

　　　　　未満

43

～３０００万円

　　　　　未満

58

３０００万円

　　　　　以上

15

株式･投信ネット

取引あり

102

株式･投信ネット

取引なし・不明

133

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

76.2

72.4

77.4

83.3

82.5

62.5

77.4

72.7

72.4

83.7

75.9

73.3

76.5

75.2

22.6

26.4

19.4

16.7

17.5

37.5

22.6

27.3

27.6

16.3

20.7

26.7

23.5

22.6

3.2

知っている 知らない

2.3

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

1.3

無回答
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図表 77 損益通算の対象範囲拡大に対する意識-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 78 損益通算の対象範囲拡大に対する意識-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

34.2

41.0

25.6

34.2

34.6

35.6

33.5

35.5

31.4

10.6

13.0

7.5

15.8

7.8

11.9

12.4

7.8

9.0

50.6

41.7

61.7

46.7

52.0

47.5

49.7

52.4

54.8

4.7

4.3

5.2

5.1

4.3

4.2

4.8

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

5.6

3.3

無回答

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

34.2

27.4

37.7

34.9

44.9

61.1

25.4

32.0

35.9

39.7

42.5

56.4

45.6

31.6

10.6

8.3

11.3

16.7

12.1

9.3

15.5

11.3

10.6

9.3

6.3

5.1

14.4

9.3

50.6

58.8

47.3

42.9

39.3

27.8

52.2

51.5

48.6

47.7

49.4

35.9

36.2

53.7

4.7

5.5

3.8

6.9

5.3

3.3

1.9

5.4

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

5.6

3.7

2.6

1.9

4.9

3.7

無回答
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図表 79 損益通算が必要と感じる金融商品-性・年代別(損益通算範囲拡大意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 80 損益通算が必要と感じる金融商品-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 (損益通算範囲拡大意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

   n

公社債の利子や取引

からの損益

公社債投信の分配金や

取引からの損益

預貯金の利子

デリバティブ取引の

損益

その他 わからない 無回答

全　体 359

男　性 240

女　性 119

２０～３０代 41

４０代 62

５０代 84

６０～６４歳 54

６５～６９歳 59

７０歳以上 59

性

別

年

代

別

60.4

59.7

63.4

56.5

59.5

57.4

57.6

67.8

53.3

59.7

53.7

50.0

66.7

57.4

49.2

50.8

38.8

41.5

 0.8

 2.4

 3.4

60.2 55.4

32.2

33.9

33.3

32.3

26.2

19.3

32.3

20.0

 19.0

24.2

39.0

 5.1

 15.3

 11.8

 17.3

5.6

 2.9

 0.0

 3.2

 4.9

 2.2

 0.0

 6.8

 6.0

 6.7

 6.7

 2.4

 7.4

 11.3

 5.1

 6.7

3.4

1.7

1.9

1.2

0.0

2.4

2.5

1.3

1.7

   n

公社債の利子や取引

からの損益

公社債投信の分配金や

取引からの損益

預貯金の利子

デリバティブ取引の

損益

その他 わからない 無回答

全　体 359

３００万円

　　　　　未満

139

～５００万円

　　　　　未満

90

～７００万円

　　　　　未満

44

～１０００万円

　　　　　未満

48

１０００万円

　　　　　以上

33

１００万円

　　　　　未満

59

～３００万円

　　　　　未満

85

～５００万円

　　　　　未満

51

～１０００万円

　　　　　未満

60

～３０００万円

　　　　　未満

68

３０００万円

　　　　　以上

22

株式･投信ネット

取引あり

136

株式･投信ネット

取引なし・不明

212

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

58.3

62.2

61.4

54.2

69.7

62.7

55.3

64.7

58.3

63.2

63.6

52.2

65.1

56.1

53.3

52.3

60.4

57.6

54.2

54.1

51.0

53.3

66.2

63.6

50.0

59.4

54.5

39.0

 2.2

0.0

0.0

1.7

1.5

0.0

0.7

60.2 55.4

29.2

37.5

29.4

31.7

33.3

30.6

43.8

34.1

33.3

22.3

32.3

22.7

 22.7

22.8

 13.3

25.4

15.2

31.3

17.8

 4.5

 13.7

17.3

 10.8

 19.6

10.3

 22.4

 4.4

 2.9

 2.3

 2.2

 0.9

 4.7

 2.1

 3.0

 2.2

 2.0

 0.0

 0.0

 0.0

 8.3

 6.7

 10.8

 3.3

 4.5

 6.3

 0.0

 5.1

 5.9

 5.9

 8.1

 6.1

 7.8

 9.1

2.4

2.0

2.4

1.7

2.3

3.3

1.4

1.7
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図表 81 損益通算時に確定申告が必要な場合の対応-性・年代別(損益通算範囲拡大意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 82 損益通算時に確定申告が必要な場合の対応-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 (損益通算範囲拡大意向者) 

 

 

 

 

 

   n

全　体 359

男　性 240

女　性 119

２０～３０代 41

４０代 62

５０代 84

６０～６４歳 54

６５～６９歳 59

７０歳以上 59

性

別

年

代

別

39.6

43.8

31.1

26.8

46.8

41.7

40.7

42.4

33.9

22.0

21.7

22.7

24.4

11.3

19.0

27.8

22.0

30.5

25.1

24.6

26.1

39.0

29.0

26.2

16.7

28.8

13.6

1.7

2.4

3.4

確定申告を行う

通算できる金額が

大きければ行う

事務負担が

小さければ行う

7.4

10.2

6.1

4.2

10.1

2.4

3.2

9.5

確定申告は行わない

5.1

4.6

5.8

5.6

8.5

8.4

4.9

9.7

わからない

0.0

1.9

1.2

0.0

2.4

1.7

1.3

1.4

無回答

   n

全　体 359

３００万円

　　　　　未満

139

～５００万円

　　　　　未満

90

～７００万円

　　　　　未満

44

～１０００万円

　　　　　未満

48

１０００万円

　　　　　以上

33

１００万円

　　　　　未満

59

～３００万円

　　　　　未満

85

～５００万円

　　　　　未満

51

～１０００万円

　　　　　未満

60

～３０００万円

　　　　　未満

68

３０００万円

　　　　　以上

22

株式･投信ネット

取引あり

136

株式･投信ネット

取引なし・不明

212

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

39.6

36.0

36.7

43.2

47.9

48.5

20.3

45.9

37.3

35.0

51.5

45.5

45.6

35.8

22.0

23.7

27.8

18.2

10.4

24.2

28.8

17.6

23.5

18.3

26.5

13.6

20.6

23.1

25.1

20.9

24.4

29.5

35.4

21.2

35.6

24.7

23.5

23.3

17.6

31.8

26.5

24.5

3.3

8.5

10.1

4.7

3.3

2.3

2.4

確定申告を行う

通算できる金額が

大きければ行う

事務負担が

小さければ行う

2.9

4.5

5.9

2.9

11.7

4.7

8.5

6.1

2.1

6.8

8.6

6.1

確定申告は行わない

4.5

7.8

5.1

4.4

5.8

6.1

3.7

0.0

11.7

0.0

4.2

0.0

わからない

0.0

1.9

0.7

0.0

1.5

0.0

2.0

1.7

0.0

0.7

1.4

無回答
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（２） 損失の繰越控除期間の延長希望 

● 繰越控除期間については、｢５年程度に延長すべき(である)｣(16.7％)、｢(法人税と同じ)

１０年程度に延長すべき(である)｣(6.7％)、｢無期限とすべき(である)｣(11.3％)を合わ

せた、“期間の延長をすべき”と考える人は３割超(34.7％)を占め、｢現状の３年でよい｣

(28.0％)を上回る。 

● 属性別では、インターネット取引がある層は、ない層に比べ、“期間の延長をすべき”

の合計(47.7％)が高い。 

 

図表 83 損失の繰越控除期間の延長希望-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

28.0

30.6

24.7

33.3

24.6

31.8

24.2

30.1

24.5

16.7

21.4

10.8

18.3

14.5

17.8

14.3

18.1

17.0

6.7

7.2

6.0

6.7

6.7

5.5

7.5

8.4

5.9

11.3

13.0

9.2

7.5

14.5

14.0

11.8

9.0

9.0

34.9

26.5

45.4

31.7

36.3

28.8

39.8

33.1

40.4

現状の３年でよい ５年程度に延長すべき １０年程度に延長すべき 無期限とすべき わからない

1.4

2.5

3.4

3.2

1.2

2.1

2.5

3.9

2.5

無回答
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図表 84 損失の繰越控除期間の延長希望-年収･時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

28.0

25.2

25.5

38.1

34.6

29.6

30.6

27.8

21.8

33.8

28.1

28.2

31.5

27.5

16.7

12.8

18.8

19.0

23.4

25.9

10.8

17.3

28.9

15.2

15.6

25.6

23.5

14.9

6.7

5.7

8.8

5.6

5.6

9.3

5.6

4.9

5.6

11.3

8.8

7.7

8.1

6.6

11.3

9.9

13.0

10.3

15.9

14.8

9.5

10.9

11.3

9.3

13.8

15.4

16.1

9.9

34.9

43.4

32.6

24.6

19.6

18.5

40.9

35.7

31.7

27.2

31.3

23.1

18.1

38.8

現状の３年でよい ５年程度に延長すべき １０年程度に延長すべき 無期限とすべき わからない

2.4

3.3

2.6

0.9

2.5

1.3

2.4

3.4

3.0

2.7

1.9

0.7

0.0

2.5

無回答
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８． マイナンバー（社会保障・税番号制度）に対する考え方 

● マイナンバーの導入については、｢導入すべき(である)｣(47.8％)が｢導入すべきでは

ない｣(17.0％)を上回っている。属性別にみると、男性では、「導入すべき(である)｣

が５割超(56.9％)と高い。個人年収別では、年収が高い層ほど｢導入すべき(である)｣

の比率が高くなるが、個人年収が 300 万円未満の層でも｢導入すべき(である)｣は約４

割(40.4％)を占める。 

● マイナンバーの導入意向者に｢導入すべき｣理由を聞いたところ、｢課税の公平性が保

たれる｣(80.7％)が最も高く、｢行政等の手続きの簡素化が期待できる(例えば、確定

申告の簡素化、本人確認が容易になるなど)｣(59.8％)、｢給付の公平性が保たれる(例

えば、低所得者を対象とした給付付き税額控除の導入など)｣(42.6％)、｢きめ細やか

な行政サービスが期待できる(例えば、将来的には国からの給付金などの各種申請の

通知など)｣(32.3％)、｢新しい税制等の恩恵が期待できる(例えば、金融商品間の損益

通算ができるなど)｣(20.7％)が続く。 

● マイナンバーの非導入意向者に｢導入すべきではない｣理由を聞いたところ、｢個人情

報の漏洩に不安がある｣(60.9％)、｢個人情報が国に管理されることに抵抗がある｣

(60.3％)がともに６割台を占める。 

 

図表 85 マイナンバーの導入意向-性・年代別 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

47.8

56.9

36.3

55.0

43.6

51.3

47.2

45.8

45.2

17.0

15.9

18.5

10.8

14.0

16.1

21.7

20.5

18.1

34.7

27.2

44.1

34.2

42.5

32.6

29.8

33.7

35.1

導入すべき 導入すべきではない わからない

1.6

0.0

1.1

0.5

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

無回答
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図表 86 マイナンバーの導入意向-年収･時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

47.8

40.4

52.3

59.5

53.3

61.1

47.4

45.5

49.3

45.7

51.3

53.8

58.1

45.1

17.0

16.6

18.4

13.5

16.8

18.5

15.5

16.2

16.9

15.9

23.1

23.1

15.1

19.0

34.7

42.0

29.3

27.0

29.9

20.4

37.1

37.2

33.8

37.1

25.6

23.1

26.5

35.4

導入すべき 導入すべきではない わからない

0.6

1.3

1.1

0.0

0.0

1.0

0.5

0.0

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答
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図表 87 マイナンバーを導入すべき理由 -性・年代別(マイナンバー導入意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 88 マイナンバーを導入すべき理由 

 -年収・時価総額・ネット取引状況別(マイナンバー導入意向者、複数回答) 

 

 

   n

課税の公平性が

保たれる

行政等の手続きの

簡素化が期待できる

給付の公平性が

保たれる

きめ細やかな

行政サービスが

期待できる

新しい税制等の恩恵が

期待できる

その他 無回答

全　体 502

男　性 333

女　性 169

２０～３０代 66

４０代 78

５０代 121

６０～６４歳 76

６５～６９歳 76

７０歳以上 85

性

別

年

代

別

85.6

71.0

68.2

66.7

81.8

86.8

88.2

89.4

57.7

63.9

53.0

70.5

58.7

52.6

57.9

64.7

 1.0

 0.9

 1.2

 3.0

 1.3

 0.0

 0.0

 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

80.7 59.8 42.6

53.9

46.2

35.5

36.4

38.5

38.8

46.1

43.5

32.3

32.9

32.9

31.8

29.7

34.6

33.9

27.1

37.3

 20.7

 28.2

 24.9

 12.4

 21.2

 21.8

 17.4

 13.2

 23.7  2.6

   n

課税の公平性が

保たれる

行政等の手続きの

簡素化が期待できる

給付の公平性が

保たれる

きめ細やかな

行政サービスが

期待できる

新しい税制等の

恩恵が期待できる

その他 無回答

全　体 502

３００万円

　　　　　未満

205

～５００万円

　　　　　未満

125

～７００万円

　　　　　未満

75

～１０００万円

　　　　　未満

57

１０００万円

　　　　　以上

33

１００万円

　　　　　未満

110

～３００万円

　　　　　未満

121

～５００万円

　　　　　未満

70

～１０００万円

　　　　　未満

69

～３０００万円

　　　　　未満

82

３０００万円

　　　　　以上

21

株式･投信ネット

取引あり

173

株式･投信ネット

取引なし・不明

302

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

79.5

81.6

80.0

80.7

87.9

72.7

82.6

84.3

78.3

85.4

81.0

80.9

81.5

59.0

60.8

49.3

68.4

66.7

65.5

58.7

50.0

58.0

61.0

76.2

59.0

59.3

 1.0

 2.0

 0.0

 1.3

 0.0

 0.0

 3.6

 0.0

 1.4

 0.0

 0.0

 0.0

 1.2

 0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

80.7 59.8

43.4

42.8

33.3

39.7

45.5

36.4

26.3

45.6

39.1

44.0

45.4

48.6

42.7

42.6

32.7

27.3

22.8

32.1

30.6

14.3

29.0

29.8

37.6

32.7

33.3

34.3

40.2

32.3

 19.2

 26.0

 9.5

 26.8

 23.2

 21.5

 16.4

 18.2

 19.3

 21.6

 17.6

 21.4

 29.3

 20.7
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図表 89 マイナンバーを導入すべきでない理由 

 -性・年代別(マイナンバー非導入意向者、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 90 マイナンバーを導入すべきでない理由 

 -年収・時価総額・ネット取引状況別(マイナンバー非導入意向者、複数回答) 

 

 

 

   n

個人情報の漏洩に

不安がある

国の個人情報管理に

抵抗あり

コスト面で効率が

悪い

あまりメリットを

感じない

何となく その他 無回答

全　体 179

男　性 93

女　性 86

２０～３０代 13

４０代 25

５０代 38

６０～６４歳 35

６５～６９歳 34

７０歳以上 34

性

別

年

代

別

57.0

65.1

61.5

68.0

68.4

57.1

61.8

50.0

65.6

54.7

60.0

55.3

68.6

64.7

61.8

48.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 2.6

 0.0

 0.0

60.9

38.5

60.3

28.6

23.7

23.1

23.7

 30.2

14.7

26.5

26.8

 7.7

36.8

 20.6

32.0

 32.6

20.4

 28.6

20.6

26.3

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 3.2

 0.0

 15.4

 1.7

 4.0

 15.4

 26.5

 11.4

 10.5

 15.1

 8.8

 10.5

 12.8

   n

個人情報の漏洩に

不安がある

国の個人情報管理に

抵抗あり

コスト面で効率が

悪い

あまりメリットを

感じない

何となく その他 無回答

全　体 179

３００万円

　　　　　未満

84

～５００万円

　　　　　未満

44

～７００万円

　　　　　未満

17

～１０００万円

　　　　　未満

18

１０００万円

　　　　　以上

10

１００万円

　　　　　未満

36

～３００万円

　　　　　未満

43

～５００万円

　　　　　未満

24

～１０００万円

　　　　　未満

24

～３０００万円

　　　　　未満

37

３０００万円

　　　　　以上

9

株式･投信ネット

取引あり

45

株式･投信ネット

取引なし・不明

127

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

67.9

61.4

41.2

50.0

70.0

50.0

67.4

58.3

75.0

56.8

55.6

75.6

55.1

48.8

61.4

70.6

77.8

90.0

52.8

62.8

62.5

54.2

59.5

88.9

64.4

57.5

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 1.2

 4.5

 0.0

 0.0

 2.2

 1.6

60.9 60.3

19.7

44.4

30.2

30.6

30.0

20.5

 22.2

 27.8

 33.3

17.6

 31.0

20.8

21.6

26.8

 28.9

20.8

 16.7

 30.2

 30.6

 15.9

 31.0

 26.0

 33.3

 40.0

35.3

37.5

 16.2

 26.3

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 8.3

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 1.7

 4.4

 18.9

 0.0

 10.7

 15.7

 11.1

 8.3

 12.5

 9.3

 13.9

 11.8

 20.5

 11.1

 12.8
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９． 特定口座制度に対する考え方 

（１） 特定口座制度の開設・認知状況 

● 特定口座を｢開設している｣(開設率)のは 54.2％である。これに｢開設していないが、知っ

ている｣(9.5％)、｢見聞きしたことはある｣(7.8％)を合わせた認知率は 71.5％となる。 

● 属性別でみると、開設率・認知率ともに男性のほうが高い。時価総額別にみると、時価

総額の高い層ほど開設率が高い。インターネット取引がある層は、開設率(80.2％)が突

出して高く、インターネット取引がない層では特定口座を｢知らない｣(32.2％)が高い。 

 

図表 91 特定口座開制度の開設・認知状況-性・年代別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

54.2

61.0

45.6

53.3

53.1

56.4

60.2

55.4

46.8

9.5

9.4

9.7

6.7

7.8

10.2

9.3

11.4

10.6

7.8

6.5

9.5

7.5

10.6

7.2

6.8

4.8

9.6

28.0

22.4

35.1

32.5

27.4

26.3

23.6

28.3

31.4

開設している

開設していないが

知っている

見聞きしたことはある 知らない

1.6

無回答

0.0

0.0

0.0

0.2

0.7

0.5

1.1

0.0
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図表 92 特定口座開制度の開設・認知状況-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

54.2

49.7

56.1

58.7

64.5

64.8

40.1

50.8

59.9

66.9

70.0

79.5

80.2

48.7

9.5

9.3

10.9

7.1

7.5

16.7

10.3

10.5

12.0

6.6

8.1

8.1

9.7

7.8

9.1

7.1

4.8

7.5

9.3

10.3

7.9

6.3

7.3

4.4

4.4

8.8

28.0

31.6

24.7

29.4

20.6

9.3

38.8

30.5

21.1

18.5

16.9

12.8

7.4

32.2

開設している

開設していないが

知っている

5.1

見聞きしたことはある

2.6

知らない 無回答

0.0

0.0

0.0

1.3

0.5

0.4

0.4

0.4

0.7

0.7

0.6

0.0

0.0

0.6
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（２） 特定口座の対象範囲拡大意向 

● 特定口座の対象となる取引・所得を拡大すべきかどうかについては、｢(特定口座の対象

となる取引や所得の)拡大は必要(だと思う)｣(37.4％)が｢(特定口座の対象となる取引や

所得の)拡大は必要ない(と思う)｣(9.5％)を大きく上回る。ただし、約５割(52.5％)は｢わ

からない｣と回答している。属性別にみると、｢(特定口座の対象となる取引や所得の)拡

大は必要(だと思う)｣は、男性では 43.8％と４割を超えている。また、個人年収の高い層

ほど｢(特定口座の対象となる取引や所得の)拡大は必要(だと思う)｣の割合が高い。イン

ターネット取引状況別にみると、インターネット取引がある層は｢(特定口座の対象とな

る取引や所得の)拡大は必要(だと思う)｣が５割超(54.7％)を占めて高い。 

 

図表 93 特定口座の対象範囲拡大意向-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

37.4

43.8

29.5

44.2

36.9

39.4

36.0

36.7

33.0

9.5

11.6

6.9

9.2

10.1

7.2

9.3

10.8

11.2

52.5

43.9

63.2

45.8

53.1

53.4

54.7

52.4

53.2 2.7

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

0.0

0.0

0.4

0.7

0.6

0.0

0.0

0.8

無回答
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図表 94 特定口座の対象範囲拡大意向-年収･時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

37.4

30.6

39.7

47.6

48.6

50.0

32.3

38.7

35.9

44.4

41.9

41.0

54.7

32.4

9.5

7.5

13.4

7.9

11.2

9.3

7.8

7.5

13.4

12.6

9.4

15.4

9.7

9.7

52.5

61.5

45.2

44.4

40.2

40.7

59.5

53.8

50.7

43.0

46.9

41.0

35.6

57.0

拡大は必要 拡大は必要ない わからない

0.9

0.4

0.6

0.4

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.7

2.6

0.0

無回答
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１０． 相続税や贈与税の軽減に対する考え方 

●若年層へ資産移転を行い、幅広い年齢層の投資を促進させるため相続税や贈与税を軽減す

るべきとの意見について、｢よいと思う｣は 40.9％、｢まあよいと思う｣(21.5％)を含めた

“よいと思う”計は約６割(62.4％)。属性別にみると、男性では“よいと思う”計が 65.3％

と６割を超えている。時価総額別では時価総額 500 万円以上の層のほうが高い。 

●相続税や贈与税の軽減意向者に対して、軽減する場合の優遇内容を聞いたところ、｢贈与

税の非課税枠の拡充(例えば、現在の 110 万円までの非課税枠の金額の引き上げ)｣

(52.4％)が最も高く、次いで｢相続時精算課税制度の拡充(例えば、現在の 2,500 万円まで

の生前贈与の非課税枠の金額の引き上げ)｣(34.7％)が高い。 

 

図表 95 相続税や贈与税の軽減について-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

40.9

43.6

37.4

43.3

44.1

41.9

39.8

36.7

39.4

21.5

21.7

21.3

20.8

22.3

21.2

22.4

22.3

20.2

18.2

17.3

19.4

16.7

16.2

14.8

23.6

19.9

19.1

5.6

5.8

5.4

4.2

6.1

5.5

4.3

6.6

6.4

5.0

6.0

5.0

1.9

5.4

4.8

8.1

4.8

12.3

6.7

5.6

11.0

6.8

7.8

9.0

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

あまりよいとは

いえない

5.5

3.9

8.3

よいとはいえない わからない

1.1

1.2

1.2

0.0

0.6

0.4

0.9

0.7

0.0

無回答
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図表 96 相続税や贈与税の軽減について-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

40.9

39.4

42.7

38.9

45.8

51.9

39.2

40.6

35.2

49.0

40.6

56.4

46.3

39.1

21.5

20.1

21.8

25.4

21.5

25.9

20.7

19.9

23.2

20.5

25.6

15.4

20.1

22.5

18.2

19.3

19.2

15.9

15.9

9.3

16.4

19.5

19.7

15.2

20.0

17.9

16.8

18.5

5.6

5.5

5.4

7.9

3.7

3.7

8.6

5.6

4.9

4.0

3.1

5.4

5.5

5.0

3.2

5.4

6.3

7.5

6.0

4.9

3.3

3.8

2.6

6.0

4.8

8.1

11.4

5.0

4.8

8.2

8.6

10.6

7.9

5.6

5.0

8.7

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

7.7

あまりよいとは

いえない

7.4

6.3

よいとはいえない

5.6

0.0

1.9

わからない

0.0

0.9

0.3

1.3

0.0

0.0

0.8

0.9

0.0

0.0

0.8

0.4

1.0

0.7

無回答



 

104 

 

図表 97 相続税や贈与税の軽減の優遇内容-性・年代別(相続税や贈与税の軽減意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 98 相続税や贈与税の軽減の優遇内容 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(相続税や贈与税の軽減意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 655

男　性 382

女　性 273

２０～３０代 77

４０代 119

５０代 149

６０～６４歳 100

６５～６９歳 98

７０歳以上 112

性

別

年

代

別

52.4

50.0

55.7

54.5

52.9

47.7

62.0

43.9

55.4

34.7

36.6

31.9

29.9

30.3

39.6

27.0

45.9

33.0

5.8

6.5

4.8

2.6

6.7

8.1

6.0

3.1

6.3

6.1

6.3

5.9

10.4

10.1

4.0

5.0

贈与税の

非課税枠の拡充

相続時

精算課税制度の拡充

相続・贈与における上場

株式等の評価方法の見直し

6.1

2.7

投資額の所得控除

2.7

1.0

0.0

0.7

0.0

2.6

1.8

0.5

1.1

無回答

   n

全　体 655

３００万円

　　　　　未満

302

～５００万円

　　　　　未満

154

～７００万円

　　　　　未満

81

～１０００万円

　　　　　未満

72

１０００万円

　　　　　以上

42

１００万円

　　　　　未満

139

～３００万円

　　　　　未満

161

～５００万円

　　　　　未満

83

～１０００万円

　　　　　未満

105

～３０００万円

　　　　　未満

106

３０００万円

　　　　　以上

28

株式･投信ネット

取引あり

198

株式･投信ネット

取引なし・不明

413

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

52.4

55.3

51.3

55.6

45.8

40.5

46.0

55.9

57.8

57.1

48.1

50.0

55.6

51.1

34.7

32.5

37.7

33.3

36.1

40.5

43.9

32.9

26.5

31.4

36.8

28.6

29.8

36.6

5.8

4.6

8.6

8.3

7.1

2.9

7.2

6.7

6.6

17.9

5.1

5.8

6.1

6.0

5.2

2.5

8.3

11.9

6.5

6.2

7.2

3.8

6.6

3.6

9.1

5.1

贈与税の

非課税枠の拡充

相続時

精算課税制度の拡充

3.7

5.2

相続・贈与における上場

株式等の評価方法の見直し

投資額の所得控除

1.1

1.7

0.6

0.0

1.4

0.0

0.7

1.2

1.2

1.0

1.9

0.0

0.5

1.5

無回答



 

105 

 

１１． 教育資金の確保のための優遇税制に対する考え方 

●教育資金の確保を促す税制優遇について、｢よいと思う｣は 48.9％、｢まあよいと思う｣

(25.0％)を含めた“よいと思う”計は約７割(73.9％)。属性別にみると、男性のほうが“よ

いと思う”計が高い。年代別では 20～30 代で“よいと思う”計が 83.4％と最も高く、次

いで 70 歳以上が 76.1％となっている。 

 

図表 99 教育資金の確保を促す税制優遇について-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

48.9

52.3

44.5

59.2

46.9

47.0

41.0

45.8

55.9

25.0

23.8

26.5

24.2

27.9

25.8

27.3

24.1

20.2

11.0

10.8

11.2

5.0

11.2

10.6

13.0

15.1

9.6

5.0

4.3

5.8

5.8

2.8

4.7

9.3

3.6

4.3

3.2

3.1

3.4

4.2

2.1

6.5

5.3

8.0

3.3

7.3

6.8

6.2

6.6

7.4

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

あまりよいとは

いえない

1.2

5.1

3.4

2.5

よいとはいえない わからない

0.5

0.6

1.9

0.0

0.6

0.6

0.5

0.6

0.0

無回答
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図表 100 教育資金の確保を促す税制優遇について-年収・時価総額・ネット取引状況別 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

48.9

45.8

52.3

50.8

54.2

55.6

49.1

45.5

45.1

58.3

51.3

56.4

52.3

47.8

25.0

25.6

25.5

26.2

20.6

24.1

24.1

27.8

26.1

19.2

24.4

20.5

24.5

25.5

11.0

11.6

10.0

7.9

11.2

7.4

10.3

11.7

12.0

9.3

10.0

10.3

8.1

11.6

5.0

5.3

4.6

4.8

4.7

3.7

6.5

5.3

5.6

2.6

3.8

5.4

4.3

3.2

2.4

1.7

4.0

5.6

3.4

3.4

4.0

1.9

2.6

3.7

3.1

6.5

8.3

5.9

5.6

6.0

5.6

7.0

6.6

7.5

5.4

7.0

よいと思う まあよいと思う どちらともいえない

5.1

あまりよいとは

いえない

9.3

4.2

よいとはいえない

3.7

5.1

0.0

わからない

0.0

0.6

0.7

0.0

1.3

0.0

0.0

0.8

0.4

0.0

0.8

0.0

1.0

0.6

無回答



 

107 

 

 

１２． 金融所得の課税方法に対する考え方 

● 上場株式や公募株式投資信託の売買益や配当金・分配金のほか、預貯金や債券の利子に

対し、今後は総合課税を目指すべきという意見については、｢現行の分離課税のほうがよ

い｣が 31.0％で、｢どちらかというと現行の分離課税のほうがよい｣(23.2％)を加えた“分

離課税がよい”計では 54.2％を占め、｢総合課税の方がよい｣(8.7％)、｢どちらかという

と総合課税の方がよい｣(5.9％)を足した“総合課税がよい”計の 14.6％を大きく上回る。 

● 属性別にみると、いずれの年代でも“分離課税がよい”計のほうが、“総合課税がよい”

計の比率を上回っている。時価総額別では、時価総額が高い層ほど“分離課税がよい”

計の比率がより高まる。 

● 現行の分離課税意向者に、分離課税のほうがよいと思う理由を聞いたところ、｢源泉徴収

がされるため｣(62.2％)が最も高く、｢(金融商品から生じる)損益を管理しやすいため｣

(18.1％)、｢金融所得が社会保険料等に影響しないため｣(9.8％) 、｢税率が分離課税のほ

うが低いため｣(7.9％)が続く。 

● 総合課税意向者に、総合課税のほうがよいと思う理由を聞いたところ、｢所得が大きけれ

ば高い税率(の適用)は当然(であるため)｣(51.0％)が約５割で、｢損失を(他の)所得と合

算すればメリットがある(ため)｣が 23.5％を占める。 

 

図表 101 金融所得の課税方法に対する意見-性・年代別 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

31.0

33.7

27.5

28.3

25.7

29.2

30.4

31.3

39.9

23.2

24.6

21.5

20.0

17.9

28.4

24.8

27.1

19.1

8.7

12.5

3.9

9.2

6.7

6.8

11.2

10.8

8.5

5.9

7.0

4.5

7.5

7.3

6.8

5.6

4.2

4.3

30.8

21.7

41.9

26.7

25.9

27.7

現行の分離課税

の方がよい

どちらかいうと現行の

分離課税の方がよい

総合課税の方がよい

どちらかいうと

総合課税の方がよい

28.8

42.2

35.0

わからない

0.5

0.6

1.2

0.0

0.6

0.4

0.5

0.5

0.0

無回答
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図表 102 金融所得の課税方法に対する意見 -年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

31.0

28.8

33.5

28.6

33.6

37.0

26.3

28.6

26.1

36.4

39.4

38.5

32.6

31.5

23.2

22.1

23.4

25.4

24.3

29.6

21.6

21.1

25.4

23.8

26.3

38.5

28.9

22.1

8.7

6.1

10.5

12.7

11.2

11.1

7.3

10.2

12.7

9.3

5.0

10.3

9.4

8.7

5.9

4.3

5.4

10.3

6.5

9.3

5.2

9.0

6.3

4.0

5.0

7.4

5.4

30.8

37.9

27.2

22.2

24.3

13.0

39.2

30.5

26.5

23.8

10.3

21.5

31.8

現行の分離課税

の方がよい

どちらかいうと現行の

分離課税の方がよい

総合課税の方がよい

2.6

どちらかいうと

総合課税の方がよい

29.6

わからない

0.6

0.3

0.6

0.0

0.0

0.8

0.4

0.0

0.8

0.0

0.8

0.5

0.0

0.0

無回答
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図表 103  現行の分離課税の方がよいと思う理由-性・年代別(現行の分離課税意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 104  現行の分離課税の方がよいと思う理由 

 -年収・時価総額・ネット取引状況別(現行の分離課税意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 569

男　性 341

女　性 228

２０～３０代 58

４０代 78

５０代 136

６０～６４歳 89

６５～６９歳 97

７０歳以上 111

性

別

年

代

別

62.2

64.8

58.3

65.5

64.1

52.9

52.8

68.0

73.0

18.1

16.1

21.1

19.0

16.7

26.5

19.1

15.5

9.9

9.8

10.3

9.2

8.6

7.7

11.0

18.0

6.2

7.2

7.9

6.5

10.1

6.9

9.0

6.6

10.1

8.2

7.2

2.6

2.2

源泉徴収されるため

（確定申告不要）

金融商品派生の

損益を管理しやすい

金融所得が社会保険料

等に影響しない

税率が分離課税

の方が低い

0.9

1.0

0.0

0.0

0.9

1.5

1.2

その他

0.0

0.0

0.0

1.8

1.0

0.7

0.4

0.9

0.7

無回答

   n

全　体 569

３００万円

　　　　　未満

258

～５００万円

　　　　　未満

136

～７００万円

　　　　　未満

68

～１０００万円

　　　　　未満

62

１０００万円

　　　　　以上

36

１００万円

　　　　　未満

111

～３００万円

　　　　　未満

132

～５００万円

　　　　　未満

73

～１０００万円

　　　　　未満

91

～３０００万円

　　　　　未満

105

３０００万円

　　　　　以上

30

株式･投信ネット

取引あり

183

株式･投信ネット

取引なし・不明

359

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

62.2

60.1

65.4

72.1

56.5

58.3

67.6

59.8

53.4

60.4

65.7

70.0

60.1

63.5

18.1

18.6

15.4

13.2

27.4

16.7

17.1

26.5

13.7

19.8

10.5

13.3

19.7

17.3

9.8

10.1

9.6

7.4

6.5

19.4

6.3

8.3

19.2

7.7

11.4

10.0

11.5

8.9

7.9

9.7

7.4

5.9

6.5

5.6

7.2

4.5

9.6

11.0

10.5

6.7

6.0

8.9

1.6

2.7

2.7

源泉徴収されるため

（確定申告不要）

金融商品派生の

損益を管理しやすい

金融所得が社会保険料

等に影響しない

税率が分離課税

の方が低い

0.3

1.0

1.1

0.0

1.8

0.0

1.5

0.7

1.2

1.2

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

0.7

0.4

1.5

0.0

1.6

0.8

1.4

0.0

1.0

0.0

1.1
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図表 105 総合課税の方がよいと思う理由-性・年代別(総合課税意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 106 総合課税の方がよいと思う理由-年収・時価総額・ネット取引状況別(総合課税意向者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 153

男　性 114

女　性 39

２０～３０代 20

４０代 25

５０代 32

６０～６４歳 27

６５～６９歳 25

７０歳以上 24

性

別

年

代

別

23.5

24.6

20.5

20.0

36.0

15.6

37.0

20.0

12.5

51.0

46.5

64.1

55.0

40.0

50.0

51.9

52.0

58.3

3.5

5.0

3.7

0.0

4.2

25.4

7.4

25.0

損失を所得と合算すれば

メリットがある

所得が大きければ高い税率は

当然

3.1

0.0

0.0

2.6

その他

28.0

31.3

24.0

20.0

15.4

22.9

無回答

   n

全　体 153

３００万円

　　　　　未満

53

～５００万円

　　　　　未満

38

～７００万円

　　　　　未満

29

～１０００万円

　　　　　未満

19

１０００万円

　　　　　以上

11

１００万円

　　　　　未満

29

～３００万円

　　　　　未満

51

～５００万円

　　　　　未満

27

～１０００万円

　　　　　未満

20

～３０００万円

　　　　　未満

16

３０００万円

　　　　　以上

5

株式･投信ネット

取引あり

50

株式･投信ネット

取引なし・不明

94

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

23.5

22.6

21.1

24.1

15.8

45.5

24.1

23.5

11.1

20.0

50.0

20.0

30.0

20.2

51.0

50.9

60.5

37.9

63.2

36.4

55.2

52.9

55.6

35.0

43.8

40.0

44.0

53.2

6.9

0.0

3.9

5.0

4.0

31.0

21.1

40.0

6.3

損失を所得と合算すれば

メリットがある

所得が大きければ高い税率は

当然

2.1

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

3.8

2.6

その他

24.5

22.0

40.0

33.3

19.6

17.2

18.2

18.4

22.6

22.9

無回答
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１３． 確定拠出年金制度に対する考え方 

● 確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入(している)｣が 12.4％、｢個人型に加入(し

ている)｣が 5.0％で、足し上げた 17.4％が加入しており、｢加入していない｣(68.6％)は

約７割を占める。 

● 属性別にみると、男性のほうが企業型の加入率が高く、年代別では若年層ほど企業型へ

の加入率が高く、20～30 代では企業型が 25.8％を占める。一方、個人型は、年代別にみ

てもほぼ一定で 5％前後程度。個人年収別にみると、年収の高い層ほど確定拠出年金制度

への加入率が高い。 

● 企業型の確定拠出年金制度加入者に、平成 24 年１月から企業型において加入者自身が自

己の資金を追加の掛金として拠出できるようになった「マッチング拠出」の利用意向を

聞いたところ、｢利用したい(または、既に利用している)｣が 24.6％、｢利用したいが勤め

先の企業がマッチング拠出に対応していない｣が 9.2％で、“利用したい”計は 33.8％と

なり、｢利用したくない(または、既に企業拠出が限度額に達している等で利用できない)｣

の 16.9％を上回る。 

● 確定拠出年金制度の改善点を聞いたところ、｢60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩

和(し、もしもの時に引き出し易くする)｣(25.2％)、｢(年金制度の一元化などの観点から)

加入資格を公務員まで拡大する｣(23.8％)、｢(公的年金の補完の観点から)加入資格を専

業主婦まで拡大する｣(22.8％)がいずれも２割台で上位を占める。 

● 属性別にみると、若年層ほど｢60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩和(し、もしも

の時に引き出し易くする)｣、｢(様々な金融商品で運用できるよう、)運用商品の選択肢を

増やす｣が高い。 

 

 

図表 107 確定拠出年金制度への加入有無-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

12.4

19.5

3.4

25.8

18.4

16.1

7.5

3.6

5.3

5.0

5.5

4.3

5.8

2.8

6.8

6.8

4.2

3.2

68.6

64.8

73.3

50.8

57.5

61.9

76.4

82.5

79.8

10.6

7.7

14.2

10.8

13.4

11.9

8.7

8.4

9.6

3.5

2.6

4.7

6.7

7.8

3.4

企業型に加入 個人型に加入 加入していない わからない

2.1

1.2

0.6

無回答
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図表 108 確定拠出年金制度への加入有無-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

   n

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

株式･投信ネット

取引あり

298

株式･投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

12.4

2.8

13.4

24.6

34.6

29.6

16.4

12.0

7.7

11.9

11.9

5.1

16.4

11.3

5.0

3.4

7.1

7.9

13.0

3.4

4.1

8.5

6.6

5.0

7.7

5.7

4.8

68.6

76.9

71.1

53.2

47.7

51.9

61.2

67.7

70.4

70.2

75.0

79.5

66.8

69.3

10.6

13.4

5.0

9.5

14.0

1.9

15.5

12.4

9.2

6.6

5.6

7.7

7.4

11.2

3.5

3.6

3.3

4.8

2.8

3.7

3.4

3.8

4.2

4.6

2.5

3.7

3.4

企業型に加入

0.9

個人型に加入 加入していない わからない

0.0

無回答
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図表 109 企業型におけるマッチング拠出の利用意向-性・年代別(企業型加入者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 110 企業型におけるマッチング拠出の利用意向 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(企業型加入者) 

 

 

 

   n

全　体 130

３００万円

　　　　　未満

14

～５００万円

　　　　　未満

32

～７００万円

　　　　　未満

31

～１０００万円

　　　　　未満

37

１０００万円

　　　　　以上

16

１００万円

　　　　　未満

38

～３００万円

　　　　　未満

32

～５００万円

　　　　　未満

11

～１０００万円

　　　　　未満

18

～３０００万円

　　　　　未満

19

３０００万円

　　　　　以上

2

株式･投信ネット

取引あり

49

株式･投信ネット

取引なし・不明

76

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

24.6

21.4

12.5

35.5

29.7

18.8

18.4

37.5

18.2

27.8

15.8

50.0

32.7

21.1

9.2

7.1

6.3

9.7

5.4

25.0

10.5

3.1

18.2

5.6

10.5

0.0

12.2

7.9

16.9

21.4

18.8

12.9

13.5

25.0

23.7

21.9

9.1

11.1

10.5

50.0

14.3

18.4

47.7

50.0

59.4

41.9

51.4

25.0

47.4

37.5

45.5

50.0

63.2

38.8

51.3

3.1

6.3

9.1

5.6

利用したい

（既に利用している）

利用したいが勤務先が

「マッチング拠出」に非対応

利用したくない

（利用できない）

0.0

わからない

1.3

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.5

0.0

無回答

   n

全　体 130

男　性 114

女　性 16

２０～３０代 31

４０代 33

５０代 38

６０～６４歳 12

６５～６９歳 6

７０歳以上 10

性

別

年

代

別

24.6

24.6

25.0

29.0

24.2

26.3

16.7

40.0

9.2

9.6

6.3

3.2

3.0

21.1

8.3

16.7

0.0

16.9

15.8

25.0

12.9

24.2

13.2

16.7

33.3

10.0

47.7

48.2

43.8

54.8

48.5

36.8

75.0

33.3

40.0

2.6

10.0

0.0

利用したい

（既に利用している）

利用したいが勤務先が

「マッチング拠出」に非対応

利用したくない

（利用できない）

わからない

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.8

1.5

無回答
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図表 111 確定拠出年金制度についての改善点-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 112 確定拠出年金制度についての改善点-年収・時価総額・ネット取引状況別 

 

 

 

 

   n

６０歳前でも

引き出せる

条件の緩和

加入資格を

公務員まで

拡大

加入資格を

専業主婦まで

拡大

運用商品の

選択肢を

増やす

毎月の拠出

限度額を

引き上げる

その他

改善してほしい点

は特にない

わからない 無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

40.8

33.0

29.2

  4.5

  3.7

  39.8

  0.5

  1.7

  1.7

  0.0

  1.2

  1.617.6

15.1

18.6

24.9

25.5

25.2

21.7

19.5

20.2

26.7

27.1

20.1

26.7

29.8

23.8

23.9

22.9

28.0

20.7

20.8

24.1

21.7

22.8

20.8

 13.3

 15.3

  11.2

  7.8

  12.2

  12.8

 22.5

 11.2

  15.0

  4.8

  5.0

  10.0

  5.3

  6.8

  8.5

  3.4

  9.2

  6.7

 3.0

 2.4

  2.2

 0.8

 1.7

 2.5

  3.1

 2.1

  2.3

  7.2

  7.5

 5.8

  6.0

 4.1

 6.4

 7.8

 40.4

 35.8

 39.9

 36.0

 36.3

 16.7

 41.1

 31.6

  1.3

  1.0

  0.6

   n

６０歳前でも

引き出せる

条件の緩和

加入資格を

公務員まで

拡大

加入資格を

専業主婦まで

拡大

運用商品の

選択肢を

増やす

毎月の拠出

限度額を

引き上げる

その他

改善してほしい点

は特にない

わからない 無回答

全　体 1,050

３００万円

　　　　　未満

507

～５００万円

　　　　　未満

239

～７００万円

　　　　　未満

126

～１０００万円

　　　　　未満

107

１０００万円

　　　　　以上

54

１００万円

　　　　　未満

232

～３００万円

　　　　　未満

266

～５００万円

　　　　　未満

142

～１０００万円

　　　　　未満

151

～３０００万円

　　　　　未満

160

３０００万円

　　　　　以上

39

投信ネット

取引あり

298

投信ネット

取引なし・不明

670

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

時

価

総

額

33.3

30.8

38.9

33.2

26.7

26.1

31.5

  11.9

  11.3

  5.1

  5.7

  2.0

  1.3

  5.1

  2.1

  6.0

  5.7

  33.8

  37.7

  36.3

  38.8

  2.0

  0.4

  0.0

  1.3

  0.8

  1.4

  2.0

  0.0

  0.0

  0.3

  1.323.7

27.9

10.3

18.8

21.2

23.4

21.7

25.2

22.8

28.2

20.5

28.8

23.8

22.8

22.3

26.4

23.8

24.6

22.2

22.4

24.4

22.2

24.2

10.3

26.9

22.5

26.1

23.7

19.4

25.4

19.2

20.6

19.6

24.1

22.8

  11.3

  18.8

  7.7

  10.6

  11.0

 12.6

 14.3

  21.5

  14.1

  16.5

  14.2

 22.2

 13.3

  10.1

  8.8

  6.7

  3.2

  6.3

  24.1

  4.7

  7.0

  11.1

  11.2

  5.3

  2.3

  2.3

 2.1

  2.2

 5.6

 4.7

 0.0

  1.7

 1.8

 1.9

  6.1

  5.1

  6.9

  6.0

  5.6

  14.8

 4.5

 6.3

 6.7

  6.0

 6.3

  4.7

  51.3

  28.2

 41.6

 36.0

 29.4

 27.1

 13.0

 36.6

 35.8

 32.3

  0.0

  1.0

  0.0
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１４． 調査対象者の属性 

 

（１） 性・年代 

 

図表 113 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 114 年代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

年

代

別

55.7

60.0

49.7

54.7

49.7

61.4

60.1

44.3

40.0

50.3

45.3

50.3

38.6

39.9

男性 女性

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

性

別

2.3

2.4

7.4

8.5

6.0

8.7

8.7

8.6

8.4

6.5

10.8

9.0

9.6

8.2

13.5

12.5

14.8

15.3

13.7

17.4

15.8

17.4

13.8

17.9

19.3

16.1

0.0

0.2

0.1

２０～２４歳

1.9

1.4

1.6

２５～２９歳

2.2

３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０歳以上
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（２） 職業 

 

図表 115 職業 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

7.8

11.1

3.7

10.8

6.1

7.6

9.9

9.0

3.9

7.5

12.8

6.7

10.1

17.8

9.3

8.9

9.9

23.3

16.2

11.4

5.6

6.7

10.4

20.0

9.5

7.2

4.3

5.8

5.6

0.2

1.7

0.0

19.8

44.7

14.2

19.0

19.5

24.2

22.9

9.7

2.7

18.5

11.2

5.4

2.1

23.1

30.6

13.8

3.0

23.0

46.4

63.8

卸・小売・

ｻｰﾋﾞｽ業主

4.8

0.0

3.4

1.8

2.5

0.6

製造･修理･

加工業主

0.5

6.1

2.5

0.6

1.9

1.2

1.9

0.8

0.0

0.0

1.0

自由業

1.6

1.2

0.9

管理職

0.5

5.0

2.4

事務系

勤め人

0.5

5.6

0.6

1.9

技術系

勤め人

1.1

3.0

2.7

0.6

1.9

0.6

労務系

勤め人

0.0

2.4

2.5

0.4

1.1

農林・漁業

0.0

1.7

0.0

0.0

1.7

0.6

1.9

1.1

3.4

公務員

0.0

8.1

3.3

5.0

5.3

学生

0.3

0.3

0.4

0.0

0.0

0.0

専業主婦

18.1

0.0

11.9

ﾊﾟｰﾄ･

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

･ﾌﾘｰﾀｰ

16.8

10.8

無職・

年金のみ

1.1

0.0

その他

6.9

4.8

6.8

4.2

3.4

0.8

3.7

5.5

4.7

無回答

0.3

0.5

0.0

0.0

0.6

0.0

0.6

0.6

0.0



 

117 

 

（３） 自身の収入源 

 

図表 116 自身の収入源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 自身の年収 

 

図表 117 自身の年収 

 

 

 

 

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

45.0

52.1

36.1

80.0

78.2

70.8

34.2

5.4

4.2

5.3

2.8

1.7

5.1

6.8

5.4

2.1

5.6

4.3

4.2

34.1

34.9

33.1

37.9

78.9

86.2

7.2

15.9

10.8

11.2

11.4

8.1

3.7

3.2

給与所得

4.2

事業所得

5.5

利子・配当

3.6

2.5

3.4

3.3

2.1

3.6

2.7

3.1

1.7

貯蓄の取り崩し

1.6

0.0

2.8

0.8

2.2

1.4

1.7

0.5

2.7

家賃・地代

0.8

0.6

0.0

0.4

1.7

1.7

恩給・年金

0.0

0.0

特に収入なし

1.1

0.6

0.3

2.5

その他

2.1

1.8

3.0

2.2

0.8

1.0

2.2

無回答

0.5

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

0.2

0.2

0.2

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

６０歳以上 515

性

別

年

代

別

48.3

22.1

81.3

40.8

42.5

41.9

60.2

52.4

52.7

22.8

32.3

10.8

29.2

14.0

13.6

19.9

30.7

34.0

12.0

19.0

3.2

20.0

13.4

13.6

8.1

10.8

8.0

10.2

17.3

7.5

22.3

16.5

4.1

6.4

2.8

３００万円未満

３００～５００

万円未満

５００～７００

万円未満

5.6

3.2

2.4

1.3

７００～１０００

万円未満

1.1

2.5

1.1

0.6

3.1

0.8

0.4

１０００～１２００

万円未満

1.7

0.0

0.0

1.2

3.8

0.8

0.2

2.4

1.4

１２００～１５００

万円未満

0.0

0.6

0.6

1.3

0.6

0.8

0.0

1.2

0.7

１５００～２０００

万円未満

0.0

0.6

0.6

0.8

1.1

0.0

0.0

1.0

0.6

２０００万円以上

2.1

3.4

0.6

0.0

1.6

1.1

1.8

0.7

無回答

55.0 28.5 8.9 3.7

1.6 0.40.40.4

1.2



 

118 

 

（５） 世帯人数 

 

図表 118 世帯人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 世帯年収 

 

図表 119 世帯年収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

5.0

3.4

6.9

5.0

2.1

7.2

8.5

37.1

37.9

36.1

7.5

10.1

22.0

47.8

56.6

74.5

23.2

22.9

23.7

21.7

20.7

31.4

29.8

25.3

9.0

22.2

24.3

19.6

46.7

43.6

29.2

9.3

4.8

3.7

7.7

7.4

8.2

15.0

15.1

11.9

3.7

3.2

3.9

7.8

2.1

1.1

１人

6.8

２人 ３人 ４人

0.5

0.6

５人

4.2

2.7

2.7

2.4

６人

0.6

0.0

0.5

７人

0.8

0.9

0.6

0.6

0.8

1.2

1.2

0.0

８人

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

９人以上

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

0.7

0.3

1.1

0.0

1.1

0.4

0.0

1.8

0.5

   n

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

10.8

8.4

13.8

3.3

5.0

5.1

20.5

13.9

17.0

26.4

27.4

25.2

23.3

12.3

12.7

27.3

39.8

46.3

23.4

22.1

25.2

39.2

24.6

19.5

21.1

23.5

19.1

21.4

22.4

20.2

20.8

38.5

25.8

15.5

15.1

10.6

7.9

8.5

7.1

5.0

8.9

14.8

7.5

4.7

5.1

4.1

5.0

13.1

2.6

3.1

1.9

3.8

３００万円未満

３００～５００

万円未満

５００～７００

万円未満

７００～１０００

万円未満

3.2

4.8

１０００～１２００

万円未満

3.7

1.7

0.6

１２００～１５００

万円未満

0.0

1.2

3.9

１５００～２０００

万円未満

2.1

0.6

3.3

２０００万円以上

0.0

0.6

1.8

2.2

1.3

1.7

1.7

3.8

2.5

無回答

1.0

0.9

1.3

1.7

1.3

0.6

1.2

1.6

0.0
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（７） 子供・孫の有無 

 

図表 120 子供・孫の有無（同居問わず） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 未就学児 小学生 中学生 高校生

専修学校・

各種学校生

高専・短大生 大学生・大学院生

その他の学生

（予備校生・

浪人生）

上記にあてはまる

子供・孫はいない

無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

31.5

30.1

50.0

45.3

45.8

28.7

35.7

32.7

38.3

  4.3

  0.0

  39.8

  29.5

 1.0

 1.1

 0.0

 0.6

 0.4

 0.6

 1.8

 2.7

12.7

17.3

30.9

27.3

7.2

50.6

44.7

40.8

46.3

34.4

18.7

6.2

29.6

7.5

20.0

17.4

18.6

8.5

 16.2

 18.6

  5.0

  7.2

  31.4

 23.5

 4.2

 15.5

  16.8

  0.6

  1.7

  0.0

  1.6

  1.2

  3.4

  1.7

  1.5

  1.6

 0.6

 0.9

  1.1

 0.8

 1.7

 0.4

  0.6

 1.6

  1.0

  22.9

  14.5

  10.8

 0.0

  12.6

 14.8

 21.8

 2.4

 0.0

 1.1

 2.1

 1.7

 2.2

 0.0

 0.9

 1.4

  27.5

  29.2

  29.4

  18.1

  42.4

  29.3

  15.6

 1.0
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（８） 今後の金融商品保有予定 

 

図表 121 今後の金融商品保有予定(金額を増やしたい) (複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 122 今後の金融商品保有予定(金額を減らしたい) (複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 預貯金

国内発行

株式

国内設定

投資信託

国内発行

公社債

外国発行

証券

外貨建て

金融商品

デリバティブ

商品

その他

金額を増やした

いものはない

無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

50.4

55.9

67.5

55.9

61.9

47.2

42.8

43.1

 0.5

 0.2

 0.8

 0.0

 0.8

 0.0

 0.6

 0.0

 1.0

 1.7

 0.8

 1.1

 1.7

 1.2

 1.6

52.9

16.5

15.7

14.3

17.4

16.2

23.6

9.7

27.5

17.4

7.4

6.0

1.2

5.5

7.3

8.3

4.3

7.2

5.9

5.6

 3.4

 5.0

 1.7

 4.1

 4.8

5.0

 7.2

5.9  3.7

 2.4

 1.2

 4.7

 5.6

 1.7

 3.7

 3.2

 3.4

 0.0

 0.5

 1.2

 2.5

 3.4

 5.0

 1.9

 2.1

 2.0  0.4

 1.2

 1.3 30.5

29.7

31.4

39.1

38.6

40.4

23.7

24.0

15.0

2.7

3.6

3.7

2.1

1.7

1.7

1.5

3.4

2.6

   n

国内発行

株式

国内設定

投資信託

国内発行

公社債

外国発行

証券

外貨建て

金融商品

預貯金

デリバティブ

商品

その他

金額を減らした

いものはない

無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

 0.2

 0.0

 0.8

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.9

 1.3

 0.0

 1.1

 1.7

 0.0

 1.621.8

24.7

23.0

17.8

9.5

6.7

14.0

20.7

17.7

22.3

22.9

23.6

15.3

11.2

16.9

18.1

7.5

17.4

7.4

7.2

2.5

3.0

3.9

2.5

5.8

3.4

4.5

5.8

 4.2

 1.1

 2.5

 3.4

 4.5

6.2

 4.2

8.0  6.9

 4.2

 3.7

 6.8

 2.2

 0.0

 5.2

 3.8

 4.4

 1.2

 1.6

 1.2

 1.3

 1.7

 0.8

 1.1

 1.5

 1.3  0.1

 1.2

 1.0 51.7

51.5

52.0

44.1

42.2

37.2

53.4

64.2

75.8

12.2

7.2

7.5

4.7

8.9

7.5

7.7

8.0

7.9



 

121 

 

 

図表 123 今後の金融商品保有予定(新しく保有したい) (複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

外貨建て

金融商品

国内発行

公社債

外国発行

証券

国内発行

株式

国内設定

投資信託

デリバティブ

商品

預貯金 その他

新しく保有した

いものはない

無回答

全　体 1,050

男　性 585

女　性 465

２０～３０代 120

４０代 179

５０代 236

６０～６４歳 161

６５～６９歳 166

７０歳以上 188

性

別

年

代

別

0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 0.0

 1.5

 1.1

 0.8

 2.2

 2.5

 0.0

 1.1

2.4

1.2

3.0

4.5

5.0

1.9

3.1

2.6

2.7

2.4

1.2

2.1

0.6

3.1

0.6

3.3

2.0

0.0

1.2

2.5

1.3

1.1

5.8

1.3

2.1

1.7

1.5

 1.7

 2.8

 5.0

 1.7

 1.6

0.6

 0.0

0.5  1.6

 0.0

 0.0

 3.0

 1.1

 4.2

 0.9

 2.2

 1.6

 0.0

 0.5

 0.0

 0.8

 3.4

 5.0

 0.4

 2.2

 1.4  0.0

 0.6

 1.3 77.0

73.8

80.9

80.1

77.7

78.2

77.1

77.7

68.3

16.0

16.9

14.3

9.7

9.5

7.5

12.5

12.3

12.4
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調調調調     査査査査     票票票票     
    

 

 

 



 

   -124- 



 

   -125-

＜金融商品の保有実態やお考えについてお伺いします。＞ 

【主な金融商品表】 

・預貯金 →→→→    

銀行預金、ゆうちょ銀貯金（郵便貯金）、貸付信託、 

金銭信託（ビッグを含む）など 

・株式 →→→→    株式（株式ミニ投資、株式累積投資、従業員持株制度を含む） 

・投資信託 →→→→    

株式投資信託、公社債投資信託、MMF、ETF（上場投資信託）、 

不動産投資信託（ＲＥＩＴ）など 

・公社債 →→→→ 

国債、地方債、社債、転換社債、金融債（ワイドを含む）、 

円建外債など 

・外国で発行された証券 →→→→    

外国株式、カントリーファンド、外貨建て債券（二重通貨債を含む）、 

外貨建てＭＭＦなど外国で作られた投資信託 

・外貨建て金融商品 →→→→ 米ドル建て預金、ユーロ建て預金など（証券を除く） 

・デリバティブ商品 →→→→ 外為証拠金取引（ＦＸ）、証券ＣＦＤ取引、商品先物取引など 

【全員にお伺いします。】 

問１ 次の金融商品のうち、あなたが現在保有しているものをお答えください。ご回答にあたって

はページ上部の【主な金融商品表】をご参照ください。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 預貯金 （普通預金、当座預金や定期預金など） 

2 株式（国内で発行されたもの） 

3 投資信託（国内で設定されたもの） 

4 公社債（国内で発行されたもの） 

5 外国で発行された証券（株式、投資信託、公社債） 

6 外貨建て金融商品（証券を除く外貨預金など） 

7 デリバティブ商品（外為証拠金取引（ＦＸ）、証券ＣＦＤ取引、商品先物取引など） 

8 その他 

9 いずれも持っていない  ⇒○をつけた方は問９－３へお進みください 

98.898.898.898.8    

73.373.373.373.3    

48.448.448.448.4    

31.131.131.131.1    

26.426.426.426.4    

16.916.916.916.9    

1.71.71.71.7    

1.51.51.51.5    

---- 

(NA:(NA:(NA:(NA:    －)))) 

【問１で「１」～「８」のいずれかに○をつけた方へお伺いします。】 

問２ あなたが現在保有している金融商品（問１の「１」～「８」）の合計額はいくら位ですか。

預貯金以外については時価で計算してください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 10 万円未満 

2 10～50 万円未満 

3 50～100 万円未満 

0.60.60.60.6    

1.71.71.71.7    

2.92.92.92.9 

4 100～300 万円未満 

5 300～500 万円未満 

6 500～1,000万円未満 

13.913.913.913.9    

12.412.412.412.4    

22.222.222.222.2 

7 1,000～3,000 万円未満 

8 3,000～5,000 万円未満 

9 5,000 万円以上 

31.431.431.431.4    

9.09.09.09.0    

4.64.64.64.6 

(NA:(NA:(NA:(NA:    1.31.31.31.3)))) 

問３ そのうち、証券（問１の「２」～「５」）の保有額はいくら位ですか。時価で計算してくだ

さい。(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 10 万円未満 

2 10～50 万円未満 

3 50～100 万円未満 

 

3.33.33.33.3    

10.210.210.210.2    

8.68.68.68.6    

4 100～300 万円未満 

5 300～500 万円未満 

6 500～1,000 万円未満 

 

25.325.325.325.3    

13.513.513.513.5    

14.414.414.414.4    

7 1,000～3,000 万円未満 

8 3,000～5,000 万円未満 

9 5,000 万円以上 

10 証券は保有していない⇒○を

つけた方は問９－１へお進みください 

15.215.215.215.2    

2.62.62.62.6    

1.11.11.11.1    

----    

(NA:(NA:(NA:(NA:    5.75.75.75.7))))
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問４ あなたが証券を購入（保有）した主な目的をお答えください。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=990990990990】】】】 

1 老後の生活資金のため 

2 子供や孫の将来のため 

3 耐久消費財（自動車、家電など）の

購入やレジャーのため 

4 使い道は決めていないが、長期の 

資産運用のため 

5 短期的に儲けるため 

35.135.135.135.1    

10.710.710.710.7    

    

4.74.74.74.7    

    

47.347.347.347.3    

8.78.78.78.7 

6 配当金、分配金、利子を得るため 

7 株主優待を得るため 

8 その企業等を応援するため 

9 証券投資を通じて経済の勉強を 

するため 

10 その他 

57.757.757.757.7    

22.722.722.722.7    

8.38.38.38.3    

    

7.57.57.57.5    

6.26.26.26.2 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.40.40.40.4)))) 

問５ あなたは、いつから証券投資を行っていますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=990990990990】】】】 

1 平成 24 年（2012 年） 

2 平成 23 年（2011 年） 

3 平成 22 年（2010 年） 

0.40.40.40.4    

1.31.31.31.3    

2.92.92.92.9 

4 平成15年～21年（2003～2009年） 

5 平成11年～14年（1999～2002年） 

6 平成 10 年（1998 年）以前 

31.331.331.331.3    

10.610.610.610.6    

43.543.543.543.5 

7 覚えていない    9.29.29.29.2 

(NA:(NA:(NA:(NA: 0.70.70.70.7)))) 

問６ あなたが初めて購入した証券をお答えください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=990990990990】】】】 

1 株式 

2 株式投資信託、ＥＴＦ（上場投資信託）、不動産投資信託（ＲＥＩＴ） 

3 公社債投資信託 

4 外国で作られた投資信託（外貨建てＭＭＦなど） 

5 個人向け国債 

6 その他公社債 

7 覚えていない 

59.659.659.659.6    

12.312.312.312.3    

8.78.78.78.7    

4.54.54.54.5    

10.610.610.610.6    

1.41.41.41.4    

2.22.22.22.2 

(NA:(NA:(NA:(NA: 0.60.60.60.6)))) 

問７ あなたは、証券投資で得たキャピタル・ゲイン（株式、投資信託や公社債の売買益）を主に

どういったことに使っていますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=990990990990】】】】 

1 家族との食事・レジャーや子・孫へのお小遣いといった家族サービス 

2 友人・知人との食事・レジャーといった交際費 

3 耐久消費財（自動車、家電など）の購入や自分の趣味の充実 

4 生活費の足し 

5 再投資 

6 貯蓄 

7 キャピタル・ゲインを得たことがない 

8 その他 

23.123.123.123.1    

11.711.711.711.7    

16.016.016.016.0    

21.221.221.221.2    

38.338.338.338.3    

28.428.428.428.4    

13.113.113.113.1    

4.04.04.04.0 

(NA:(NA:(NA:(NA: 0.0.0.0.7777)))) 
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問８ あなたは、証券投資で得たインカム・ゲイン（株式の配当金、投資信託の分配金や公社債の

利子収入）を主にどういったことに使っていますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=990990990990】】】】 

1 家族との食事・レジャーや子・孫へのお小遣いといった家族サービス 

2 友人・知人との食事・レジャーといった交際費 

3 耐久消費財（自動車、家電など）の購入や自分の趣味の充実 

4 生活費の足し 

5 再投資 

6 貯蓄 

7 インカム・ゲインを得たことがない 

8 その他 

29.629.629.629.6    

13.813.813.813.8    

13.013.013.013.0    

29.429.429.429.4    

28.128.128.128.1    

34.234.234.234.2    

4.54.54.54.5    

2.82.82.82.8 

(NA:(NA:(NA:(NA: 1.11.11.11.1 )))) 

問９－１ 現在保有している金融商品のうち、今後１～２年以内に金額を増やしたいと考えている

ものはありますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 預貯金 

2 株式（国内で発行されたもの） 

3 投資信託（国内で設定されたもの） 

4 公社債（国内で発行されたもの） 

5 外国で発行された証券 

（株式、投資信託、公社債） 

52.952.952.952.9    

17.417.417.417.4    

5.95.95.95.9    

4.84.84.84.8    

    

3.43.43.43.4    

6 外貨建て金融商品 

（証券を除く外貨預金など） 

7 デリバティブ商品 

（外為証拠金取引（ＦＸ）、 

証券ＣＦＤ取引、商品先物取引など） 

8 その他 

9 金額を増やしたいものはない 

    

2.02.02.02.0    

    

    

0.40.40.40.4    

1.31.31.31.3    

30.530.530.530.5 

(NA:(NA:(NA:(NA:    2.62.62.62.6)))) 

問９－２ 現在保有している金融商品のうち、今後１～２年以内に金額を減らしたい（やめたい）

と考えているものはありますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 預貯金 

2 株式（国内で発行されたもの） 

3 投資信託（国内で設定されたもの） 

4 公社債（国内で発行されたもの） 

5 外国で発行された証券 

（株式、投資信託、公社債） 

1.31.31.31.3    

17.717.717.717.7    

17.417.417.417.4    

4.54.54.54.5    

    

4.54.54.54.5    

6 外貨建て金融商品 

（証券を除く外貨預金など） 

7 デリバティブ商品 

（外為証拠金取引（ＦＸ）、 

証券ＣＦＤ取引、商品先物取引など） 

8 その他 

9 金額を減らしたいものはない 

    

4.44.44.44.4    

    

    

0.10.10.10.1    

1.01.01.01.0    

51.751.751.751.7    

(NA:(NA:(NA:(NA: 7.97.97.97.9 )))) 

【全員にお伺いします。】 

問９－３ あなたは、次にあげる金融商品のうち、現在保有していないが、今後１～２年以内に新

しく保有したいと考えているものはありますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 預貯金 

2 株式（国内で発行されたもの） 

3 投資信託（国内で設定されたもの） 

4 公社債（国内で発行されたもの） 

5 外国で発行された証券 

（株式、投資信託、公社債） 

----    

1.61.61.61.6    

1.61.61.61.6    

2.02.02.02.0    

    

1.71.71.71.7 

6 外貨建て金融商品 

（証券を除く外貨預金など） 

7 デリバティブ商品 

（外為証拠金取引（ＦＸ）、 

証券ＣＦＤ取引、商品先物取引など） 

8 その他 

9 新しく保有したいものはない 

    

2.62.62.62.6    

    

    

1.41.41.41.4    

1.31.31.31.3    

77.077.077.077.0    

(NA:(NA:(NA:(NA: 12.412.412.412.4)))) 
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＜株式についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 10 あなたは､これまでに株式を保有したことがありますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 現在持っている 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 

3 これまでに持ったことがない 

73.473.473.473.4    

9.49.49.49.4    

16.816.816.816.8    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.40.40.40.4)))) 

【問 10 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 10－1 あなたが現在保有している株式の種類をお答えください。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 国内の証券取引所に上場されて

いる国内株 

2 国内の証券取引所に上場されて

いる外国株 

3 証券取引所に上場されていない

国内株 

    

91.891.891.891.8    

    

2.52.52.52.5    

    

5.85.85.85.8    

4 国内で上場されていない外国株 

5 従業員持株制度で管理されている株式 

 

3.03.03.03.0    

10.410.410.410.4    

                    (NA:(NA:(NA:(NA:    －)))) 

問 11 あなたが現在保有している株式の総額は､時価でいくら位ですか｡(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 10 万円未満 

2 10～50 万円未満 

3 50～100 万円未満 

6.26.26.26.2    

15.815.815.815.8    

11.811.811.811.8 

4 100～300 万円未満 

5 300～500 万円未満  

6 500～1,000 万円未満 

31.331.331.331.3    

13.413.413.413.4    

10.810.810.810.8 

7 1,000～3,000 万円未満 

8 3,000～5,000 万円未満 

9 5,000 万円以上 

8.78.78.78.7    

0.90.90.90.9    

0.80.80.80.8 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.40.40.40.4)))) 

問 11-1 あなたが現在保有している株式の、１銘柄当たりの投資額は、およそどの位ですか。 

（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 10 万円未満 

2 10～50 万円未満 

3 50～100 万円未満 

12.612.612.612.6    

26.726.726.726.7    

21.021.021.021.0    

    

4 100～200 万円未満 

5 200～300 万円未満  

6 300～500 万円未満 

21.021.021.021.0    

8.38.38.38.3    

5.85.85.85.8    

    

7 500 万円以上 4.44.44.44.4    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:    0.10.10.10.1)))) 

問12 株式の投資方針について、教えてください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する 

2 値上がり益重視であり、短期間に売却する 

3 配当を重視している（配当の状況によっては売却する） 

4 特に決めていない 

5 その他 

45.945.945.945.9    

7.07.07.07.0    

14.014.014.014.0    

30.530.530.530.5    

2.52.52.52.5 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.10.10.10.1)))) 

 

○をつけた方は問 18 へお進みください 
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問 13 株式の平均的な保有期間を教えてください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 １日 0.30.30.30.3 

2 ～１か月 0.50.50.50.5 

3 ～３か月 1.41.41.41.4 

4 ～６か月 2.72.72.72.7 

5 ～１年 4.94.94.94.9 

6 ～３年 11114.44.44.44.4 

7 ～５年 17.917.917.917.9 

8 ～７年 8.48.48.48.4 

9 ～10 年 11.211.211.211.2 

10 10 年以上 37.537.537.537.5 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.80.80.80.8)))) 

問 14 あなたは、どこで株式の売買注文をしていますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 証券会社や銀行等の店頭（店舗への電話注文を含む）で 

2 証券会社のインターネット取引（携帯電話、スマートフォン等による取引を含む）で 

3 証券会社や銀行等のコールセンターで 

4 その他 

47.747.747.747.7    

34.534.534.534.5    

6.76.76.76.7    

14.814.814.814.8 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.41.41.41.4)))) 

問 15 あなたの昨年＜平成 23 年＞中（わからない場合は、概ね１年間で結構です。）の株式の 

売買損益（含み益や含み損は除きます。）について教えてください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 500 万円以上の売買益が出た 

2 300～500 万円未満の売買益が出た 

3 100～300 万円未満の売買益が出た 

4 50～100 万円未満の売買益が出た 

5 50 万円未満の売買益が出た 

6 ほぼ損益はゼロであった 

（±１万円以内程度） 

0.10.10.10.1    

0.10.10.10.1    

0.50.50.50.5    

1.31.31.31.3    

4.94.94.94.9    

    

10.410.410.410.4 

7 50 万円未満の売買損が出た 

8 50～100 万円未満の売買損が出た 

9 100～300 万円未満の売買損が出た 

10 300～500 万円未満の売買損が出た 

11 500 万円以上の売買損が出た 

12 昨年＜平成 23 年＞中は株式を売買

しなかった 

10.810.810.810.8    

7.07.07.07.0    

5.35.35.35.3    

1.61.61.61.6    

1.21.21.21.2    

    

55.155.155.155.1 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.71.71.71.7)))) 

問 16 あなたが昨年＜平成 23 年＞中（わからない場合は、概ね１年間で結構です。）に受け取っ

た株式の配当金の金額について教えてください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 1 万円未満 26.726.726.726.7 

2 1～5 万円未満 32.332.332.332.3 

3 5～10 万円未満 10.210.210.210.2 

4 10～20 万円未満 11.411.411.411.4 

5 20～50 万円未満  7.57.57.57.5 

6 50～100 万円未満  2.22.22.22.2 

7 100 万円以上 0.90.90.90.9 

8 配当金を受領していない 7.77.77.77.7 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.01.01.01.0)))) 

問 17 あなたは、株式（国内で発行されたもの）の配当金を主にどのような形で受領されていま

すか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=771771771771】】】】 

1 金融機関（ゆうちょ銀行を含む）の窓口で現金で受領 

2 銀行口座への振込みで受領 

3 証券会社の口座への振込みで受領 

4 国内で発行された株式は保有していない／配当金を受領していない 

37.737.737.737.7    

38.838.838.838.8    

18.018.018.018.0    

4.54.54.54.5 

(NA:(NA:(NA:(NA:    0.90.90.90.9)))) 
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＜投資信託についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 18 あなたは､これまでに投資信託を保有したことがありますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 現在持っている 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 

3 これまでに持ったことがない 

51.051.051.051.0    

16.016.016.016.0    

32.632.632.632.6 

(NA:(NA:(NA:(NA: 0.40.40.40.4)))) 

【問 18 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 19  ①あなたが保有している投資信託の種類はどれですか。下の表のあてはまるものの番号に 

○印を付けてください。（いくつでも） 

②また、保有している投資信託ごとの購入金額と総合計がいくら位かお答えください。 

①現在保有している投資信託の種類 

          （いくつでも） 

  ②保有している投資信託の購入金額 

 （保有種類ごとの合計額） 

      50 

万円 

未満 

50～ 

 100 

万円 

未満 

100～ 

 300 

万円 

未満 

300～ 

 500 

万円 

未満 

500～ 

1,000 

万円 

未満 

1,000 

万円 

以上 

    

    

(NA)(NA)(NA)(NA) 

1 公社債投資信託 

（国債や社債を中心に運用するもの

で、日本で作られたもの） 

【【【【n=227n=227n=227n=227】】】】    

42.442.442.442.4    
→→→→    11.911.911.911.9    24.224.224.224.2    27.327.327.327.3    12.312.312.312.3    14.514.514.514.5    7.57.57.57.5    2.22.22.22.2    

2 株式投資信託（株式を組み入れたもの

で、日本で作られたもの） 

【【【【n=299n=299n=299n=299】】】】    

55.855.855.855.8    

→→→→    11.411.411.411.4    22.422.422.422.4    27.427.427.427.4    15.715.715.715.7    14141414.0.0.0.0    7.47.47.47.4    1.71.71.71.7    

3 ＥＴＦ（上場投資信託） 

 

【【【【n=32n=32n=32n=32】】】】    

6666.0.0.0.0    

→→→→    28.128.128.128.1    25252525.0.0.0.0    28.128.128.128.1    15.615.615.615.6    3.13.13.13.1    

                        

----    

                        

----    

4 不動産投資信託（ＲＥＩＴ） 

（ﾏﾝｼｮﾝやｵﾌｨｽﾋﾞﾙ等に投資するもの） 

【【【【n=96n=96n=96n=96】】】】    

17.917.917.917.9    

→→→→    15.615.615.615.6    24242424.0.0.0.0    29.229.229.229.2    16.716.716.716.7    8.38.38.38.3    3.13.13.13.1    3.13.13.13.1    

5 外国で作られた投資信託 

（外貨建てＭＭＦなど外国籍の投資信託） 

【【【【n=201n=201n=201n=201】】】】    

37.537.537.537.5    

→→→→    11.911.911.911.9    19.919.919.919.9    31.831.831.831.8    13.413.413.413.4    14.414.414.414.4    7777.0.0.0.0    1.51.51.51.5    

                

総合計 

（保有している投資信託の購入金額の合計） 

【【【【n=n=n=n=536536536536】】】】    
→→→→    9.39.39.39.3    14.614.614.614.6    24.324.324.324.3    14.214.214.214.2    17.517.517.517.5    14.614.614.614.6    5.65.65.65.6    

 

問 20 あなたはどこで投資信託の売買注文をしていますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=536536536536】】】】 

1 証券会社の店頭（電話注文・コールセ

ンターを含む） 

2 証券会社のインターネット取引口座 

3 銀行の店頭（電話注文・コールセンタ

ーを含む） 

4 銀行のインターネット取引口座 

    

41.441.441.441.4    

12.312.312.312.3    

    

45.145.145.145.1    

5.85.85.85.8 

5 ゆうちょ銀行（郵便局）の 

店頭（電話注文を含む） 

6 確定拠出年金制度で 

7 その他 

    

5.65.65.65.6    

3.43.43.43.4    

4.94.94.94.9    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.20.20.20.2)))) 

問 21 昨年＜平成 23年＞中（わからない場合は、概ね１年間で結構です。）に受け取った投資信

託の分配金について教えてください。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=536536536536】】】】 

1 1 万円未満 14.14.14.14.7777 

2 1～5 万円未満 15.715.715.715.7 

3 5～10 万円未満 8.48.48.48.4 

4 10～20 万円未満 13.213.213.213.2 

5 20～50 万円未満 14.614.614.614.6 

6 50～100 万円未満 9.39.39.39.3 

7 100 万円以上 6.76.76.76.7 

8 分配金を受領していない 16.616.616.616.6 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.70.70.70.7)))) 

○をつけた方は問 23 へお進みください 
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問 22 あなたは、投資信託を購入するにあたり、どういった点を重視しますか。 

                                                          （いくつでも）【【【【n=n=n=n=536536536536】】】】 

1 成長性や収益性の高さ 

2 安定性やリスクの低さ 

3 分配金の頻度や実績 

4 環境貢献といった社会的責任への配慮 

5 商品のわかりやすさ 

41.841.841.841.8    

61.961.961.961.9    

37.137.137.137.1    

2.12.12.12.1    

14.014.014.014.0 

6 評価会社による評価 

7 手数料の安さ 

8 信託報酬の安さ 

9 特にない、わからない 

10 その他 

10.310.310.310.3    

9.99.99.99.9    

4.14.14.14.1    

7.17.17.17.1    

1.51.51.51.5 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.31.31.31.3)))) 

＜公社債についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 23 あなたは、これまでに公社債（国債、地方債、社債、転換社債、金融債（ワイドを含む）、

円建外債など）を保有したことがありますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 現在持っている 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 

3 これまでに持ったことがない 

32.032.032.032.0    

17.617.617.617.6    

49.249.249.249.2 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.1.1.1.1111)))) 

【問 23 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 24  ①あなたが保有している公社債の種類はどれですか。下の表のあてはまるものの番号に 

○印を付けてください。（いくつでも） 

②また、保有している公社債ごとの総額（額面）と総合計（額面）でいくら位かお答えく

ださい。 

①現在保有している公社債の種類 

          （いくつでも） 

  ②保有している公社債の総額（額面） 

 （保有種類ごとの合計額） 

      50 

万円 

未満 

50～ 

 100 

万円 

未満 

100～ 

 300 

万円 

未満 

300～ 

 500 

万円 

未満 

500～ 

1,000 

万円 

未満 

1,000 

万円 

以上 

    

    

(NA)(NA)(NA)(NA) 

1 個人向け国債（変動 10年） 

【【【【n=169n=169n=169n=169】】】】    

50.350.350.350.3    

→→→→    10.710.710.710.7    13.613.613.613.6    32323232    13.613.613.613.6    16.616.616.616.6    9.59.59.59.5    4.14.14.14.1    

2 個人向け国債（固定５年） 

【【【【n=167n=167n=167n=167】】】】    

49.749.749.749.7    

→→→→    9999.0.0.0.0    16.816.816.816.8    34.734.734.734.7    13.813.813.813.8    10.810.810.810.8    10.810.810.810.8    4.24.24.24.2    

3 その他の国債 

【【【【n=31n=31n=31n=31】】】】    

9.29.29.29.2    

→→→→    19.419.419.419.4    9.79.79.79.7    29292929.0.0.0.0    6.56.56.56.5    9.79.79.79.7    25.825.825.825.8    ----    

4 地方債（県債、市債、ミニ公募債） 

【【【【n=47n=47n=47n=47】】】】    

14141414.0.0.0.0    

→→→→    10.610.610.610.6    12.812.812.812.8    42.642.642.642.6    17171717.0.0.0.0    12.812.812.812.8    2.12.12.12.1    2.12.12.12.1    

5 社 債（転換社債を含む） 

【【【【n=40n=40n=40n=40】】】】    

11.911.911.911.9    

→→→→    12.512.512.512.5    15151515.0.0.0.0    32.532.532.532.5    20202020.0.0.0.0    10101010.0.0.0.0    2.52.52.52.5    7.57.57.57.5    

6 外貨建て債券（二重通貨債を含む） 

【【【【n=30n=30n=30n=30】】】】    

8.98.98.98.9    

→→→→    ----    20202020.0.0.0.0    30303030.0.0.0.0    16.716.716.716.7    13.313.313.313.3    16.716.716.716.7    3.33.33.33.3    

7 その他の債券（金融債・政府保証債など） 

【【【【n=6n=6n=6n=6】】】】    

1.81.81.81.8    

→→→→    33.333.333.333.3    ----    33.333.333.333.3    ----    ----    ----    33.333.333.333.3    

     
                            

総合計（額面） 

（保有している公社債の額面の合計） 

【【【【n=n=n=n=333333336666】】】】    →→→→ 8.38.38.38.3    11.311.311.311.3    30.430.430.430.4    13.413.413.413.4    15.815.815.815.8    14141414.0.0.0.0    6.86.86.86.8    

 

○をつけた方は次ページ【説明１】へ 

お進みください 
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＜上場株式、公募株式投資信託の売買益、配当金・分配金に対する１０％の

優遇税率についてお伺いします。＞ 

【説明１】現在、上場株式、公募株式投資信託の売買益、配当金・分配金については、10％の優

遇税率が適用されております。この 10％の優遇税率については、来年末＜平成 25 年（2013 年）

12 月末＞までで終了し、その後は税率が 20％となります。 

 

【全員にお伺いします。】 

問25 この10％優遇税率が来年末＜平成25年12月末＞に期限切れとなることを知っていますか。

(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

 

 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.1.1.1.0000)))) 

問 26  上場株式や公募株式投資信託の売買益売買益売買益売買益に対する優遇税率 10％が終了した場合、今後の上場

株式や公募株式投資信託への投資方針にどのような影響がありますか。(いくつでも)    

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 平成 26 年以降、上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減らすと思う 

2 平成 25 年末までに、保有している上場株式や公募株式投資信託を売却すると思う 

（評価損益次第） 

3 平成 26 年以降、上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になると思う 

4 特に影響はないと思う 

5 わからない   

20.720.720.720.7    

    

11.511.511.511.5    

31.631.631.631.6    

22.722.722.722.7    

30.130.130.130.1 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.1.1.1.4444)))) 

問 27  上場株式や公募株式投資信託の配当金・分配金配当金・分配金配当金・分配金配当金・分配金に対する優遇税率 10％が終了した場合、今

後の上場株式や公募株式投資信託への投資方針にどのような影響がありますか。 

(いくつでも)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 上場株式や公募株式投資信託への投資をやめる又は減らすと思う 

2 上場株式や公募株式投資信託への新たな投資は慎重になると思う 

3 売買益を一層重視し、長期的に保有することよりも短期売買を優先するようにな

ると思う 

4 特に影響はないと思う 

5 わからない 

22.522.522.522.5    

29.729.729.729.7    

    

8.78.78.78.7    

23.023.023.023.0    

29.129.129.129.1    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.21.21.21.2)))) 

問 28  個人を含む幅広い投資者の金融・資本市場への参加を促進し国民生活を豊かにするため、

この 10％の優遇税率を継続すべきであるとの意見があります。この意見についてどう思わ

れますか。(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 売買益、配当金・分配金ともに 10％の優遇措置は継続すべきである 

2 売買益、配当金・分配金ともに 10％の優遇措置の継続は必要ない（預貯金の利子

と同様に 20％とすべきである） 

3 売買益に対する優遇措置は継続すべきである 

4 配当金・分配金の優遇措置は継続すべきである 

5 何らかの優遇措置は必要である 

6 どちらでもよい 

7 わからない 

42.042.042.042.0    

    

6.86.86.86.8    

3.23.23.23.2    

7.57.57.57.5    

15.415.415.415.4    

7.07.07.07.0    

17.017.017.017.0    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.11.11.11.1)))) 

1 知っている 

2 知らない 

32.032.032.032.0    

67.067.067.067.0    
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＜少額投資非課税制度（日本版ＩＳＡ）についてお伺いします。＞ 

【説明２】＜日本版ＩＳＡについて＞＜日本版ＩＳＡについて＞＜日本版ＩＳＡについて＞＜日本版ＩＳＡについて＞    

【日本版ＩＳＡの概要日本版ＩＳＡの概要日本版ＩＳＡの概要日本版ＩＳＡの概要】 

日本版ＩＳＡとは、平成 26 年に導入されることとなっている少額投資非課税制度であり、 

専用の非課税口座（ＩＳＡ口座）を開設することで、年間一定金額の証券投資（株式・株式投

資信託）の配当金・分配金や譲渡益を非課税とするものです。 

【日本版ＩＳＡの詳細日本版ＩＳＡの詳細日本版ＩＳＡの詳細日本版ＩＳＡの詳細】 

■ＩＳＡ口座を開設することで、年累計 100 万円までの証券投資により生じた配当金・分配金

や譲渡益が非課税になります。 

 ■現行では、20 歳以上の個人について、年間１人１口座（年累計 100 万円までの投資）、 

３年間で３口座（最大 300 万円）の制限となります。なお、保有期限は１口座あたり、 

10 年までになります。 

 

 

出典：金融庁ホームページ 

【全員にお伺いします。】 

問 29 あなたは、この「日本版ＩＳＡ」について知っていますか。(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 内容まで知っている 1.21.21.21.2 2 内容は知らないが、 

言葉は聞いたことがある

    15.515.515.515.5 

3 知らない 83.183.183.183.1 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.10.10.10.1)))) 

問 30 あなたは、個人投資家向けの税制優遇制度である「日本版ＩＳＡ」についての説明をご覧

になって、どの程度利用したいと思いますか。(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 利用したい 22.222.222.222.2 

2 まあ利用したい 19.419.419.419.4 

3 あまり利用したくない 7.87.87.87.8 

4 利用したくない  8.58.58.58.5 

5 わからない 41.841.841.841.8 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.30.30.30.3)))) 

【問 30 で「１」「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 31 あなたは、この制度を利用されるとした場合、どのような目的のために利用したいと思い

ましたか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=437437437437】】】】 

 

1 老後の資金づくり 

2 住宅購入のための資金づくり 

3 子供の教育資金づくり 

4 耐久消費財（自動車や家電） 

などの購入資金づくり 

〔〔〔〔MAMAMAMA〕〕〕〕    

56.156.156.156.1    

3.03.03.03.0    

11.211.211.211.2    

    

22.222.222.222.2    

〔〔〔〔SASASASA〕〕〕〕    

39.139.139.139.1    

1.41.41.41.4    

5.05.05.05.0    

    

5.05.05.05.0    

 

5 生活費の足し 

6 特に目的は考えていない 

7 その他 

 

(NA)(NA)(NA)(NA) 

〔〔〔〔MAMAMAMA〕〕〕〕    

48.348.348.348.3    

15.315.315.315.3    

5.05.05.05.0    

    

1.11.11.11.1    

〔〔〔〔SASASASA〕〕〕〕    

23.123.123.123.1    

17.417.417.417.4    

3.93.93.93.9    

    

5.05.05.05.0    

問 31-１ また、その中で最も重視する目的をお選びください。（１つだけ） 
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【全員にお伺いします。】 

問 32 日本版ＩＳＡについては、今後特にどういった点を拡充していけばよいと思いますか。 

 （１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 口座開設の年齢制限（現行では、20 歳以上）の撤廃 

2 １口座あたりの非課税となる期限（現行では、10 年間）の延長 

3 投資上限額（現行では、１年 100 万円）の拡大 

4 ＩＳＡ口座の開設可能期間（現行では、平成 26年～28 年の３年間）の延長又は恒久化 

5 非課税となる金融商品の拡大（公社債や公社債投資信託など） 

6 その他 

7 わからない 

1.21.21.21.2    

11.711.711.711.7    

20.120.120.120.1    

12.212.212.212.2    

13.813.813.813.8    

1.41.41.41.4    

38.738.738.738.7 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.90.90.90.9)))) 

【全員にお伺いします。】 

問 33 あなたは日本版ＩＳＡの対象となる金融商品（※）を昨年＜平成 23 年＞中、累計でいくら

位購入しましたか。現在保有している金額ではなく、昨年中に新規で購入（保有していた

商品を売却して新たに購入したものを含む）した額の累計がいくら位かお答えください。 

（１つだけ） 

※対象となる金融商品：上場株式、ＥＴＦ（上場投資信託）、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）、 

公募株式投資信託 

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 昨年＜平成 23 年＞中は、対象となる金融商品を新規で購入していない 

2 50 万円未満 

3 50～100 万円未満 

4 100～300 万円未満 

5 300～500 万円未満 

6 500 万円以上 

77.577.577.577.5    

7.57.57.57.5    

4.04.04.04.0    

5.75.75.75.7    

1.51.51.51.5    

1.71.71.71.7 

(NA:(NA:(NA:(NA:2.02.02.02.0)))) 

＜特定口座制度についてお伺いします。＞ 

【説明３】「特定口座」は、投資家が証券会社等を通じて上場株式や公募株式投資信託の売買取

引を行う際に、証券会社等がその株式等の税額等を計算して納税を行い、または証券会社等が

発行する書類を利用して簡単に確定申告ができる仕組みです。 

【全員にお伺いします。】 

問 34 あなたは、特定口座を知っていますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 開設している 

2 開設していないが、知っている 

54.254.254.254.2    

9.59.59.59.5 

3 見聞きしたことはある 

4 知らない 

7.87.87.87.8    

28.028.028.028.0 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.50.50.50.5)))) 

問 35 特定口座の対象は、上場株式・公募株式投資信託の売買損益に限られていましたが、平成

22 年からは上場株式・公募株式投資信託の配当金等を対象に加えることができるようにな

りました。今後、さらに対象となる取引や所得（例えば、公社債の利子や取引から生じる

損益、公社債投資信託の分配金や取引から生じる損益など）を拡大すべきであると思われ

ますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 特定口座の対象となる取引や所得の拡大は必要だと思う 

2 特定口座の対象となる取引や所得の拡大は必要ないと思う 

3 わからない 

37.437.437.437.4    

9.59.59.59.5    

52.552.552.552.5    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.60.60.60.6)))) 
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＜金融所得の一体課税についてお伺いします。＞ 

【説明４】現在、上場株式や公募株式投資信託の売買取引から損失が生じた場合には、これらの

取引の利益と損失、また、平成 22 年から配当金や分配金と相殺した上で課税所得を計算し、

税額を計算する「損益通算」が認められています。また、上場株式等の取引の損失がその年の

利益より上回った場合には、３年間を限度に、翌年以降に繰り越す制度が認められています。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 36 平成 22 年から、特定口座※内で損益通算できる範囲に上場株式・公募株式投資信託の配当

金等を加えることができるようになりましたが、これを知っていますか。(１つだけ) 

※ 特定口座については、前ページ【説明３】を参照 【【【【n=n=n=n=1010101050505050】】】】 

1 知っている 

2 知らない  ⇒ ○をつけた方 は問 38 へお進 みください 

22.822.822.822.8    

76.776.776.776.7 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.60.60.60.6)))) 

【問 36 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 37  特定口座を利用して上場株式等の取引の損失と配当金等との損益通算を行うには、配当金

等を証券会社を通じて受領することが条件となっておりますが、これを知っていますか。

(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=239239239239】】】】 

1 知っている 

2 知らない 

76.276.276.276.2    

22.622.622.622.6 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.31.31.31.3)))) 

【全員にお伺いします。】 

問 38 上場株式・公募株式投資信託の売買損益と配当金等以外にも、幅広く金融商品から生じる

損益を「損益通算」の対象とすべきと思われますか。(１つだけ)    【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 損益通算の範囲の拡大は必要だと思う 

2 損益通算の範囲の拡大は必要ないと思う  

3 わからない   

34.234.234.234.2    

10.610.610.610.6    

50.650.650.650.6 

(NA:(NA:(NA:(NA:4.7)4.7)4.7)4.7) 

【問 38 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 39 それでは、具体的に、どのような金融商品から生じる損益との損益通算が必要だと思われ

ますか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=359359359359】】】】 

1 公社債の利子や取引から生じる損益 

2 公社債投資信託の分配金や取引から生じる損益 

3 先物・オプション取引などデリバティブ取引の損益 

60.260.260.260.2    

55.455.455.455.4    

17.317.317.317.3    

4 預貯金の利子 

5 その他 

6 わからない 

32.332.332.332.3    

2.22.22.22.2    

6.76.76.76.7    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.7)1.7)1.7)1.7) 

問 40  幅広く他の金融商品から生じる損益との損益通算をするために確定申告が必要となった 

場合、どうなさいますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=359359359359】】】】 

1 確定申告を行う 

2 通算できる金額が大きければ確定申告を行う 

3 例えば証券会社が発行する書類を利用できるなど事務負担が小さければ確定申告を

行う 

4 確定申告は行わない 

5 わからない 

39.639.639.639.6    

22.022.022.022.0    

    

25.125.125.125.1    

6.16.16.16.1    

5.85.85.85.8 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.4)1.4)1.4)1.4)

○をつけた方は問 41 へ 

お進みください 
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【全員にお伺いします。】 

問 41 上場株式や公募株式投資信託の売買取引により生じた損失の繰越控除については、現在、

３年間の繰越期間がありますが、この期間についてどう思われますか。（１つだけ）

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 現状の３年でよい 

2 ５年程度に延長すべきである 

3 １０年程度に延長すべきである 

28.028.028.028.0    

16.716.716.716.7    

6.76.76.76.7 

4 無期限とすべきである 

5 わからない 

11.311.311.311.3    

34.934.934.934.9 

(NA:(NA:(NA:(NA:2.5)2.5)2.5)2.5) 

 

＜マイナンバー（社会保障・税番号制度）についてお伺いします。＞ 

【説明５】現在、政府において、社会保障制度の拡充や課税の公平性の確保といった観点から、

社会保障・税に関わる番号制度（マイナンバー）の導入等について議論が行われております。

これにより、将来的に金融商品間の損益通算や確定申告の簡素化などがはかられることが予想

され、早ければ平成 27年 1 月から税分野での利用が想定されています。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 42 このマイナンバー（社会保障・税番号制度）の導入についてどう思われますか。（１つだけ）

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 導入すべきである 

2 導入すべきではない ⇒○をつけた方は問 44 へお進みください 

3 わからない  ⇒○をつけた方は次ページ【説明６】へお進みください 

47.847.847.847.8    

17.017.017.017.0    

34.734.734.734.7 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.50.50.50.5)))) 

【問 42 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 43 なぜ、そのように思われましたか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=502502502502】】】】 

1 課税の公平性が保たれる 

2 給付の公平性が保たれる 

（例えば、低所得者を対象とした給付付き税額控除の導入など） 

3 新しい税制等の恩恵が期待できる（例えば、金融商品間の損益通算ができるなど） 

4 行政等の手続きの簡素化が期待できる 

（例えば、確定申告の簡素化、本人確認が容易になるなど） 

5 きめ細やかな行政サービスが期待できる 

（例えば、将来的には国からの給付金などの各種申請の通知など） 

6 その他 

80.780.780.780.7    

    

42.642.642.642.6    

20.720.720.720.7    

    

59.859.859.859.8    

    

32.332.332.332.3    

1.01.01.01.0    

(NA:(NA:(NA:(NA:    ----)))) 

【問 42 で「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 44 なぜ、そのように思われましたか。（いくつでも）【【【【n=n=n=n=179179179179】】】】 

1 個人情報の漏洩に不安がある 

2 個人情報が国に管理されることに抵抗がある 

3 行政や金融機関の導入コストがかかりすぎる 

60.960.960.960.9    

60.360.360.360.3    

26.826.826.826.8    

4 あまりメリットを感じない 

5 何となく 

6 その他 

26.326.326.326.3    

                ----    

1.1.1.1.7777    

(NA:(NA:(NA:(NA:12.812.812.812.8)))) 
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＜相続税や贈与税の軽減についてお伺いします。＞ 

【説明６】日本の個人金融資産は 1,450 兆円超あると言われており、そのうちの約６割を 60 歳

以上の高齢者が保有しています。投資商品（株式、株式投資信託）に限ると、約７割を高齢者

が保有しています。 

高齢者が保有する金融資産を若年層に移転させることで、幅広い年齢層の投資を促進し、既存

資産の有効活用を通じた日本経済の活性化が期待されています。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 45 若年層へ資産移転を行い、幅広い年齢層の投資を促進させるため、相続税や贈与税を軽減

するべきとの意見もありますが、このような意見についてあなたはどのように思いますか。 

 （１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 よいと思う 

2 まあよいと思う 

3 どちらともいえない 

4 あまりよいとはいえない 

5 よいとはいえない 

6 わからない 

40.940.940.940.9    

21.521.521.521.5    

18.218.218.218.2    

5.65.65.65.6    

5.05.05.05.0    

8.18.18.18.1 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.70.70.70.7)))) 

【問 45 で「１」「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 46 証券投資を促進するために相続税・贈与税について一定の優遇を行うことが考えられます

が、例えば、以下のうち、どのような優遇があるとよいと思いますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=655655655655】】】】 

1 贈与税の非課税枠の拡充（例えば、現在の 110 万円までの非課税枠の金額の引き上げ） 

2 相続時精算課税制度の拡充 

（例えば、現在の 2,500 万円までの生前贈与の非課税枠の金額の引き上げ） 

3 相続・贈与における上場株式等の評価方法の見直し（例えば、現在、相続・贈与開始

の日の最終価格などで評価しているが、現行制度の７０％相当額とする） 

4 投資額の所得控除（例えば、贈与や相続を受けた資金で投資を行った場合には、 

その投資額を課税対象の所得から差し引く） 

52.452.452.452.4    

    

34.734.734.734.7    

    

5.85.85.85.8    

    

6.16.16.16.1 

(NA:(NA:(NA:(NA:1.11.11.11.1)))) 

＜教育資金の確保のための税制優遇制度についてお伺いします。＞ 

【説明７】現在、政府において、高齢者が保有する金融資産の若年層への移転や、海外の他の先

進国と比べて高水準にあるとされる教育費負担の軽減策の一環として、教育資金の積立に対す

る税制優遇が提唱されているなど、教育資金の確保についての議論が行われています。 

例えば、教育資金の確保を促す税制優遇の一つとして、子や孫の将来の大学などの学費のため

に贈与された資金について運用益を非課税とし、贈与税を軽減するといったことが考えられま

す。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 47 あなたはこのような教育資金の確保を促す税制優遇についてどのように思いますか。 

（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 よいと思う 

2 まあよいと思う 

3 どちらともいえない 

4 あまりよいとはいえない 

5 よいとはいえない 

6 わからない 

48.948.948.948.9    

25.025.025.025.0    

11.011.011.011.0    

5.05.05.05.0    

3.23.23.23.2    

6.56.56.56.5 

        (NA:(NA:(NA:(NA:0.60.60.60.6))))

○をつけた方は下記【説明７】へ 

お進みください 
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＜金融所得の課税方法についてお伺いします。＞ 

【説明８】＜分離課税と総合課税について＞ 

【分離課税の概要分離課税の概要分離課税の概要分離課税の概要】現在、「預貯金や債券の利子(税率 20%)」、「上場株式や公募株式投資信

託の売買益や配当金・分配金(税率 10%)」は、給与所得など他の所得と異なる一定の税率を乗

じて税額を計算する分離課税が適用されています。 

【総合課税の概要総合課税の概要総合課税の概要総合課税の概要】一方、総合課税とは、金融商品から発生する損益を、給与所得など他の所

得と通算して、その通算後の額に対し累進税率（所得が大きいと高い税率、所得が低いと低い

税率が適用）を乗じて所得税額を計算する課税方法をいいます。この場合、確定申告が必須と

なり、特定口座による申告不要制度等の適用がないものと考えられます。 

分離課税と総合課税の比較分離課税と総合課税の比較分離課税と総合課税の比較分離課税と総合課税の比較    

 
分離課税（現行） 総合課税 

損益通算の範囲 

金融商品から生じる収益及び 

損失に限定 

すべての収入、収益及び損失 

収益に対する税率 一定の税率（10％又は 20％） 累進税率（15％～50％） 

確定申告の要否 必須ではない（注１） 必須 

特定口座（源泉徴収

あり）の利用の可否 

可 不可 

社会保険料など 

税額以外への影響 

影響がない場合がある（注２） 影響あり 

（注１）場合により、必要なケースもあります。 

（注２）確定申告が不要となる場合には、社会保険料など税額以外への影響がありません。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 48 現在、上場株式や公募株式投資信託の売買益や配当金・分配金のほか、預貯金や債券の利

子に対し分離課税が採用されています。今後は総合課税を目指すべきという意見がありま

すが、これに対してどのように考えますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 現行の分離課税の方がよい 

2 どちらかというと現行の分離課税の方がよい 

3 総合課税の方がよい 

4 どちらかというと総合課税の方がよい 

5 わからない ⇒ ○をつけた方は次ページ【説明９】へお進みください 

31.031.031.031.0    

23.223.223.223.2    

8.78.78.78.7    

5.95.95.95.9    

30.830.830.830.8 

(NA:(NA:(NA:(NA:0.50.50.50.5)))) 

【問 48 で「１」「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 49 なぜそのように思われましたか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=569569569569】】】】 

1 源泉徴収されるため（確定申告が不要となるため） 

2 金融商品から生じる損益を管理しやすいため 

3 金融所得が社会保険料等に影響しないため 

4 税率が分離課税の方が低いため 

5 その他 

62.262.262.262.2    

18.118.118.118.1    

9.89.89.89.8    

7.97.97.97.9    

1.21.21.21.2    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.70.70.70.7)))) 

【問 48 で「３」「４」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 50 なぜそのように思われましたか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=153153153153】】】】 

1 損失を他の所得と合算すればメリットがあるため 

2 所得が大きければ高い税率の適用は当然であるため 

3 その他 

23.523.523.523.5    

51.051.051.051.0    

2.62.62.62.6    

(NA:(NA:(NA:(NA:22.922.922.922.9)))) 

○をつけた方は問 50 へお進みください 
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＜確定拠出年金制度についてお伺いします。＞ 

【説明９】＜確定拠出年金について＞ 

【制度の概要】【制度の概要】【制度の概要】【制度の概要】確定拠出年金制度（いわゆる「日本版 401k」）は、加入者や加入者が勤めてい

る企業が資金を出して積立を行い、その積立金を加入者自らが預金や投資信託などで運用

し、運用の結果に応じた積立額を老後に年金として受け取る制度で、確定拠出年金には、

この制度を実施する企業に勤務する人が加入できる【企業型】と、自営業者や企業年金の

ない会社に勤めていて、かつこの制度を実施しない企業に勤務する人が加入できる【個人

型】の２種類があります。 

 

【【【【制度の制度の制度の制度の特徴】特徴】特徴】特徴】 

■毎月の掛金の額が課税所得から控除されるなどの税制上の優遇がありますが、その代

わりに「年金」という性格上、積立金は、原則 60 歳になるまで、引き出せません。 

■毎月の掛金の拠出額に制限があり、加入しているのが【企業型】か【個人型】かなど

の条件により、その上限額が 2.3 万円から 6.8 万円と異なっています。 

■専業主婦などの被扶養配偶者や公務員は加入することができません。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 51 あなたは現在、確定拠出年金に加入していますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 【企業型】に加入している  

2 【個人型】に加入している 

3 加入していない 

4 わからない 

12.412.412.412.4    

5.05.05.05.0    

68.668.668.668.6    

10.610.610.610.6    

 

(NA:(NA:(NA:(NA:3.53.53.53.5)))) 

【問 51 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 52 本年 1 月から、確定拠出年金の【企業型】については、加入者である従業員自身が自己の

資金を追加の掛金として拠出できる「マッチング拠出」が可能となりましたが、あなたは

この「マッチング拠出」を利用したいと思いますか。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=131313130000】】】】 

1 利用したい（または、既に利用している） 

2 利用したいが、勤め先の企業が「マッチング拠出」に対応していない 

3 利用したくない（または、既に企業拠出が限度額に達している等で利用できない） 

4 わからない 

24.624.624.624.6    

9.29.29.29.2    

16.916.916.916.9    

47.747.747.747.7    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.51.51.51.5)))) 

【全員にお伺いします。】 

問 53 確定拠出年金制度について、今後どういった点を改善したほうがよいと思いますか。 

（いくつでも）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 年金制度の一元化などの観点から加入資格を公務員まで拡大する 

2 公的年金の補完の観点から加入資格を専業主婦まで拡大する 

3 毎月の拠出限度額を引き上げる 

4 60 歳になるまでの間に引き出せる条件を緩和し、もしもの時に引き出し易くする 

5 様々な金融商品で運用できるよう、運用商品の選択肢を増やす 

6 その他 

7 改善してほしい点は特にない 

8 わからない 

23.823.823.823.8    

22.822.822.822.8    

6.76.76.76.7    

25.225.225.225.2    

13.313.313.313.3    

2.32.32.32.3    

6.06.06.06.0    

35.835.835.835.8    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.01.01.01.0)))) 

○をつけた方は問 53 へ

お進みください 
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あなたの状況に関してお伺いします。 

Ｆ１ あなたの性別は。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 男性 55.755.755.755.7 2 女性 44.344.344.344.3 (NA:(NA:(NA:(NA:    ----)))) 

 

Ｆ２ あなたの年齢は。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1051051051050000】】】】 

1 ２０～２４歳 

2 ２５～２９歳 

3 ３０～３４歳 

4 ３５～３９歳 

0.10.10.10.1    

1.61.61.61.6    

2.32.32.32.3    

7.47.47.47.4 

5 ４０～４４歳 

6 ４５～４９歳 

7 ５０～５４歳 

8 ５５～５９歳 

8.78.78.78.7    

8.48.48.48.4    

9.09.09.09.0    

13.513.513.513.5 

9 ６０～６４歳 

10 ６５～６９歳 

11 ７０歳以上 

15.315.315.315.3    

15.815.815.815.8    

17.917.917.917.9    

(NA:(NA:(NA:(NA:    ----)))) 

 

Ｆ３ あなたのご職業は。（１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 卸・小売・サービス業主 

2 製造・修理・加工業主 

3 自由業 

（開業医・弁護士など） 

4 管理職 

5 事務系の勤め人 

7.87.87.87.8    

2.52.52.52.5    

1.01.01.01.0    

    

7.57.57.57.5    

9.39.39.39.3    

6 技術系の勤め人 

7 労務系の勤め人 

8 農林・漁業 

9 公務員 

10 学生 

11 専業主婦 

6.76.76.76.7    

2.72.72.72.7    

1.11.11.11.1    

3.43.43.43.4    

0.30.30.30.3    

19.819.819.819.8 

12 パート・ 

アルバイト 

・フリーター 

13 無職・年金のみ 

14 その他    

(NA(NA(NA(NA::::    

9.79.79.79.7    

    

    

23.123.123.123.1    

4.74.74.74.7    

0.30.30.30.3))))    

 

Ｆ４ あなたの現在の収入源はどれでしょうか。（主なものを１つだけ）【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】 

1 給与所得 

2 事業所得 

3 利子・配当 

45.045.045.045.0    

4.24.24.24.2    

3.63.63.63.6 

4 貯蓄の取り崩し 

5 家賃・地代 

6 恩給・年金 

1.71.71.71.7    

1.71.71.71.7    

34.134.134.134.1 

7 特に収入はない 

8 その他 

7.27.27.27.2    

2.22.22.22.2    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.20.20.20.2))))    

 

Ｆ５ あなたの年収（昨年１年間の税込み収入）はどのくらいでしょうか。（１つだけ） 

1 300 万円未満 

2 300 万円～500 万円未満 

3 500 万円～700 万円未満 

4 700 万円～1,000 万円未満 

48.348.348.348.3    

22.822.822.822.8    

12.012.012.012.0    

10.210.210.210.2 

5 1,000 万円～1,200 万円未満 

6 1,200 万円～1,500 万円未満 

7 1,500 万円～2,000 万円未満 

8 2,000 万円以上 

2.52.52.52.5    

1.41.41.41.4    

0.70.70.70.7    

0.60.60.60.6 

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】    

    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.61.61.61.6))))    

 

Ｆ６ あなたのご家庭（世帯）の家族人数は。（１つだけ） ※ご自身を含めてお答えください。 

1 １人（単身世帯） 

2 ２人 

3 ３人 

5.05.05.05.0    

37373737.1.1.1.1    

23.223.223.223.2 

4 ４人 

5 ５人 

6 ６人 

22.222.222.222.2    

7.77.77.77.7    

3.23.23.23.2 

7 ７人 

8 ８人 

9 ９人以上 

0.80.80.80.8    

0.10.10.10.1    

            ---- 

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:0.70.70.70.7))))    

 

Ｆ７ それでは、あなたのご家庭（世帯）のご家族全員の１年間の税込み収入（＝世帯年

収）はどのくらいですか。ボーナスや内職等を含めてお考えください。（１つだけ） 

1 300 万円未満 

2 300 万円～500 万円未満 

3 500 万円～700 万円未満 

4 700 万円～1,000 万円未満 

10.810.810.810.8    

26.426.426.426.4    

23.423.423.423.4    

21.421.421.421.4 

5 1,000 万円～1,200 万円未満 

6 1,200 万円～1,500 万円未満 

7 1,500 万円～2,000 万円未満 

8 2,000 万円以上 

7.97.97.97.9    

4.74.74.74.7    

2.62.62.62.6    

1.81.81.81.8 

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】    

    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.01.01.01.0)))) 

 
 

Ｆ８ あなたには、次にあてはまるお子様・お孫様がいらっしゃいますか。 

同居の有無を問わず、あてはまるかたをすべてお答えください。（いくつでも） 

1 未就学児 

2 小学生 

3 中学生 

4 高校生 

5 専修学校・各種学校生 

30.930.930.930.9    

34.434.434.434.4    

18.618.618.618.6    

16.216.216.216.2    

1.61.61.61.6 

6 高専・短大生 

7 大学生・大学院生 

8 その他の学生（予備校生、浪人生等） 

9 「１」～「８」にあてはまる 

子供・孫はいない 

（または子供・孫はいない） 

1.01.01.01.0    

12.612.612.612.6    

1.11.11.11.1    

    

    

29.329.329.329.3 

【【【【n=n=n=n=1050105010501050】】】】    

    

    

    

    

(NA:(NA:(NA:(NA:1.01.01.01.0)))) 

～～～ ご協力ありがとうございました ～～～ 
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